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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務実績に関する評価の概要 
 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人家畜改良センター 
評価対象事業年

度 
年度評価 平成３０年度（第４期） 
中期目標期間 平成２８～令和２年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 農林水産大臣 
 法人所管部局 生産局畜産部 担当課、責任者 畜産振興課長 犬飼 史郎 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 広報評価課長 前田 剛志 

 
 
３．評価の実施に関する事項 
 
・評価を実施するに当たって、令和元年７月１２日（金）に農林水産省独立行政法人評価有識者会議家畜改良センター部会を開催し、同部会に所属する４名の外部有識者委員の意見を聴取した。 
 
・同部会の開催に併せ、理事長、監事、常勤理事及び幹部職員の出席を求め、平成３０年度の業務実績の内容、計画（目標）の達成状況と自己評価の内容等についてヒアリングを実施した。 
 
 
 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
 
・特になし。 
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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務の実績に関する評価の総合評定 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね中期計画等における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

B B B   
評定に至った理由 １ 項目別評価について 

（１）家畜改良センター（以下「センター」という。）業務実績の評価項目は、各業務の内容と中期計画における位置づけに基づき、微項目、細項目、小項目、中項目、大項 
目の順で設定されており、その設定と評定結果の分布状況は別紙のとおりである。 

（２）なお、大項目や中項目など基本的に下位の評価項目が設定されている評価項目については、「独立行政法人家畜センターの業務実績の評定方法」（平成 27 年６月 10 日、

27 生畜第 381 号、以下「評定方法」という。）に基づき、原則として下位の評価項目の評定結果を積み上げて評定を行うこととしている。 
 
２ 総合評定について 
（１）センターの総合評定は、評定方法に基づき評価対象とした大項目の評定結果を S：4 点、A：３点、B：２点、C：1 点、D：０点の区分により点数化した上で算出する 

「評価の基礎」を基本に行うこととしている。 
（２）平成 30 年度の業務実績の総合評定については、以下の点を踏まえ「B」評定とした。 

① 評定方法に基づき算出した総合評定の基礎が下記のとおり、B 評定の判定基準内（満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０）となったこと。 
 ・満点・・・・・・・・・・・・・８点（評価対象とした大項目４×２点） 
 ・合計点・・・・・・・・・・・・８点（別記参照） 
 ・合計点／満点・・・・・・・・・８／８ 
 
＜別記：各大項目の評定結果と合計点＞ 

 ◎国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置・・・・・・・・ ２点（B 評定） 

 ◎業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点（B 評定） 

◎予算、収支計画及び資金計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点（B 評定） 

◎その他業務運営に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点（B 評定） 

                                               合 計 点  ８点  

② 評価の対象とした 188 個の評価項目のうち 186 項目が B 評定以上であり、そのうち前年度はなかった S 評定が２項目、A 評定は昨年度の６項目から 23 項目に大幅に増

加した。一方 C 評定については、昨年度１項目だったが２項目となった。 

 

 

 ※平成 26年度以降の評価について、主務大臣の評価結果となり、B 評定が標準 
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２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 １ 全体の評価について 

（１）評価の対象とした 190 個の評価項目のうち 188 項目が B 評定以上（S 評定は２項目、A 評定は 26 項目）と判定され、法人としては、中期計画や年度計画で定めた業務 
目標を達成していると認められる。 

（２）昨年度の A 評定とした項目が６項目から 26 項目に増加し、特に、豚の胚移植技術の開発についてのガラス化胚の融解方法の調査・検討及び非外科的移植器具の試作・

調査では養豚農場内での実用性に優れた技術を開発し、マニュアルを 2 年前倒して作成したことは評価できることから S 評定とした。 
（３）一方、家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組については、新冠牧場において約２年ぶりに家畜伝染病予防法の家畜伝染病であるヨーネ病が摘発されたことを踏

まえ、牛の摘発・淘汰を進めるとともに清浄化対策の強化を実施しているところであるが、四半期ごとの検査で続けて患畜が発生しており、清浄化に至っていないことか

ら、計画的な防疫業務の実施及び防疫対策の自己点検の実施について計画どおり実施されたとは言い難く、改善を要するものとして C 評定とした。 
 

２ 重要な項目別評定について 
（１）豚の胚移植技術の開発についてのガラス化胚の融解方法の調査・検討及び非外科的移植器具の試作・調査については、法人の自己評価と同じく S 評定とした。 
（２）全国的な改良の推進、遺伝的能力評価の実施（乳用牛、肉用牛）、種畜検査員の確保、高度な農場管理技術に関する講習会等の実施、デュロック種の優良種豚の作出、卵 

用の横斑プリマスロック種の後期産卵率の改善、有用形質関連遺伝子の解析（牛、豚）、子牛の早期離乳プログラムの開発、放射性セシウムの移行・吸収調査、ニーズ調査 
及び GAP 手法等の活用による業務運営の高度化ついては、法人の自己評価と同じく A 評定とした。 

（３）また、飼料利用性等に係る検定手法の開発、技術的支援、地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及、ISTA 検査所としての認定ステータスの維持、外国人の黒毛和種

牛肉に関連する調査及び牛個体識別に関するデータの活用推進については、法人の自己評価は A 評定であるが、計画どおり実施されたものの、計画を上回る成果が得ら

れたとは言い難いことから B 評定とした。 
（４）さらに、家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組のうち、計画的な防疫業務の実施については、法人の自己評価と同じく C 評定としたが、防疫対策の自己点検の

実施については、ヨーネ病の清浄化に向けて懸命に取り組んでいることは理解するものの成果が見られないことから、法人の自己評価は B 評定であるが、改善を要する

ものとして C 評定とした。 
（５）一方、緊急時における支援について、平成３０年７月豪雨災害及び北海道胆振東部地震発生の際の現地調査員の派遣や岐阜県及び愛知県で発生した豚コレラ防疫対応作

業等への人員派遣をはじめ、これらの緊急支援に備えた連絡体制の整備や訓練の実施など迅速な対応が可能となるよう準備をしたことは評価できることから、法人の自

己評価は B 評定であるが、計画を上回る成果が得られたものとして A 評定とした。 
 
 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特になし 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
法人の自己評価は A 評定としているが、B 評定とした事項について 
（１）飼料利用性等に係る検定手法の開発については、調査頭数が少ないことから今後もデータ蓄積が必要であり、現時点では十分な成果が挙がっているとは言い難い。 
（２）技術的支援については、めん山羊の関心が高まり問合せ対応は前年度比１．２倍に増加したが、その関心が高まった要因が法人の取組によるものとは言い難い。 
（３）地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及については、民間機関等を対象とした種子検査技術に関する講習会を長野支場で実施するなど、講習会を計画よりも多く開 

催したことは評価できるが、昨年度の開催回数の８回を大きく上回ったとは言い難く、このことのみで計画を上回る成果が得られたとは言い難い。 
（４）ISTA 検査所としての認定ステータスの維持については、新しく検査を担うこととなった職員の教育や実施演習を通じた技能習得研修を実施するなど、高位平準化を図り 

ISTA の認証ステータスを維持するために活動したことは評価できるが、目標である「認証ステータスを維持」した事実以上のことを評価できるものではないことから、B 
評定とせざるを得ない。なお、更新時期ではない年度については、単なる「維持」ではなく、更なる技術向上等の年度計画の策定等が必要ではないかと考える。 

（５）外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関する調査については、多くの嗜好性データを取り、その結果を取りまとめたことは評価できるが、昨年度の結果を検証したも 
のに過ぎず、現時点では輸出戦略の推進に寄与する新たな成果があったとは言い難い。なお、次年度に向けて本取組の成果に関する普及・啓発についてよく検討し、次年 
度に評価することとしたい。 

（６）牛個体識別に関するデータの活用推進については、利用者の要望に応じた情報提供件数が対前年度比１４５％であったことは評価できる。しかし、要望されたデータが 
どのように活用され役立ったかの確認ができた上で A 評定となるか B 評定となるかが決まるものと考えており、確認できないのであれば B 評定とせざるを得ないと考え 
る。 
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その他改善事項 特になし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
特になし 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 特になし 

その他特記事項 有識者からの意見について 
（１）全国的な改良の推進については、全般的に A 評定としても、家畜改良センターの種豚や種鶏が銘柄づくりに貢献し、高い評価を受けたことはこれまでの取組が実用化に 

達したものであることを考えれば、部分的に S 評定と言えるのではないか。 
（２）防疫対策の自己点検の実施について、結果としてヨーネ病の患畜が発生してしまった結果 C 評定とのことだが、やるべきことをやったのであれば、B 評定でもよいので 

はないか。 
（３）地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及について、講習会の内容が評価されているにもかかわらず、開催回数がほぼ昨年度と同様であるという理由で、B 評定と 

することはマイナスではないか。 
（４）ISTA 検査所としての認定ステータスの維持について、国内唯一の機関として非常に努力してきており、このステータスを維持するだけでも大変なこととであり、A 評定 

でよいのではないか。 
（５）外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関する調査について、成果を踏まえて具体的な提案をすることで A 評定としてよいと思う。 
（６）非外科的移植器具の試作・調査について、S 評定でよいと考えるが、受胎率は上がっているもののエンブリオに対する子豚の生産効率からいえばまだ３割であることか 

ら、「ただし、今後の子豚の生産効率についてさらに向上を目指す」というような文言を入れた方がよいと思う。 
（７）要望されたデータ提供の成果の例示がないと「A」評価に行き着かないとした場合、データ提供先から「まだ成果をだせない」ということもあるので、シビアすぎではな

いか。 
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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その１）  

                                                                                                                                 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 評価については、Ｂ評定が標準 

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

Ｂ Ｂ Ｂ 11

Ｂ Ｂ Ａ 12

Ｂ Ｂ Ａ 13

Ａ Ｂ Ａ 17

Ａ Ｂ Ａ 18

（ア）乳用牛の遺伝的能力評価の実施 Ａ Ｂ Ａ 19

（イ）ホルスタイン種のゲノミック評
価の実施

Ａ Ｂ － －

（ウ）肉用牛の枝肉情報の収集・分析
の実施

Ｂ Ｂ － －

（エ）肉用牛の遺伝的能力評価の実施 Ａ 20

（オ）バークシャー種等の遺伝的能力
評価の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 21

Ｂ Ｂ Ｂ 22

（ア）乳用牛の遺伝的能力評価手法の
改善

Ａ Ｂ Ｂ 23

（イ）肉用牛の遺伝的能力評価手法の
改善

Ｂ Ｂ Ｂ 24

（ウ）豚の遺伝的能力評価手法の改善 Ｂ Ｂ Ｂ 25

Ｂ Ｂ Ａ 26

Ｂ Ｂ Ｂ 27

備考

第１ 国民に対して提供するサービスその他の
業務の質の向上に関する目標を達成するため
とるべき措置

１  家畜の視点での基盤強化のための家畜改
良及び飼養管理の改善等

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

（１）全国的な改良の推進

（２）遺伝的能力評価の実施

ア　遺伝的能力評価の実施

 イ　遺伝的能力評価手法の改善

（３）種畜検査の実施

ア　種畜検査の実施

中期計画（中期目標） 評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

Ｂ Ｂ Ａ 28

Ｂ Ｂ Ｂ 29

Ｂ Ｂ Ｂ 30

（ア）代謝プロファイルテストに関す
る講習会等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 31

（イ）代謝プロファイルテストに関す
るマニュアル作成等の実施

Ｂ Ｂ － －

（ウ）代謝プロファイルテストに関す
る普及体制の整備

Ｂ 32

（エ）肉用牛超音波画像診断技術に関
する講習会等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 33

（エ）放牧を活用した繁殖雌牛の管理
に関する講習会等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 34

Ｂ Ｂ Ｂ 35

（ア）高度な農場管理技術に関する講
習会等の実施

Ｂ Ｂ Ａ 36

（イ）乳用牛超音波画像診断技術に関
する講習会等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 37

（ウ）搾乳ロボット等の省力化機械を
活用した飼養管理技術の情報収集等

Ｂ Ｂ Ｂ 38

ウ　家畜防疫の強化及び衛生管理の改
善等への取組

Ｂ Ｂ Ｂ 39

（ア）防疫対策強化のための情報収集
及びその活用

Ｂ Ｂ Ｂ 40

（イ）防疫対策の自己点検の実施 Ｂ Ｂ Ｃ 41

（ウ）計画的な防疫業務の実施 Ｂ Ｂ Ｃ 42

（４）　飼養管理の改善等への取組

ア　肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援

イ　生乳生産基盤強化対策の支援

項目別
調　書
頁　数

備考

中期計画（中期目標） 評価年度（※）

イ　種畜検査員の確保
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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その２） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 評価については、Ｂ評定が標準。  

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

（エ）伝染性疾病発生時の体制整備 Ｂ － － －

（オ）国・都道府県の防疫演習への参
加

Ｂ Ｂ Ｂ 43

（カ）国・大学等の調査・研究への協
力

Ｂ Ｂ Ｂ 44

（キ）衛生管理の改善等に関する情報
提供

Ｂ Ｂ Ｂ 45

Ｂ Ｂ Ｂ 46

（ア）馬及びめん山羊の飼養管理技術
に関する講習会等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 47

（イ）馬及びめん山羊の家畜人工授精
に関する講習会の実施

Ｂ Ｂ － －

（ウ）めん山羊の家畜人工授精に関す
る講習会の実施

Ｂ 48

（エ）耕作放棄地対策等へのめん山羊
の利活用に関する講習会等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 49

Ｂ Ｂ Ｂ 50

Ｂ Ｂ Ｂ 51

Ｂ Ｂ Ｂ 52

（ア）優良な牛群の整備 Ｂ Ｂ Ｂ 53

（イ）ドナーの集合検定の実施 Ｂ Ｂ Ｂ 54

（ウ）候補種雄牛の作出 Ｂ Ｂ Ｂ 55

イ　肉用牛 Ｂ Ｂ Ｂ 56

（ア）遺伝的に特徴ある牛群の整備 Ｂ Ｂ Ｂ 57

中期計画（中期目標） 評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

備考

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項（つづき）

エ　その他

ア　乳用牛

（１）種畜・種きん等の生産・供給

２　畜産物の需給の変化に応じた優良な種
畜・種きん等の生産・供給等

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

（イ）直接検定の実施 Ｂ Ｂ Ｂ 58

（ウ）候補種雄牛の作出 Ｂ Ｂ Ｂ 59

（エ）飼料利用性等に係る検定手法の
開発

Ｂ Ｂ Ｂ 60

（オ）褐毛和種の候補種雄牛の作出 Ｂ Ｂ Ｂ 61

ウ　豚 Ｂ Ｂ Ｂ 62

（ア）デュロック種の優良種豚群の作
出

Ｂ Ｂ Ａ 63

（イ）ランドレース種の優良種豚群の
作出

Ｂ Ｂ Ｂ 64

（ウ）大ヨークシャー種の種豚等の供
給

Ｂ Ｂ Ｂ 65

（エ）実験用小型豚の精液、胚の凍結
保存

Ｂ Ｂ Ｂ 66

エ　鶏 Ｂ Ｂ Ｂ 67

（ア）卵用の横斑プリマスロック種の
後期産卵率の改善

Ｂ Ｂ Ａ 68

（イ）卵用のロードアイランドレッド
種の選抜等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 69

（ウ）肉用の白色コーニッシュ種の選
抜等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 70

（エ）肉用の白色プリマスロック種の
選抜等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 71

（オ）肉用の白色プリマスロック種の
新系統造成に向けた選抜等の実施

Ｂ Ｂ Ｂ 72

（カ）国産鶏種に関する組合せ検定の
実施

Ｂ Ｂ Ｂ 73

中期計画（中期目標） 評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

備考
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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その３） 

                           

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  評価については、Ｂ評定が標準。   

 

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

　オ　馬 Ｂ Ｂ Ｂ 74

（ア）ブルトン種等の選抜等の実施 Ｂ Ｂ Ｂ 75

（イ）ブルトン種等の種雄馬候補の作
出

Ｂ Ｂ Ｂ 76

　カ　育種素材のリスク分散への取組 Ｂ Ｂ Ｂ 77

（ア）ホルスタイン種のリスク分散 Ｂ Ｂ Ｂ 78

（イ）黒毛和種のリスク分散 Ｂ Ｂ Ｂ 79

（ウ）豚のリスク分散 Ｂ Ｂ Ｂ 80

（エ）鶏のリスク分散 Ｂ Ｂ Ｂ 81

（２）６次産業化の推進等に対応した
育種素材の提供等

Ｂ Ｂ Ｂ 82

　ア　めん山羊 Ｂ Ｂ Ｂ 83

　イ　日本短角種 Ｂ Ｂ Ｂ 84

　ウ　豚 Ｂ Ｂ Ｂ 85

　エ　鶏 Ｂ Ｂ Ｂ 86

　オ　技術的支援 Ｂ Ｂ Ｂ 87

（３）家畜等の多様な遺伝資源の確
保・利用

Ｂ Ｂ Ｂ 88

　ア　家畜遺伝資源の保存 Ｂ Ｂ Ｂ 89

　イ　多様な遺伝資源の活用 Ｂ Ｂ Ｂ 90

Ｂ Ｂ Ｂ 91

Ｂ Ｂ Ｂ 92

中期計画（中期目標）

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項（つづき）

３　飼料の視点での基盤強化のための飼料作
物の種苗の生産・供給等

（１）飼料作物種苗の生産・供給

評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

備考 平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

Ｂ Ｂ Ｂ 93

（ア）OECD品種証明制度に基づく要件
に適合した種苗の増殖

Ｂ Ｂ Ｂ 94

（イ）生産対象品種・系統の選定 Ｂ Ｂ Ｂ 95

Ｂ Ｂ Ｂ 96

Ｂ Ｂ Ｂ 97

Ｂ Ｂ Ｂ 98

Ｂ Ｂ Ｂ 99

Ｂ Ｂ Ｂ 100

Ｂ Ｂ Ｂ 101

Ｂ Ｂ Ｂ 102

Ｂ Ａ Ｂ 103

Ｂ Ｂ Ｂ 104

Ｂ Ａ Ｂ 105

Ｂ Ｂ Ａ 106

Ｂ Ｂ Ａ 107

Ｂ Ｂ Ａ 108

（ア）乳用牛 Ｂ Ｂ Ｂ 109

（イ）肉用牛 Ｂ Ａ Ａ 110

（ウ）豚 Ｂ Ｂ Ａ 111

（エ）鶏 Ｂ Ｂ Ｂ 112

ア　飼料作物種苗の増殖

イ　飼料用稲種子の生産

（２）飼料作物優良品種の普及支援

ア　地域に適した飼料作物優良品種の育
成・普及

イ　地域適応性等検定試験の実施

ウ　優良品種に係るデータ提供

（１）調査・研究

ア　有用形質関連遺伝子等の解析

エ　実証展示ほの設置等

（３）飼料作物の遺伝資源の保存

４　国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作
物の種苗の検査

（１）OECD品種証明制度等に基づく飼料作
物の種苗の検査の実施

（２）ISTA検査所としての認定ステータス
の維持

５　調査・研究及び講習・指導

中期計画（中期目標） 評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

備考
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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その４）                 

                                                                                            

 

  

 

 

※ 評価については、Ｂ評定が標準。※※ ただし、今後の子豚の生産効率についてさらに向上を目指す。  

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

ア　中央畜産技術研修会の開催 Ｂ Ｂ Ｂ 127

イ  個別研修等の実施 Ｂ Ｂ Ｂ 128

ウ　海外技術協力の実施 Ｂ Ｂ Ｂ 129

Ｂ Ｂ Ｂ 130

Ｂ Ｂ Ｂ 131

ア　立入検査等の実施 Ｂ － － 132

イ　検査員の確保 Ｂ Ｂ Ｂ 133

Ｂ Ｂ Ｂ 134

ア　指定種苗の集取及び検査の実施 Ｂ Ｂ Ｂ 135

イ　検査員の確保 Ｂ Ｂ Ｂ 136

Ｂ Ｂ Ｂ 137

ア　立入検査等の実施 Ｂ － － 138

イ  検査員の確保 Ｂ Ｂ Ｂ 139

Ｂ Ｂ Ａ 140

Ｂ Ｂ Ｂ 141

ア　牛個体識別台帳の記録、保存等 Ｂ Ｂ Ｂ 142

イ　牛個体識別台帳記録の修正・取消 Ｂ Ｂ Ｂ 143

ウ 牛個体識別台帳に記録された事項の
公表

Ｂ Ｂ Ｂ 144

エ　牛個体識別台帳に係る届出の受
理、確認等

Ｂ Ｂ Ｂ 145

評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

備考

（１）牛トレーサビリティ法に基づく委任
事務の実施

（３）カルタヘナ法に基づく立入検査等

７　牛トレーサビリティ法に基づく事務等

中期計画（中期目標）

６　家畜改良増殖法等に基づく検査

（１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等

（２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び
検査

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

Ｂ Ａ Ｂ 113

（ア）新たな食肉のおいしさの指標の
検討等

Ｂ Ｂ Ｂ 114

（イ）外国人の黒毛和種牛肉に対する
嗜好性に関連する調査

Ｂ Ａ Ｂ 115

Ａ Ｂ Ａ 116

（ア）ガラス化胚の融解方法の調査・
検討

Ｂ Ｂ Ｓ 117

（イ）非外科的移植器具の試作・調査 Ａ Ｂ Ｓ 118 ※※

Ｂ Ｂ Ｂ 119

（ア）短期肥育技術の開発 Ｂ Ｂ Ｂ 120

（イ）子牛の早期離乳プログラムの開
発

Ｂ Ｂ Ａ 121

（ウ）短期肥育による牛肉の生産コス
ト低減の実証

Ｂ Ｂ Ｂ 122

Ｂ Ｃ Ａ 123

（ア）放射性セシウムの移行・吸収調
査

Ｂ Ｃ Ａ 124

（イ）放射性セシウムを吸収しにくい
牧草の探索・調査

Ｂ Ｂ Ｂ 125

Ｂ Ｂ Ｂ 126

評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

備考

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項（つづき）

ウ　豚の胚移植技術の開発

（２）講習・指導

オ　放射性セシウム低減技術等の開発

イ　食肉の食味に関する客観的評価手法
の開発

エ　黒毛和種における短期肥育技術等の
開発

中期計画（中期目標）
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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その５）   

 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 評価については、Ｂ評定が標準。 

平成

２８
年度

平成

２９
年度

平成

３０
年度

平成

３１
年度

平成

３２
年度

Ａ 162

Ｂ Ｂ Ｂ 163

Ｂ Ｂ Ｂ 164

Ｂ Ｂ Ｂ 165

Ｂ Ｂ Ｂ 166

Ｂ Ｂ Ｂ 167

Ｂ Ｂ Ｂ 168

Ｂ Ｂ Ｂ 169

Ｂ Ｂ Ｂ 170

－ － － 171

－ － － 172

－ － － 173

－ － － 174

Ｂ Ｂ Ｂ 175

Ｂ Ｂ Ｂ 176

１
Ｂ Ｂ Ｂ 177

Ｂ Ｂ Ｂ 178

Ｂ Ｂ Ｂ 179

（３）ＧＡＰ手法等の活用による業務運営

の高度化

３　資金計画

４　収支の均衡

５　業務運営の効率化を反映した予算の策

定と遵守

６　自己収入の確保

Ⅲ．財務内容に関する事項

第３　予算、収支計画及び資金計画

１　予算

２　収支計画

イ　役員会の開催等

中期計画（中期目標） 評価年度（※）
項目別

調　書
頁　数

備考

第７　剰余金の使途

第８ その他業務運営に関する事項

１　ガバナンスの強化

（１）内部統制システムの充実・強化

ア　監事監査体制の強化

（１）自己収入の確保

Ⅳ．その他の事項

（２）適切な配布価格の設定

７　保有資産の処分

第４　短期借入金の限度額

第５　不要財産等の処分に関する計画

第６　重要な財産の譲渡等の計画

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

オ　個体識別番号の決定及び通知 Ｂ Ｂ Ｂ 146

Ｂ Ｂ Ａ 147

ア　ニーズ調査等の実施 Ｂ Ｂ Ａ 148

イ　開発・改修等の計画的な実施 Ｂ Ｂ Ｂ 149

Ｂ Ｂ Ｂ 150

Ｂ Ｂ Ａ 151

Ａ Ｂ Ｂ 152

Ａ Ａ Ａ 153

Ａ Ｂ Ｂ 154

Ｂ Ｂ Ｂ 155

Ｂ Ｂ Ｂ 156

Ｂ Ｂ Ｂ 157

Ｂ Ｂ Ｂ 158

Ｂ Ｂ Ｂ 159

Ｂ Ｂ Ｂ 160

Ｂ Ｂ Ｂ 161

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項

項目別
調　書
頁　数

備考

中期計画（中期目標） 評価年度（※）

３　業務運営の改善

（１）情報システム導入・更新時における
業務の見直し

（２）ネット会議システムの活用による業
務の効率化

（２）災害等からの復興の支援

（３）作業の受託等

第２　業務運営の効率化に関する目標を達成
するため取るべき措置

１　一般管理費等の削減

２　調達の合理化

８　その他センターの人材・資源を活用した
外部支援

（１）緊急時における支援

（２）利用者ニーズ等を踏まえたシステム
の開発・改修等の実施

（３）家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊急
検索への対応

（４）牛個体識別に関するデータの活用推
進

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項（つづき）
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独立行政法人家畜改良センターの平成 30年度に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その６）   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 評価については、Ｂ評定が標準。  

平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

（ア）定期的な役員会の開催 Ｂ Ｂ Ｂ 180

（イ）場長会議、業務検討会等の開催 Ｂ Ｂ － －

（ウ）ネット会議システムの活用等 Ｂ Ｂ Ｂ 181

Ｂ Ｂ Ｂ 182

  エ　業務の進行管理 Ｂ Ｂ Ｂ 183

（ア）内部統制に関する規程等の見直
し

Ｂ Ｂ Ｂ 184

（イ）業務進捗状況の四半期毎の取り
まとめ等業務の進行管理

Ｂ Ｂ Ｂ 185

Ｂ Ｂ Ｂ 186

（ア）リスク対応に関する計画の策定
等

Ｂ Ｂ Ｂ 187

（イ）緊急時における連絡網の体制維
持

Ｂ Ｂ Ｂ 188

Ｂ Ｂ Ｂ 189

Ｂ Ｂ Ｂ 190

Ｂ Ｂ Ｂ 191

Ｂ Ｂ Ｂ 192

Ｂ Ｂ Ｂ 193

Ｂ Ｂ Ｂ 194

Ｂ Ｂ Ｂ 195

Ｂ Ｂ Ｂ 196

Ｂ Ｂ Ｂ 197

（２）役職員の給与水準等

３　情報公開等の推進

（１）情報公開の実施

（２）個人情報の取扱い

ウ　法令遵守に係る職員教育等の強化

オ　リスク管理と迅速な対応

（２）コンプライアンスの推進

中期計画（中期目標） 評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

２　人材の確保・育成

（１）人材の確保・育成

４　情報セキュリティ対策の強化

（１）情報セキュリティ対策

Ⅳ．その他の事項（つづき）

備考 平成
２８
年度

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
３１
年度

平成
３２
年度

Ｂ Ｂ Ｂ 198

Ｂ Ｂ Ｂ 199

Ｂ Ｂ Ｂ 200

Ｂ 201

Ｂ 202

Ｂ Ｂ Ｂ 203

Ｂ Ｂ Ｂ 204

Ｂ Ｂ Ｂ 205

Ｂ Ｂ Ｂ 206

Ｂ Ｂ Ｂ 207

ア　安全衛生施策の実施

イ　緊急時の体制等

６　施設・設備の整備に関する計画

７　積立金の処分に関する事項

５　環境対策・安全管理の推進

（１）環境対策の推進

ア　良好な作業環境の維持

イ　環境負荷軽減の取組

（２）安全管理の推進

（２）情報セキュリティに関する教育・訓
練

Ⅳ．その他の事項（つづき）

中期計画（中期目標） 評価年度（※）
項目別
調　書
頁　数

備考
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                                                 独立行政法人家畜改良センターの平成３０年度に係る業務の実績に関する評価項目別調書 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１ 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置（以下「業務の質の向上」と略記する。） 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 
家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目標 
酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 

 
当該事業実施に係る根拠 

独立行政法人家畜改良センター法第 11条、家畜改良増殖法第３条の４，同

法 35条の２第１項・第３項、種苗法第６３条第１項、遺伝子組換え生物等

の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律第３２条第１項・

第３項、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法第

２０条、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法施

行令第５条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 

※ 平成３１年以降の表記は、新元号「令和」に読み替えることとします（以下、同じ）。 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 8,990,465 9,053,308 9,616､085   

 決算額（千円） 9,593,420 8,907,918 8,931,906   

 経常費用（千円） 8,990,890 8,971,797 9,014,892   

 経常利益（千円） 9,084,042 9,057,596 9,171,717   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 7,403,905 7,445,083 7,530,909   

 従事人員数 954 961 976   

（注）財務情報及び人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第 ３  国

民 に 対 し

て 提 供 す

る サ ー ビ

ス そ の 他

の 業 務 の

質 の 向 上

に 関 す る

事項 
〈以下略〉 

第２ 国民

に対して提

供するサー

ビスその他

の業務の質

の向上に関

する目標を

達成するた

めとるべき

措置 

第１ 国民

に対して提

供するサー

ビスその他

の業務の質

の向上に関

する目標を

達成するた

めとるべき

措置 

指標＝「中項目の項目数×２」

（満点）に対する「各中項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各中項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

＜主要な業務実績＞ 
○家畜の視点での基盤強化のための家畜改良 
及び飼養管理の改善等          3/2(A) 

○畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・ 
種きん等の生産・供給等         2/2(B) 

○飼料の視点での基盤強化のための飼料作物 
の種苗の生産・供給等          2/2(B) 

○国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物 
の種 苗の検査             3/2(A) 

○調査・研究及び講習・指導        3/2(A) 
○家畜改良増殖法等に基づく検査      2/2(B) 
○牛トレーサビリティ法に基づく事務等   3/2(A) 
○その他センターの人材・資源を活用した外 
部支援                  2/2(B) 

         

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：１６Ｐ（中

項目８×２Ｐ） 
合計：２０Ｐ 
２０Ｐ／１６Ｐ

＝１．２５ 
（１２．５／１

０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞  
以下のとおり、下位の評価項目である中項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10

≦合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：16（中項目 8×2 点） 
合計点：18 点 
=(3 点×2＋2 点×6) 
18 点／16 点= 1.125 
 
○家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善 3 点(A) 
○畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等    2 点(B) 
○飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 2 点(B) 
○国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査    2 点(B) 
○調査・研究及び講習・指導      3 点(A) 
○家畜改良増殖法等に基づく検査    2 点(B) 
○牛トレーサビリティ法に基づく事務等 2 点(B) 
○その他センターの人材・資源を活用した外部支援      2 点(B) 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第 1-１ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び

飼養管理の改善等 
センターは、酪肉基本方針等を踏まえ、家畜改良増

殖目標及び鶏の改良増殖目標に示された家畜や鶏の

能力等に係る目標達成を支援し、「強み」のある畜産

物生産のための「家畜づくり」を推進する。このよう

な中、家畜改良を効率的に進めていくためには精度の

高い家畜の遺伝的能力評価の実施が不可欠となって

いることから、中立・公平な立場から全国的な規模で

家畜の遺伝的能力を評価し、その結果を公表する。  
これにより、家畜の育種改良に応用して家畜改良を

進展させるとともに、改良によって得られる優良な家

畜の能力を十分発揮させるために必要な飼養管理の

改善等を推進していく。このため、特に次の業務に重

点を置いて、都道府県や民間との役割分担、連携を図

りつつ、保有する多様な育種資源を活用し民間等では

取り組み難い新技術を駆使し、全国的な家畜改良を進

めることとする。 

１ 家畜の視点

での基盤強化の

ための家畜改良

及び飼養管理の

改善等 
 

１ 家畜の視点

での基盤強化の

ための家畜改良

及び飼養管理の

改善等 

指標＝「小項目の項目数×

２」（満点）に対する「各小

項目の点数の合計値」（合計

点）の比率 
 各小項目の評価点数の区

分は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：

１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 
 
 

◇全国的な改良の推進     3/2(A) 
◇遺伝的能力評価の実施    3/2(A) 
◇種畜検査の実施       3/2(A) 
◇飼養管理の改善等への取組  2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：８Ｐ（小項目

４×２Ｐ） 
合計：１１Ｐ 
１１Ｐ／８Ｐ＝１．

３７ 
（１３．７／１０） 

評定  A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点が

A 評定の判定基準内(満点×

12/10≦合計点 )であったた

め。 
満点：8（小項目 4×2 点） 
合計点：11 点 
=(3 点×3＋2 点×1 ) 
11 点／8 点= 1.37 
◇全国的な改良の推進 
                3 点(A) 
◇遺伝的能力評価の実施     

3 点(A ) 
◇種畜検査の実施        

3 点(A ) 
◇飼養管理の改善等への取組      

2 点(B) 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （１）全国的な改良の推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
全国会議の開催回数 １回以上        予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 乳用牛  ３回 ３回 ３回    決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

肉用牛  ８回 ８回 ８回    経常費用（千円）  279,537 261,220 248,143   

豚  １回 １回 １回    経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

鶏  ３回 ３回 ２回    行政サービス実施コスト（千円） 267,767 244,397 236,707   

馬  ４回 ３回 ３回    従事人員数 954 961 976   

めん山羊  ２回 ２回 ２回     （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）全国的な改良の

推進 
家畜改良増殖目標

が示されている乳用

牛、肉用牛、豚、鶏、

馬及びめん山羊につ

いて、全国的な家畜の

改良を推進するため、

都道府県、関係団体、

生産者等との意見・情

報交換において積極

的に指導的役割を果

たすとともに、都道府

県、関係団体等との役

割分担を図りつつ連

携し、効率的な改良の

推進に努める。 
このため、各畜種に

ついて、全国的な改良

に関する会議を毎年

度、開催する。 
〈以下略〉 
 

（１）全国的な改良の推進 
改良増殖に係る目標が示されている乳

用牛、肉用牛、豚、鶏、馬及びめん山羊に

ついて、全国的な改良を効率的に推進する

ため、各畜種について、都道府県、関係団

体、生産者等との意見・情報交換等を行う

全国的な改良に関する会議を毎年度、開催

する。その際、中立・公平な立場から全国

的な規模で行う家畜の遺伝的能力評価結

果等も踏まえ、積極的に指導的役割を果た

す。また、我が国における家畜等の改良の

方向性に沿ったセンターの業務について

意見・情報交換を行い、センターでは、都

道府県や民間では技術面やコスト面から

取り組むことが難しい新技術を活用した

優良な種畜・種きん等の生産を担うなど、

都道府県、関係団体等との役割分担を図り

つつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進

する。併せて、ｅメールなどの活用により

事前に会議の論点の明確化を図ることな

どにより、会議の効率的な運営を工夫す

る。 

（１）全国的な改良の推進 
改良増殖に係る目標が示されている乳用牛、肉用牛、豚、鶏、

馬及びめん山羊の各畜種について、全国的な改良を効率的に推

進するため、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交

換等を行う全国的な改良に関する会議を１回以上開催する。そ

の際、中立・公平な立場から全国的な規模で行う家畜の遺伝的

能力評価結果等も踏まえ、積極的に指導的役割を果たす。 
 また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿った家畜改

良センター（以下「センター」という。）の業務について意見・

情報交換を行い、センターでは、都道府県や民間では技術面や

コスト面から取り組むことが難しい新技術を活用した優良な種

畜・種きん等の生産を担うなど、都道府県、関係団体等との役

割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進する。 
 併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確

化を図ることなどにより、会議の効率的な運営を工夫する。 
 加えて、関係団体等が開催する各畜種に関する各種会議に積

極的に参画する。 
 なお、肉用牛においては、全国的な改良に関する会議の検討

結果を踏まえ、広域的な後代検定により選定された種雄牛につ

いて、都道府県間の利用を推進するため、精液配布計画の作成

等を行う。 

Ｓ：計画の１２０％以

上であり、かつ、特に

優れた成果が認めら

れる 
Ａ：計画の１２０％以 
 上 
Ｂ：計画の１００％以

上、１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、

１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、

又は業務運営の改善

等必要な措置が必要

と認められる 
 

〈主要な業務実績〉 

14 頁～16 頁 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
根拠：14 頁～16
頁 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組を実施し

た上で、ゲノミック評価

技術を用いることによ

り、候補種雄牛の頭数を

減らして後代検定娘牛が

減ったとしても同水準の

改良効果が得られること

を説明し、後代検定に貢

献したこと。また、セン

ター産種豚「ユメサクラ」

の交配により銘柄化した

「京丹波ぽーく」が食肉

産業展で最優秀賞を受賞

するなどこれまで継続し

て実施してきたことが成

果となったものであり、

計画を上回る成果が得ら

れたものものとして「A」

評定とした。 
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 法人の業務実績・自己評価 
業務実績 自己評価 

 乳用牛について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、

生産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を３回開催し

た。その際、候補種雄牛を評価するための後代検定娘牛確保が課題となっている

ことから、ゲノミック評価技術を用いることにより、候補種雄牛を減頭しても同

程度の改良効果が得られることを説明するなど積極的に指導的役割を果たし後

代検定事業の効率化及び推進に貢献した。 

 また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセンターの業務につい

て、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、センターでは、

新技術を活用した優良な種畜等の生産を担うなど、都道府県、関係団体等の役割

分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 

 併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 

 加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施し

た。 

① 農林水産省、試験研究機関、関係団体等の参画を得て、「全国乳用牛改良技術検討会ワーキンググループ」を開催し、従来の後代検定の制

度を維持し現状の酪農規模に合わせた改良体制のあり方について検討を行った。 

② 農林水産省、試験研究機関、関係団体等の参画を得て開催した「全国乳用牛改良技術検討会」において、体型形質の遺伝的能力評価モデル

の変更及び後代検定の効率化などについて検討し、ゲノミック評価値の公表時期などの調整を行うとともに、高い遺伝的能力が期待できる候補

種雄牛を確保するためのガイドライン等の後代検定事業の実施に係る事項について、センターが作成した原案を基に検討を行い了承を得るな

ど、積極的に指導的役割を果たした。 

③ 農林水産省、都道府県、関係団体及び学識経験者の参画を得て、「全国乳用牛改良推進会議」を開催し、高い遺伝的能力が期待できる候補

種雄牛を確保するためのガイドラインを策定し、後代検定事業に係る候補種雄牛の頭数の変更や調整交配頭数の配分をはじめとする事業実施計

画の作成に当たって、ゲノミック評価技術を用いることにより、候補種雄牛を減頭しても、同水準の改良効果が得られることを説明することに

より、人工授精事業体が行う後代検定事業の効率化及び円滑な推進に貢献した。 

④ なお、これら会議の開催に当たっては、ｅメール等を活用して事前に会議の論点の明確化を図り、情報共有するなど、会議を効率的に運営

できるよう工夫した。 

⑤ 関係団体が開催する「国産種雄牛遺伝子作出検討委員会」等の乳用牛改良に関する各種会議に積極的に参画し、技術的助言、センターが行

う乳用牛改良業務の説明及び意見・情報交換を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

肉用牛について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、

生産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を８回開催し

た。その際、センターが実施する遺伝的能力評価や広域的能力評価結果等につい

て説明、検討を行うなど、積極的に指導的役割を果たした。 
 また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセンターの業務につい

て、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、センターでは、

新技術を活用した優良な種畜等の生産を担うなど、都道府県、関係団体等の役割

分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 
 併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 
 加えて、関係団体等が開催する肉用牛に関する各種会議に積極的に参画した。 
 なお、全国的な改良に関する会議の検討結果を踏まえ、広域的な後代検定によ

り選定された種雄牛について、都道府県間の利用を推進するため、精液配布計画

を作成し、国、都道府県等に通知するなど、計画どおり実施した。 

① 国、関係団体及び学識経験者の参画を得て、「肉用牛評価技術検討会」を開催し、広域後代検定の評価結果について、意見・情報交換を行っ

た。 
② 国、都道府県、関係団体、学識経験者及び生産者の参画を得て、「肉用牛改良専門委員会」及び「肉用牛改良中央協議会」を開催し、広域後

代検定に係る３０年度広域的能力評価結果等について説明を行ったほか、肉用牛の増頭対策等について意見・情報交換を行った。 
③ 上記①及び②のほか、「黒毛和種の飼料利用性等の検定手法開発に係る検討会」を開催するなど、我が国における家畜等の改良の方向性に

沿ったセンターの業務について意見・情報交換を行った。 
④ なお、これら会議の開催に当たっては、ｅメール等を活用して事前に会議の論点の明確化を図り、情報共有するなど、会議を効率的に運営

できるよう工夫した。 
⑤ 関係団体が開催する「肉用牛産肉能力平準化促進事業に係る改良委員会」に参画し、後代検定に係る遺伝的能力評価結果について説明を行

った。その他、都道府県、関係団体等が開催する肉用牛改良に関する各種会議に積極的に参画し、技術的助言、センターが行う肉用牛改良業務

の説明及び意見・情報交換を行った。 
⑥ 平成２９年度に開催した「肉用牛評価技術検討会」、「肉用牛改良専門委員会」及び「肉用牛改良中央協議会」における検討結果を踏まえ、

広域的な後代検定により国が選定した種雄牛（以下「共同利用種雄牛」という。）について、精液配布計画書を作成し、国、都道府県等に通知し

た。また、平成２９年度までに配布された共同利用種雄牛精液の利用状況を把握するための調査を行い、その結果を取りまとめ、国及び精液を

提供した都道府県に報告した。 
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 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 豚について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、生

産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を１回開催した。

その際、センターが実施している遺伝的能力評価等について課題を提案し検討を

行うなど、積極的に指導的役割を果たした。 
また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセンターの業務につい

て、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、センターでは、

新技術を活用した優良な種豚等の生産を担うなど、都道府県、関係団体等との役

割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 
さらに、センターで生産した「ユメサクラ」、「ユメサクラエース」については国

内の種豚農家において活用されるとともに、「ユメサクラ」の交配により銘柄化し

た「京丹波ぽーく」が平成３０年４月に開催された「第４３回食肉産業展２０１

８」で最優秀賞を受賞し、高く評価されるなど銘柄豚づくりにも貢献した。 
併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 
加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施し

た。 

① 国、都道府県、関係団体、生産者及び学識経験者の参画を得て、「豚遺伝的能力評価技術検討会」を開催し、センターが実施している遺伝的

能力評価、肢蹄のつなぎ評価、センターの種豚作出のあり方等について検討を行うとともに、意見・情報交換を行った。なお、これら会議の開

催に当たっては、ｅメール等を活用して事前に会議の論点の明確化を図り、情報共有するなど、会議を効率的に運営できるよう工夫した。 
② 試験研究機関が開催する「平成３０年度豚の新育種技術に関する研究会」等の豚改良に関する各種会議に積極的に参画し、技術的助言、セ

ンターが行う豚改良業務の説明及び意見・情報交換を行った。 
③ 国産純粋種豚改良協議会について総会及びワーキンググループ等の会議に参画し、事業を効率的に推進するための指導的な役割を果たし

た。 
④ センターで生産した「ユメサクラ」、「ユメサクラエース」については、国内の種豚農家において活用されるとともに、「ユメサクラ」の交配

により銘柄化した「京丹波ぽーく」が平成３０年４月に開催された「第４３回食肉産業展２０１８」で最優秀賞を受賞し、高く評価されるなど

銘柄豚づくりにも貢献した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鶏について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、生

産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を２回開催した。

その際、事例報告やパネルディスカッションを実施するなど、積極的に指導的役

割を果たした。 
また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセンターの業務につい

て、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、センターでは、

新技術を活用した優良な種きん等の生産を担うなど、都道府県、関係団体等との

役割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 
都道府県で取り組む地鶏生産において、センター産種鶏が全銘柄の約８割に利

用されるなど、全国の地鶏生産に貢献した。 
併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 
加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施し

た。 
 
 

① 農林水産省、都道府県、関係団体、民間種鶏場、学識経験者等の参画を得て、「鶏改良推進中央協議会」、「地鶏・国産鶏種普及促進ネットワ

ーク会議」を開催し、国産鶏種の改良情報を提供するとともに、地鶏・銘柄鶏の生産振興のための組合せ検定への取組等について意見・情報交

換等を行った。また、併せて開催された「地鶏銘柄鶏セミナー」において、地鶏・国産鶏種の生産振興状況の報告、地鶏等の今後のあり方に関

する講演、事例紹介等についての意見・情報交換等を行った。地鶏生産については、都道府県の地鶏５２銘柄のうち４０銘柄にセンターの種鶏

が利用されるなど、全国の地鶏生産に貢献した。 
② なお、これら会議の開催に当たっては、ｅメール等を活用して事前に会議の論点の明確化を図り、情報共有するなど、会議を効率的に運営

できるよう工夫した。 
③ 関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、技術的助言、センターが行う鶏改良業務の説明及び意見・情報交換を行った。 
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 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 馬について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団体、生

産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を３回開催した。

その際、センターが行う種畜の作出、供給体制等について提示、検討するなど、

積極的に指導的役割を果たした。 
また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセンターの業務につい

て、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、センターでは、

新技術を活用した優良な種畜等の生産を担うなど、都道府県、関係団体等との役

割分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 
併せて、ｅメール等の活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会議

の効率的な運営を工夫した。 
加えて、関係団体等が開催する馬に関する各種会議に積極的に参画し、計画ど

おり実施した。 

① 農林水産省、都道府県、関係団体、生産者団体及び農協の参画を得て、「農用馬の改良推進に関する会議」を開催し、ブルトン種及びペルシ

ュロン種における改良並びにセンターが行う種畜の作出、供給体制等について意見・情報交換を行った。なお、これら会議の開催に当たっては、

ｅメール等を活用して事前に会議の論点の明確化を図り、情報共有するなど、会議を効率的に運営できるよう工夫した。 
② 関係団体が開催する「馬能力体系化等推進事業に係る推進委員会及び牽引能力評価ワーキンググループ検討会」及び「農用馬生産振興推進

ブロック会議」の農用馬改良に関する各種会議に積極的に参画し、技術的助言、センターが行う農用馬改良業務の説明及び意見・情報交換を行

った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

めん山羊について、全国的な改良を効率的に推進するため、都道府県、関係団

体、生産者等との意見・情報交換等を行う全国的な改良に関する会議を２回開催

した。その際、種畜供給体制の構築や振興対策について提案するなど、積極的に

指導的役割を果たした。 
また、我が国における家畜等の改良の方向性に沿ったセンターの業務につい

て、都道府県、関係団体、生産者等との意見・情報交換を行い、センターでは、

新技術を活用した優良な種畜の生産を担うなど、都道府県、関係団体等との役割

分担を図りつつ連携し、効率的な家畜等の改良を推進した。 
併せて、ｅメールなどの活用により事前に会議の論点の明確化を図るなど、会

議の効率的な運営を工夫した。 
加えて、関係団体等が開催する各種会議に積極的に参画し、計画どおり実施し

た。 

① めん羊について、（公社）畜産技術協会の参画を得て「めん羊及び山羊の出生確認制度に係る会議」を平成３０年１１月５日に開催し、出

生確認制度と血統登録について意見・情報交換を行った。 
② 山羊について、国、（公社）畜産技術協会、生産者及び学識経験者の参画を得て「山羊改良に関する情報交換会」を平成３１年２月６～７日

に開催し、山羊の振興対策、生産現場の状況等について意見・情報交換を行った。 
③ なお、これら会議の開催に当たっては、ｅメール等を活用して事前に会議の論点の明確化を図り、情報共有するなど、会議を効率的に運営

できるよう工夫した。 
④ めん羊及び山羊について、関係団体、大学等が開催する会議に積極的に参画し、意見・情報交換を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
＜有識者からの意見＞ 
全般的に A 評定としても、家畜改良センターの種豚や種鶏が銘柄づくりに貢献し、高い評価を受けたことはこれまでの取組が実用化に達したものであることを考えれば、部分的に S 評定と言えるの

ではないか。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）遺伝的能力評価の実施 

家畜改良増殖目標においては、センターが実施

する遺伝的能力評価に基づく総合指数を重視した

乳用牛改良の推進やゲノミック評価を用いた効率

的な種畜の作出のためのモデル的な取組の推進が

述べられている。 
このため、センターは、乳用牛、肉用牛及び豚に

ついて、中立・公平な立場から全国的な家畜の改良

増殖を効率的に進めるため、関係機関と連携して

泌乳形質、産肉形質等の必要なデータを収集して

遺伝的能力評価を行うとともに、その結果や遺伝

的趨勢を公表する。 
 また、より精度の高い遺伝的能力評価を行うた

め、一塩基多型（以下「ＳＮＰ」という。）情報を

活用した解析を進めるなど、必要に応じて評価手

法の改善等に取り組む。 
〈以下略〉 
 

（２）遺伝的能力

評価の実施 
乳用牛、肉用牛

及び豚について、

中立・公平な立場

から全国的な家

畜の改良増殖を

効率的に進める

ため、関係機関と

連携し、次の取組

を行う。 
 

（２）遺伝的能力

評価の実施 
指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 

各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 

  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 

 

Ａ：満点×１２/１０≦合計点 

Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

 

□遺伝的能力評価の実施    3/2(A) 
□遺伝的能力評価手法の改善  2/2(B)  

 

＜評定と根拠＞ 

「Ａ」 

 

満点：４Ｐ（細項目

２×２Ｐ） 

合計：４Ｐ 

５Ｐ／４Ｐ 

＝１.２５ 

（１２．５／１０） 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

以下のとおり、下位の

評価項目である細項目の

合計点がA評定の判定基

準(満点×１２/１０≦合

計点)であったため。 

 

満点：4点（細項目 2×2点） 

合計点：5点=3点×１＋2点

×2 

5点／4点= 1.25 

□遺伝的能力評価 3点(A) 

□遺伝的能力評価の改善  

2点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ア 遺伝的能力評価の実施 

乳用牛（ホルスタイン種及びジャ

ージー種）の泌乳形質、肉用牛（黒

毛和種、褐毛和種（高知系・熊本系）

及び日本短角種）及び豚（バークシ

ャー種、ランドレース種、大ヨーク

シャー種及びデュロック種）の産肉

形質等の必要なデータを収集して

遺伝的能力評価を行うとともに、そ

の結果や遺伝的趨勢を各畜種につ

いてそれぞれ年４回以上公表する。

なお、肉用牛における遺伝的能力評

価結果等の公表は、平成２９年度か

ら行う。 
 また、ホルスタイン種の検定済種

雄牛及び経産牛のゲノミック評価

について、評価手法の改善を行い、

平成３２年度末までに開始する。 
 

ア 遺伝的能力

評価の実施 
指標＝「微項目の項目数

×２」（満点）に対する「各

微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合

計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計

点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計

点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／

１０ 
 

△乳用牛の遺伝的能力評価の実施      3/2(A) 
△肉用牛の遺伝的能力評価の実施      3/2(A) 
△バークシャー種等の遺伝的能力評価の実施 2/2(B) 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：６Ｐ（微項目３×２

Ｐ） 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／６Ｐ＝１．３３ 
（１３．３／１０） 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

 以下のとおり、下位の評価

項目である微項目の合計点が A 
評定の判定基準(満点×１２/１
０≦合計点) であったため。 

 
 満点：6 点（微項目 3×2 点） 
 合計点：8 点=(3 点×2 点＋2 点

×1) 
8 点／6 点= 1.33 
△乳用牛の遺伝的能力評価 3 点(A) 
△肉用牛の遺伝的能力評価 3 点(A) 
△ﾊﾞｰｸｼｬｰ種等の遺伝的能力評価   

2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 

（ア）乳用牛の遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
公表回数         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 種雄牛 年２回以上  ２回 ２回 ２回    決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

雌牛  ４回 ３回 ３回    経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

未経産牛  ４回 ３回 ３回    経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

        
 

行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）乳用牛の遺伝的能力

評価の実施 
ホルスタイン種の泌乳形

質等について、ゲノミック

評価を含む遺伝的能力評価

を行うとともに、ジャージ

ー種の泌乳形質等について

雌牛の遺伝的能力評価を行

い、その結果や遺伝的趨勢

をそれぞれ年２回以上公表

する。また、ホルスタイン種

の国際能力評価機関から得

られた年３回の海外種雄牛

の泌乳形質等の遺伝的能力

評価に関する情報を公表す

る。 
 

Ｓ：計画の１２

０ ％ 以 上 で あ

り、かつ、特に優

れた成果が認め

られる 
Ａ：計画の１２

０％以上 
Ｂ：計画の１０

０％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％

以上、１００％

未満 
Ｄ：計画の８０％

未満、又は業務

運営の改善等必

要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 

ホルスタイン種の泌乳形質等に

ついて、ゲノミック評価を含む遺伝

的能力評価を行い、国内種雄牛につ

いて年２回、雌牛について年３回、

計年５回その評価結果や遺伝的趨

勢を公表するとともに、ジャージー

種の泌乳形質等について雌牛の遺

伝的能力評価を行い、その結果や遺

伝的趨勢を年２回公表した。また、

ホルスタイン種の国際能力評価機

関から得られた海外種雄牛の泌乳

形質等の遺伝的能力評価に関する

情報を年３回公表した。 

さらに、ゲノミック評価について

は、若雄牛や未経産牛について平成

３０年８月より毎月評価を行い、評

価結果を提供した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① ホルスタイン種の泌乳形質等について、国内種雄牛のゲノミック評価

を含む遺伝的能力評価を行い、平成３０年８月及び平成３１年２月にその

評価結果や遺伝的趨勢を公表した。また、雌牛についてゲノミック評価を

含む遺伝的能力評価を行い、平成３０年８月、１２月及び平成３１年２月

にその評価結果や遺伝的趨勢を公表した。 
② ジャージー種の泌乳形質について、雌牛の遺伝的能力評価を行い、平

成３０年９月及び平成３１年３月にその結果や遺伝的趨勢を公表した。 
③ ホルスタイン種の国際能力評価機関から得られた海外種雄牛の泌乳

形質等の遺伝的能力評価に関する情報を平成３０年４月、８月及び１２月

に公表した。 
④ 公式評価間に新たにＳＮＰの情報が得られたホルスタイン種若雄牛

及び未経産牛について、３０年８月より中間評価としてのゲノミック評価

を含め毎月評価を行い、評価結果を関係機関を通じ農家に提供した。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり着実に取組が実

施された上で、新たな取組と

して 30 年 8 月より SNP の情

報が得られたホルスタイン種

若雄牛及び未経産牛につい

て、中間評価としてゲノミッ

ク評価を含め毎月評価を行

い、その評価結果について関

係機関を通じて農家に提供し

たことは、新たな評価体制を

構築したものであり、計画を

上回る成果が得られたものと

して、「A」評定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 

（イ）肉用牛の遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るため

の基本方針 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 
家畜改良増殖法第３条の４ 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   

 

（イ）肉用牛の遺伝的能力評価の実施 

黒毛和種、褐毛和種（高知系・熊本系）

及び日本短角種の産肉形質等について

遺伝的能力評価を行い、その結果や遺

伝的趨勢を品種ごとに年１回公表す

る。 

また、肉用牛枝肉情報全国データベ

ースを用いて収集した枝肉情報を分析

し、改良の基礎情報として関係機関に

提供する。 

さらに、平成２９年度から共同研究

により着手した黒毛和種及び褐毛和種

（熊本系）のゲノミック評価について、

道県からＳＮＰ情報、枝肉情報の提供

を受けて評価を実施し、各道県ごとに

その評価結果を提供する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 

Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 

Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 

Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要す

る。 

Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

黒毛和種、褐毛和種（高知系・熊本系）

及び日本短角種の産肉形質について遺伝

的能力評価を行い、その結果や遺伝的趨

勢を品種ごとに年１回公表した。 

また、肉用牛枝肉情報全国データベー

スを用いて収集した枝肉情報を分析し、

改良の基礎情報として、延べ１，６５５，

７２０頭分を関係機関に提供した。 

さらに、候補種雄牛や繁殖雌牛の早期

選抜に用いることができるよう、黒毛和

種及び褐毛和種（熊本系）のゲノミック

評価について、道県等からＳＮＰ情報、

枝肉情報の提供を受けて年４回評価を実

施し、各道県等ごとにその評価結果を提

供した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ａ」 

 

① 黒毛和種、褐毛和種（高知系・熊本系）及び日本短角種の産肉形質について、平成２９年１２月までに収集し

た情報を用いて遺伝的能力評価を行い、その結果や遺伝的趨勢を平成３０年６月に公表した。 

② 平成３０年度の枝肉情報について、黒毛和種２５２，９５５頭、褐毛和種（高知系）１３３頭、褐毛和種（熊

本系）２，７２８頭、日本短角種９１４頭分を収集し、肉用牛枝肉情報全国データベースの総計は、それぞれ３，

４４５，３５１頭、１，５１２頭、２９，４２７頭、８，４４１頭となった。 

③ 全国団体、都道府県等からの申請に基づき、黒毛和種４２件延べ１，５９７，８６６頭、褐毛和種（高知系）

５件延べ１，６４５頭、褐毛和種（熊本系）９件延べ３７，２７９頭、日本短角種５件延べ１８，９３０頭の枝肉

情報を提供した。 

④ 黒毛和種について、四半期ごとに種雄牛別枝肉情報を集計し、肥育農家にインターネットを通じ提供したほか、

申請のあった肥育農家５７件に対し個別の集計情報をｅメール等で提供した。 

⑤ 黒毛和種について、平成２９年度と畜分の全国集計情報の報告書を肥育農家等に３，９８０部提供するととも

に、その概要をホームページに掲載した。 

⑤ 褐毛和種（熊本系）について、平成２９年度と畜分の全国集計情報の報告書を肥育農家等に２５０部提供した。 

⑥ 各道県において候補種雄牛や繁殖雌牛の早期選抜に活用できるよう、黒毛和種及び褐毛和種（熊本系）のゲノ

ミック評価について、２１道県等の関係機関からＳＮＰ情報及び枝肉情報の提供を受けて年４回延べ１１，９７８

頭の評価を行い、各機関ごとに評価結果を提供した。 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

計画どおり着実に取組が実施さ

れた上で、黒毛和種及び褐毛和種

（熊本系）のゲノミック評価につ

いては、共同研究に参加する 21 道

県等からの SNP 情報、枝肉情報の

提供を受けて、年４回わたって道

県等ごとにどの結果を提供した。

また、昨年度は、黒毛和種、褐毛和

種（高知系・熊本系）及び日本短角

種の産肉形質について遺伝的趨勢

を品種ごとに１回公表したところ

であるが、ゲノミック評価につい

ては実施しておらず、このことは

新たに評価体制を改善したもので

あり、計画を上回る成果か得られ

たことから「A」評定とした。 

 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 ア 遺伝的能力評価の実施 

（ウ）バークシャー種等の遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

（うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（ウ）バークシャー種等の

遺伝的能力評価の実施 
バークシャー種、ランド

レース種、大ヨークシャー

種及びデュロック種の産肉

形質等について遺伝的能力

評価を行い、その結果や遺

伝的趨勢を年４回公表す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必

要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
バークシャー種、ランドレース

種、大ヨークシャー種及びデュロ

ック種の産肉形質等について遺伝

的能力評価を行い、その結果や遺

伝的趨勢を年４回公表した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① バークシャー種、ランドレース種、大ヨー

クシャー種及びデュロック種について、登記豚

の産肉型質（ＤＧ、ＢＦ、ＥＭ）４９，５７９

頭分、繁殖形質（生産頭数、３週時育成頭数、

３週時一腹総体重）１６２，２６８頭分を活用

して遺伝的能力評価を実施し、評価結果や遺伝

的趨勢を平成３０年４月、７月、１０月及び平

成３１年１月に公表した。 

② 種豚改良を促進するため、種豚生産者が交

配計画に活用できる評価値（個体毎の育種価☆：

農場内評価値、地域内評価値、広域評価値、さ

らにバークシャー種の全国評価値については育

種価の上位ランキング等）を（一社）日本養豚

協会を通じて関係機関に提供した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり遺伝的能力評

価の結果や遺伝的趨勢につ

いて公表されたことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 
指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 

         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  イ 遺伝的能力評価手法の改

善 
乳用牛、肉用牛及び豚につい

て、より精度の高い遺伝的能力

評価を行うため、学識経験者等

との意見・情報交換を行いつ

つ、一塩基多型（以下「ＳＮＰ」

という。）情報を活用した解析

を進めるなど、必要に応じて評

価手法の改善等に取り組む。 
 
 
 
 

イ 遺伝的能力手法の改善 指標＝「微項目の項目数×２」（満点）に対す

る「各微項目の点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各微項目の評価点数の区分は以下のとお

りとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１
０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

△乳用牛の遺伝的能力評価手

法の改善  2/2(B) 
△肉用牛の遺伝的能力評価手

法の改善  2/2(B) 
△豚の遺伝的能力評価手法の

改善    2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（微項目３×

２Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評

価項目である微項目の合計

点が B 評定の判定基準内

(満点×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であったため。 
 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
△乳用牛遺伝的能力評価手法

改善        2 点(B) 
△肉用牛遺伝的能力評価手法

改善        2 点(B) 
△豚の遺伝的能力評価手法改

善         2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 

（ア）乳用牛の遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ア）乳用牛の遺伝的能力

評価手法の改善 
乳用牛について、より精

度の高い遺伝的能力評価を

行うため、遺伝的能力評価

技術に関する検討会を開催

するなどにより学識経験者

等との意見･情報交換を行

いつつ、遺伝的能力評価手

法の改善に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛について、より精度の

高い遺伝的能力評価を行うた

め、遺伝的能力評価技術に関す

る検討会を開催するなどにより

学識経験者等との意見・情報交

換を行いつつ、遺伝的能力評価

手法の改善に取り組み、その結

果を踏まえて評価結果を公表し

た。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
乳用牛の遺伝的能力評価について、学

識経験者等の参画を得て「乳用牛評価技

術検討会」を開催し、体型形質及び繁殖

形質のモデル変更、ゲノミック評価の信

頼度の変更等について意見・情報交換を

行いつつ、遺伝的能力評価手法の改善に

取り組み、その結果を踏まえて評価結果

を平成３０年１２月及び平成３１年２

月に公表した。 

評定  B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され

たことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 

（イ）肉用牛の遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
    （イ）肉用牛の遺伝的

能力評価手法の改善 
肉用牛について、よ

り精度の高い遺伝的

能力評価を行うため、

遺伝的能力評価技術

に関する検討会を開

催するなどにより学

識経験者等との意見･

情報交換を行いつつ、

遺伝的能力評価手法

の改善等に取り組む

ほか、繁殖性等に対す

る新たな評価手法に

ついて検討する。 
 

 
 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
肉用牛について、より

精度の高い遺伝的能力評

価を行うため、遺伝的能

力評価技術に関する検討

会を開催するなどにより

学識経験者等との意見・

情報交換を行いつつ、遺

伝的能力評価手法の改善

等に取り組んだほか、繁

殖性等に対する新たな評

価手法として分娩難易の

遺伝的能力評価手法につ

いて検討し、計画どおり

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 学識経験者等の参画を得て

「肉用牛評価技術検討会」を開

催し、広域後代検定の評価結果

および次年度以降の評価手法に

ついて意見・情報交換を行い、遺

伝的能力評価手法の改善に取り

組んだ。 
② 繁殖性に対する評価手法に

ついて、将来的なゲノミック評

価の実施を念頭に、分娩難易を

アニマルモデルにより、母と子

の体格を考慮して評価する場合

の評価手法について検討した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、遺伝的能力評価技術に関する検討

会を開催し、繁殖基盤強化を図るために重要とな

る繁殖性等に対する新たな評価手法についての検

討が実施されたことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （２）遺伝的能力評価の実施 イ 遺伝的能力評価手法の改善 

（ウ）豚の遺伝的能力評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準年 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  （ウ）豚の遺伝的能力評価

手法の改善 
豚について、より精度の

高い遺伝的能力評価を行う

ため、遺伝的能力評価技術

に関する検討会を開催する

などにより学識経験者等と

の意見・情報交換を行いつ

つ、優良な改良素材を効率

的かつ効果的に利用するこ

とができる改良体制の構築

の推進に対応した遺伝的能

力評価手法の改善に取り組

む。 
 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善が必要と認められ

る。 
  

＜主要な業務実績＞ 
豚について、より精度の高い

遺伝的能力評価を行うため、遺

伝的能力評価技術に関する検討

会を開催するなどにより学識経

験者等との意見・情報交換を行

いつつ、優良な改良素材を効率

的かつ効果的に利用することが

できる改良体制の構築の推進に

対応した遺伝的能力評価手法の

改善に取り組み、計画どおり実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 学識経験者等の参画を得て平成３１年３月に

「豚遺伝的能力評価技術検討会」を開催し、広域評

価の対象農場の拡大について検討するとともに、肢

蹄のつなぎ評価、国産純粋種豚改良協議会の取組、

家畜改良センターの豚改良業務の取組等について意

見・情報交換を行った。 
② 優良な改良素材を効率的かつ効果的に利用する

ために設立された国産純粋種豚改良協議会に参画

し、農場間に血縁のつながりがある豚群を構築する

ことにより評価値の信頼度の向上を図りつつ、新た

に同協議会のデータベースシステムを構築し、遺伝

的能力評価を円滑に行うための調整を行った。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、遺伝的能力評価

技術に関する検討会を開催し、

学識経験者等との意見・情報交

換を行いつつ遺伝的能力評価

手法の改善に取り組んだこと

から「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（３） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （３）種畜検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準年 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
  

 
 
 
 
 
 

       予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

     決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

経常費用（千円）  279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政サービス実施コスト（千円） 267,767 244,397 236,707   

 従事人員数 954 961 976   

  （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
Ａ （３）種畜検査の実施 

種畜の交配に伴う疾病の

まん延防止及び優良な種畜

の利用による我が国の家畜

の改良増殖を効果的に推進

するため、センターは、都

道府県等と連携しつつ、所

有する技術・人材等を活用

して毎年度、種畜検査を的

確に実施する。 
〈以下略〉 

（３）種畜検査の実施 
種畜の交配に伴う疾病

のまん延防止及び優良な

種畜の利用による我が国

の家畜の改良増殖を効果

的に推進するため、都道府

県等と連携しつつ、所有す

る技術・人材等を活用して

毎年度種畜検査を実施す

る。また、種畜検査員を１

００名以上確保すること

とし、種畜検査員の確保の

ための職員に対する講習

を毎年度、１回以上実施す

るとともに、種畜検査員か

らの照会にセンター本所

が速やかに対応すること

などにより、種畜検査を的

確に実施する。 

（３）種畜検査の実施 
 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）に

対する「各細項目の点数の合計値」（合計

点）の比率 
各細項目の評価点数の区分は以下のと

おりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２

/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 
 
 
 
 

□種畜検査の実施  2/2(B)      
□種畜検査員の確保  3/2(A)  

 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：４Ｐ（細項目２×２

Ｐ） 
合計：５Ｐ 
５Ｐ／４Ｐ＝１．２５ 
（１２．５／１０） 
 
 
 
 
 
 
 

 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である細項目の合計点が

A 評定の判定基準内(満点×

12/10≦合計点 )であったた

め。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：5 点=(3 点×1＋2 点

×1) 
5 点／4 点= 1.25 
□種畜検査の実施  2 点(B) 
□種畜検査員の確保 3 点(A) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（３）-ア 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （３）種畜検査の実施 ア 種畜検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ア 種畜検査の実施 
種畜の交配に伴う疾病の

まん延防止及び優良な種畜

の利用による我が国の家畜

の改良増殖を効果的に推進

するため、都道府県等と連

携しつつ、所有する技術・人

材等を活用して、種畜検査

を実施し、その結果を農林

水産大臣に報告する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。  

＜主要な業務実績＞ 

都道府県等と連携しつ

つ、所有する技術・人材等

を活用して、申請のあった

５，５４０頭について、家

畜改良増殖法に基づく種

畜検査を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

平成３０年度の種畜検

査申請頭数は５，５４０頭

であり、この全てについて

衛生検査の実施等都道府

県等と連携し、延べ検査員

数１４７名で種畜検査を

実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、申請のあった種

畜検査を的確に実施したことか

ら「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（３）-イ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （３）種畜検査の実施 イ 種畜検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
種畜検査員の

確保数 
 

100 名以上  １４０名 １３２名 １３１名    予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

センター職員

に対する講習

会開催数 

1 回以上  １回 １回 １回 
 

   行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 種畜検査員の確保 
種畜検査を的確に実

施するため、種畜検査

員を１００名以上確保

することとし、種畜検

査員の確保のための職

員に対する講習を１回

以上実施するととも

に、種畜検査員から照

会があった場合には、

センター本所が速やか

に対応する。 
 

Ｓ：計画の１２０％

以上であり、かつ、

特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％

以上 
Ｂ：計画の１００％

以上、１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以

上、１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未

満、又は業務運営

の改善等必要な措

置が必要と認めら

れる 
  

＜主要な業務実績＞ 

種畜検査員を１３１名確

保し、種畜検査員として任

命することが見込まれる職

員に対し種畜検査員養成の

ための研修会を１回実施し

た。また、種畜検査員から照

会があった場合には、セン

ター本所が速やかに対応

し、計画どおり実施した。さ

らに、我が国の人工授精所

における和牛精液の管理状

況に関する現地調査に協力

した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ａ」 

 

① 農林水産省の補助事業において、我が国の人工授精所における和

牛精液の管理状況について、調査が行われたことから、人工授精所にお

ける現地調査に協力した。 

② 種畜検査員として平成３０年度に新たに１５名を任命した。また、

退職及び異動により１６名を免じた。この結果、３０年度末現在の種畜

検査員は１３１名となった。 

③ 平成３１年度に種畜検査員として任命することが見込まれる職員

（１０名）を対象として、種畜検査員養成のための研修会を実施した。 

④ 平成２７年度にセンター本所へ種畜検査員からの照会専用の電話

番号を導入していたため、平成３０年度についても引き続き種畜検査

員からの照会に速やかに対応することができた。 

⑤ 平成２９年度から、遺伝性疾患の遺伝子型検査結果について、飼養

者の同意が得られた種畜については、種畜証明書に記載することとな

ったため、平成３０年度についても引き続き実施した。 

 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
  計画どおり着実に取組が

実施された上で、当省の補助

事業において、我が国の人工

授精所における和牛精液の

管理状況について調査が行

われた際に、17 か所に種畜

検査員が現地調査に協力し

たことは、30 年度の新たな

取組であり、限られた種畜検

査員で適切にやりくりした

結果（のべ 17 名、のべ 21
日）、遺漏なく実施できたこ

とから、計画を上回る成果が

得られたものとして、「A」評

定とした。 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）飼養管理の改善等へ

の取組 
和牛の生産拡大や生乳供

給力の向上等に基づく「強

み」のある畜産物生産のた

めには、「農場」において、

改良によって得られる優良

な家畜の能力を十分発揮さ

せることが必要である。こ

のため、センターは、国内

における家畜の飼養管理の

改善と畜産の発展に寄与す

るため、家畜の快適性にも

配慮しつつ、これまでに培

われた家畜の飼養管理や家

畜防疫・衛生管理に係る技

術、知見等について、積極

的に情報提供等を行うもの

とする。  
 

（４）飼養管理の改善等へ

の取組 
国内における家畜の飼養

管理の改善と畜産の発展に

寄与するとともに、畜産に

おける主要な政策課題に対

応するため、家畜の快適性

にも配慮しつつ、これまで

に培われた家畜の飼養管理

や家畜防疫・衛生管理に係

る技術、知見等について、積

極的に情報提供等を行うこ

とを目的として、次の取組

を行う。 
 

（４）飼養管理

の改善等への取

組 

指標＝「細項目の項目数×

２」（満点）に対する「各細

項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
各細項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 
 

□肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援  2/2(B) 
□生乳生産基盤強化対策の支援       2/2(B) 
□家畜防疫の強化及び衛生管理の改 

善等への取組            2/2(B) 
□その他               2/2(B) 
  
  
  

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：８Ｐ（細項目４

×２Ｐ） 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目であ

る細項目の合計点が B 評定の判定基準

内(満点×8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：8 点（細項目 4×2 点） 
合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
□肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 2 点(B)      
□生乳生産基盤強化対策の支援    2 点(B)
□家畜防疫の強化及び衛生管理の 

改善等への取組          2 点(B) 
□その他              2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ア 肉用牛繁殖雌牛の増減対策

の支援 
肉用牛繁殖雌牛の増頭対策を

支援するため、１年１産を可能

とする適正な栄養管理に関する

技術の普及に努めることとし、

代謝プロファイルに関する技術

を用いた繁殖雌牛の飼養管理に

関する講習会の開催等を行う。

また、生産コストの低減や飼料

自給率の向上に資する放牧技術

の普及に努めることとし、放牧

を活用した繁殖雌牛の飼養管理

に関する講習会の開催等を行

う。 
〈以下略〉 

ア 肉用牛繁殖雌牛の増減対策の支援 
肉用牛繁殖雌牛の増頭対策を支援す

るため、鳥取牧場が作成した「多頭飼養

における黒毛和種繁殖雌牛生産性向上

のための代謝プロファイルテストを用

いた飼養管理マニュアル」に基づく１年

１産を可能とする繁殖雌牛の適正な飼

養・栄養管理、肉用牛の受胎率向上に資

する牛超音波画像診断技術及び生産コ

スト低減と飼料自給率の向上に資する

放牧を活用した繁殖雌牛の飼養管理に

関する講習会等を毎年度、２回程度開催

する。 
 なお、講習会の開催に当たっては、質

疑応答等により参加者の講習内容の理

解度を把握すること、実技講習のための

教材を十分準備すること等により、講習

内容の理解度の向上に努め、理解度が８

０％以上となるよう取り組む。 
 
 

ア 肉用牛繁殖雌

牛の増頭対策の支

援 

指標＝「微項目の項目数×2 点」

（満点）に対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△代謝プロファイルテストに

関する講習会等の実施                

2/2(B) 
△代謝プロファイルテストに

関する普及体制の整備                

2/2(B) 
△肉用牛超音波画像診断技術

に関する講習会等の実施               

2/2(B) 
△放牧を活用した繁殖雌牛の

管理に関する講習会等の実

施  
2/2(B)            

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：８Ｐ（微項目４×２

Ｐ） 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である微項目の合計点が B
評定の判定基準内(満点×8/10
≦合計点＜満点×12/10)であ

ったため。 
満点：8 点（細項目 4×2 点） 
合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
△代謝ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙﾃｽﾄに関する講

習会等の実施   2 点(B) 
△代謝ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙﾃｽﾄに関する普

及体制の整備   2 点(B) 
△肉用牛超音波画像診断技術

に関する講習会等の実施              
2 点(B) 

△放牧を活用した繁殖雌牛の

管理に関する講習会等の実

施        2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（ア）代謝プロファイルテストに関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
講習会の開

催 

 
１回以上 

  
３回 

 
３回 

 
３回 

   予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

講習会にお

ける講習内

容の理解度 
 

８０％以上 ７４％ ８８％ ９７％ 

   経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）代謝プロファイルテストに関

する講習会等の実施 
平成２８年度に鳥取牧場が作成し

た普及用マニュアルに基づき、代謝

プロファイルに関する技術を用いた

繁殖雌牛の飼養管理に関する講習会

等について、技術指導者等を対象と

して１回以上開催する。 
 なお、講習会の開催に当たっては、

質疑応答等により参加者の講習内容

の理解度を把握すること、実技講習

のための教材を十分準備すること等

により、講習内容の理解度の向上に

努め、理解度が８０％以上となるよ

う取り組む。 
 
 
 
 

指標＝講習内容の理

解度 
Ｓ：計画の１２０％以

上であり、かつ、特

に優れた成果が認

められる 
Ａ：計画の１２０％以

上 
Ｂ：計画の１００％以

上、１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以

上、１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未

満、又は業務運営の

改善等必要な措置

が必要と認められ

る 
  

＜主要な業務実績＞ 
鳥取牧場が作成した「多頭飼養における

黒毛和種繁殖雌牛生産性向上のための代謝

プロファイルテストを用いた飼養管理マニ

ュアル」に基づき、代謝プロファイルに関

する技術を用いた繁殖雌牛の飼養管理に関

する講習会等を技術指導者等を対象として

３回開催した。 

また、団体等が開催する講習会等の講師

派遣依頼に対応した。 

講習会の開催に当たっては、事前に講師

とメールや電話等で講習内容を検討し、事

例問題の作成や質疑応答の時間を十分設け

るなどしてわかりやすい内容になるよう努

めた結果、講習会の理解度については、参

加者８６名のうち８３名（９７％）が「よ

く理解」又は「ほぼ理解」と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 鳥取牧場が作成した「多頭飼養における黒毛和種

繁殖雌牛生産性向上のための代謝プロファイルテスト

を用いた飼養管理マニュアル」に基づき、代謝プロファ

イルに関する技術を用いた繁殖雌牛の飼養管理に関す

る講習会等について、技術指導者等を対象として３回

開催した。 

② また、団体等が開催する講習会等の講師派遣依頼

に対応し、代謝プロファイルに関する講義を９回行っ

た。 

③ 講習会の開催に当たっては、事前に講師とメール

や電話等で講習内容を検討し、事例問題の作成や質疑

応答の時間を十分設けるなどしてわかりやすい内容に

なるよう努めた結果、講習会の理解度については、参加

者８６名のうち８３名（９７％）が「よく理解」又は「ほ

ぼ理解」と回答した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 代謝プロファイルテ

ストに関する技術を用

いた繁殖雌牛の飼養管

理に関する講習会等に

ついて計画の１回以上

の３回開催。また、参加

者の理解度は目標値

80％以上の 97％（「よく

理解」又は「ほぼ理解」

と回答した参加者）であ

ったことから「B」評定

とした。 
 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（イ）代謝プロファイルテストに関する普及体制の整備 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉

用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業レビュ

ー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）代謝プロファイルテスト

に関する普及体制の整備 
（ア）の取組を強化するた

め、普及用マニュアルを用いて

センター職員を対象とした技

術研修を実施する。 
 なお、技術研修の実施に当た

っては、ネット会議システムを

活用するなど、効率的な実施に

努める。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を 
要する。 

Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 
  
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
（ア）の取組を強化するため、

センター内における当該技術の

普及・定着を図ることを目的に、

センター職員を対象とした技術

研修をネット会議システムを活

用して行い、計画どおりに実施

した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 各場において繁殖牛

や妊娠牛を用いた代謝プ

ロファイルテストを実施

し、本所の担当職員がその

内容を診断し、診断方法を

伝達するなどによりセン

ター職員の技術向上に努

めた。 

② センター職員を対象

とした技術研修を３月に

ネット会議で開催し、十勝

牧場、鳥取牧場及び宮崎牧

場から取組状況を発表し、

課題や改善点などについ

て意見交換をした。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 代謝プロファイルテストの取組を強化する

ため、計画どおり代謝プロファイルテストを

実施し、センター職員を対象とした技術研修

を行ったことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（ウ）肉用牛超音波画像診断技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 

 
１回以上 

 

  
４回 

 
３回 ３回 

   予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 
８０％以上 

 

 
１００％ 

 
１００％ 

 
１００％ 

   経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）肉用牛超音波画像診断技術

に関する講習会等の実施 
肉用牛の受胎率向上に資する牛

超音波画像診断技術に関する講習

会等について、技術指導者等を対

象として１回以上開催する。 
 なお、講習会の開催に当たって

は、質疑応答等により参加者の講

習内容の理解度を把握すること、

実技講習のための教材を十分準備

すること等により、講習内容の理

解度の向上に努め、理解度が８

０％以上となるよう取り組む。 
 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上

であり、かつ、特に優れ

た成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、

１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、

又は業務運営の改善等

必要な措置が必要と認

められる 
  

＜主要な業務実績＞ 
肉用牛の受胎率向上に資する牛超音

波画像診断技術に関する講習会等につ

いて、技術指導者等を対象として講習

会を３回開催した。 

なお、講習会の開催に当たっては、講

師と講習内容や時間配分の調整を行

い、質疑応答の時間を十分設けるなど

してわかりやすい内容になるよう努め

た結果、講習会の理解度については、

参加者２６名全員（１００％）が「よく

理解」又は「ほぼ理解」と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 妊娠診断や胎子の性判別等を内容とす

る牛超音波画像診断技術に関する講習会等

を３回開催した。講習会の開催に当たって

は、講師と講習内容や時間配分の調整を行

い、質疑応答の時間を十分設けるなどしてわ

かりやすい内容になるよう努めた。 

② なお、講習会の理解度については、参加

者２６名全員（１００％）が「よく理解」又

は「ほぼ理解」と回答した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 肉用牛の受胎率向上に資する

超音波画像診断技術に関する講

習会等について計画の１回以上

の３回開催し、参加者の理解度

についても目標値の 80％以上の

100％（「よく理解」又は「ほぼ理

解」と回答した参加者）であった

ことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ア-（エ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 ア 肉用牛繁殖雌牛の増頭対策の支援 

（エ）放牧を活用した繁殖雌牛の管理に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 

１回以上 
  

２回 
 

２回 
 

２回 
   予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 
８０％以上 

 
８８％ 

 
９５％ 

 
１００％ 

   経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （エ）放牧を活用した繁殖雌牛

の管理に関する講習会等の実施 
放牧を活用した繁殖雌牛の飼

養管理に関する講習会等につい

て、技術指導者等を対象として

１回以上開催する。 
 なお、講習会の開催に当たっ

ては、質疑応答等により参加者

の講習内容の理解度を把握する

こと、実技講習のための教材を

十分準備すること等により、講

習内容の理解度の向上に努め、

理解度が８０％以上となるよう

取り組む。 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上

であり、かつ、特に優

れた成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、

１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、

又は業務運営の改善等

必要な措置が必要と認

められる 
  

＜主要な業務実績＞ 
放牧を活用した繁殖雌牛の

飼養管理に関する講習会等に

ついて技術指導者等を対象と

して２回開催した。 

なお、講習会の理解度につ

いては、講習会の開催に当た

って質疑応答の時間を十分設

ける、実物の電気牧柵を用い

た実習を取り入れるなどした

結果、アンケートへの回答者

２６名のうち２６名（１０

０％）が「よく理解」又は「ほ

ぼ理解」と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 奥羽牧場において、放牧に関わる電気牧柵設置実演研修会を開催し

た。単管を使用した低コストで簡易な電気牧柵設置、入牧前の牧柵補修に

ついて実習し、最新の電気牧柵システムの紹介を行った。また、奥羽牧場

での雪上播種の取り組みと放牧地に適した牧草品種の紹介を行った。 

② 宮崎牧場（熊本牧場と共催）において、高張力線電気牧柵システムの

概要説明とその設置方法について、また、九州における放牧に適した牧草

の紹介に関する講習会を開催した。開催に当たっては、実物の電気牧柵を

用いた実習を行い、理解度が深まるよう考慮した。 

③ なお、講習会の理解度については、受講者２６名の中でアンケートへ

の回答者２６名のうち２６名（１００％）が「よく理解」又は「ほぼ理解」

と回答した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 放牧を活用した繁殖

雌牛の飼養管理に関す

る講習会等について計

画の１回以上の２回開

催し、参加者の理解度

についても目標値の

80％以上の 100％（「よ

く理解」又は「ほぼ理

解」と回答した参加者）

であったことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度    H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
  

 
        予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 生乳生産基盤強化対

策の支援 
生乳生産基盤強化対策

を支援するため、農場ＨＡ

ＣＣＰや乳用牛の受胎率

向上等に関する技術講習

会等を行う。また、労働負

担の軽減を図るため、搾乳

ロボット等の省力化機械

を活用した飼養管理技術

に関する情報の収集及び

発信を行う。 
〈以下略〉 

イ 生乳生産基盤強化対策の支援 
 生乳生産基盤強化対策を支援する

ため、農場ＨＡＣＣＰ認証農場であ

る岩手牧場における取組を踏まえた

高度な農場管理技術及び乳用牛の受

胎率向上に資する牛超音波画像診断

技術に関する講習会等を毎年度、２

回程度開催する。また、労働負担の軽

減を図るため、搾乳ロボット等の省

力化機械を活用した飼養管理技術に

関する情報を収集し、高泌乳能力牛

における搾乳ロボットの活用の際の

留意点等の情報発信を行う。 
 なお、講習会の開催に当たっては、

質疑応答等により参加者の講習内容

の理解度を把握すること、実技講習

のための教材を十分準備すること等

により、講習内容の理解度の向上に

努め、理解度が 80％以上となるよう

取り組む。 

イ 生乳生産基盤

強化対策の支援 
 

指標＝「微項目の項目数

×２」（満点）に対する

「各微項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数

の区分は以下のとおり

とする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ

評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合

計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計

点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計

点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／

１０ 

△高度な農場管理技術に関する講習会 
等の実施              3/2(A) 

△乳用牛超音波画像診断技術に関する 
講習会等の実施           2/2(B) 

△搾乳ロボット等の省力化機械を活用 
した飼養管理技術の情報収集等    2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（微項

目３×２Ｐ） 
合計：７Ｐ 
７Ｐ／６Ｐ＝１．

１６ 
（１１．６／１

０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評価項

目である微項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：7 点 =(3 点×1＋2 点× 

2) 
7 点／6 点= 1.16 
 
△高度な農場管理技術に関する講習

会等の実施      3 点(A) 
△乳用牛超音波画像診断技術に関す

る講習会等の実施  2 点(B) 
△搾乳ロボット等の省力化機械を活

用した飼養管理技術の情報収集等                          
2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 

（ア）高度な農場管理技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 

 

１回以上 

  

１回 

 

１回 

 

１回 

   予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 

８０％以

上 

 

１００％ 

 

９２％ 

 
８７％ 

   経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期

目標 
中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）高度な農場管理技術に関す

る講習会等の実施 

 農場ＨＡＣＣＰ認証農場である

岩手牧場における取組等を踏まえ

た高度な農場管理技術に関する講

習会等について、技術指導者等を

対象として１回以上開催する。 

 なお、講習会の開催に当たって

は、質疑応答等により参加者の講

習内容の理解度を把握すること、

実技講習のための教材を十分準備

すること等により、講習内容の理

解度の向上に努め、理解度が８

０％以上となるよう取り組む。 

 

 

指標＝講習内容の理解度 

Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 

Ａ：計画の１２０％以上 

Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 

Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 

Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 

農場ＨＡＣＣＰとＪＧＡＰの認証農場となっている岩手牧

場における取組等を踏まえた高度な農場管理技術に関する講

習会について、技術指導者等を対象として１回開催した。 

なお、講義の際には、講師から、農場ＨＡＣＣＰやＪＧＡ

Ｐ導入のメリット等の紹介、現場では掲示や作業チェック表

等を紹介してわかりやすく説明を行うなどにより、講習会の

理解度については、参加者３９名中３４名（８７％）が「よ

く理解」又は「ほぼ理解」と回答した。認証農場における実

際の高度な管理を情報提供したことにより、前年度（１２名）

から参加者が大幅に増加（３９名）し、参加者からは農場管

理の実際、ＨＡＣＣＰとＪＧＡＰの審査の区分や考え方が参

考になったとの意見があるなど、優れた成果が得られた。 

＜評定と根拠＞ 

「Ａ」 

 

① 農場ＨＡＣＣＰＪＧＡＰの認証農場となっている岩手牧場において、家畜保健衛生所や

畜産関係者、学生等を対象として、ＨＡＣＣＰ及びＪＧＡＰに関する講習会を行った。 

② 講義の際には、講師から、ＨＡＣＣＰの成り立ちから構築の手順、導入のメリットを、

ＪＧＡＰについては、農場ＨＡＣＣＰ認証との差分審査、フル審査及びＧＡＰ取得チャレン

ジシステムの比較等について説明いただいた。また、現場では、消毒・点検作業の掲示や作

業チェック表について紹介するなどわかりやすく説明を行うことにより、講習会の理解度に

ついては、参加者３９名中３４名（８７％）が「よく理解」又は「ほぼ理解」と回答した。 

③ 認証農場における実際の高度な管理について情報提供したことにより、前年度の１２名

に対し今年度は３９名の多数の参加者に情報を提供することができた。参加者からは農場管

理の実際、ＨＡＣＣＰとＪＧＡＰの審査の区分や考え方が参考になったなどの意見をいただ

いた。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり着実に取

組を実施した上で、講

習会の開催に当たり、

農場ＨＡＣＣＰ及びＪ

ＧＡＰ認証農場におけ

る実際の管理について

情報提供を行ったこと

により、参加者が前年

度の１２名から３９名

と大幅に増加し、参加

者の理解度も高く、成

果があったことは評価

できることから 「A」

評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 

（イ）乳用牛超音波画像診断技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催 
 

 
１回以上 

 

  
１回 

 

 
１回 

 

 
１回 

 

   予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

講習会にお

ける講習内

容の理解度 

 
８０％以上 

 
８６％ 

 
１００％ 

 
９２％ 

   経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）乳用牛超音波画像診断技

術に関する講習会等の実施 
乳用牛の受胎率向上等に資

する牛超音波画像診断技術に

関する講習会等について、生産

者への技術指導者等を対象と

して１回以上開催する。 
 なお、講習会の開催に当たっ

ては、質疑応答等により参加者

の講習内容の理解度を把握す

ること、実技講習のための教材

を十分準備すること等により、

講習内容の理解度の向上に努

め、理解度が８０％以上となる

よう取り組む。 
 
 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上

であり、かつ、特に優れ

た成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、

１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、

又は業務運営の改善等

必要な措置が必要と認

められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛の受胎率向上等に資する牛超

音波画像診断技術に関する講習会につ

いて、生産者への技術指導者等を対象

として、１回開催した。 

なお、開催に当たっては、超音波画像

をふんだんに用い、質疑応答の時間を

十分設けるなどした結果、講習会の理

解度については、１２名中１１名（９

２％）が「よく理解」又は「ほぼ理解」

と回答した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 岩手牧場において、超音波画像診断装置

を用いた分娩後のフレッシュチェック、早期

妊娠診断、胎子性判別等牛超音波画像診断に

関する講習会を行った。 

② 開催に当たっては、講師と講習内容や時

間配分の調整を行い、質疑応答の時間を十分

設けるなどしてわかりやすい内容になるよ

う努めた。結果、講習会の理解度は参加者１

２名中１１名（９２％）が「よく理解」又は

「ほぼ理解」と回答した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 乳用牛の受胎率向上等に資

する牛超音波画像診断技術に

関する講習会について、計画

どおり１回開催し、参加者の

理解度についても目標値の

80％以上の 92％（「よく理解」

又は「ほぼ理解」と回答した参

加者）であったことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-イ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組 イ 生乳生産基盤強化対策の支援 

（ウ）搾乳ロボット等の省力化機械を活用した飼養管理技術の情報収集等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）搾乳ロボット等

の省力化機械を活用し

た飼養管理技術の情報

収集等 
労働負担の軽減を図

るため、搾乳ロボット

等の省力化機械を活用

した飼養管理技術に関

する情報を収集し、高

泌乳能力牛における搾

乳ロボットの活用の際

の留意点等の情報につ

いて、ホームページ等

を通じて発信する。 
 
 
 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
搾乳ロボット等の省力化機械

を活用した飼養管理技術に関す

る情報収集を行うとともに、搾

乳ロボットに不適合な牛の特徴

の紹介、哺乳ロボットを活用し

た飼養管理の状況等の情報をホ

ームページに掲載して発信する

など、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 平成２９年度に新冠牧場に整備した

搾乳ロボットを活用し、引き続き乳量、搾

乳回数、搾乳所要時間、光熱費等のデータ

を収集するとともに、搾乳ロボットにおけ

る不適合牛の事例、北海道胆振東部地震で

の災害時の対応等について新冠牧場ホー

ムページに掲載した。 
② 岩手牧場の哺乳ロボットシステムに

ついて、ホームページを通じて、損耗、労

働時間、発育等のデータの収集状況と併せ

て、メンテナンスの実際、労働時間の短縮

など哺乳ロボットを活用した飼養管理技

術に関する情報を発信した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己

評価書の「B」との評価結果が妥当

であると確認できたため「B」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ウ 家畜防疫の強化及び衛

生管理の改善等への取組 
センター内における家畜

防疫を強化し、種畜等の安定

的な供給体制を確保すると

ともに、自主検査による早期

の摘発及び的確な初動対応

によりまん延の防止に努め

る。また、国や都道府県が行

う防疫演習への参加・協力、

国や大学が行う調査研究へ

の協力等に取り組みつつ、国

内の大規模・集約的な家畜飼

養における衛生管理の改善

等に資するノウハウ等につ

いて、広く情報を提供する。 
〈以下略〉 

ウ 家畜防疫の強化及び衛生

管理の改善等への取組 
センター内における家畜防

疫を強化し、種畜等の安定的

な供給体制を確保するととも

に、家畜の伝染性疾病の発生

の予防、自主検査による早期

の摘発及び的確な初動対応に

よりまん延の防止に努める。

また、国や都道府県が行う防

疫演習への参加・協力、国や

大学が行う調査研究への協力

等に取り組みつつ、国内の大

規模・集約的な家畜飼養にお

ける衛生管理の改善等に資す

るノウハウ等について、広く

情報を提供するため、次の取

組を行う。 
 

ウ 家畜防疫の強化

及び衛生管理の改善

等への取組 
 

指標＝「微項目の項目数×

２」（満点）に対する「各微

項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各微項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 
 

△防疫対策強化のための情報収集等   2/2(B) 
△防疫対策の自己点検の実施      2/2(B) 
△計画的な防疫業務の実施       1/2(C) 
△国・都道府県の防疫演習への参加   2/2(B) 
△国・大学等の調査・研究への協力   2/2(B) 
△衛生管理の改善等に関する情報提供  2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１２Ｐ（微項目

６×２Ｐ） 
合計：１１Ｐ 
１１Ｐ／１２Ｐ＝

０．９１６ 
（９．１６／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 

以下のとおり、下位の評価項目であ

る微項目の合計点が B 評定の判定基準

内(満点×8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：12 点（微項目 6×2 点） 
合計点：10 点 =(2 点×4＋1 点×2) 
10 点／12 点= 0.83 
△防疫対策強化のための情報収集等          

2 点(B) 
△防疫対策の自己点検 1 点(C) 
△計画的な防疫業務   1 点(C) 
△国・都道府県等の防疫演習へ  

の参加       2 点(B) 
△国・大学等の調査・研究への協力         

2 点(B) 
△衛生管理の改善等に関する情報提供            

2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （ア）防疫対策強化のための情報収集等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）家畜防疫の強化への取

組 
国内外における家畜の伝

染性疾病の発生状況や最新

の検査技術等に関する情報

収集に努め、防疫対策の不断

の見直しを行うとともに、発

生の予防、早期摘発及びまん

延防止に向けた取組を強化

する。このため、家畜伝染性

疾病の予防や自主検査につ

いて年度計画を作成し、実施

するとともに、初動対応を含

む衛生管理に関する規程の

見直し及び整備並びに防疫

対策の自己点検を行う。 
 

（ア）防疫対策強化の

ための情報収集等 
会議への出席等によ

り国内外における家畜

の伝染性疾病の発生状

況や最新の検査技術等

に関する情報を収集

し、防疫対策の見直し

に活用する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善が必要と認

められる。 

＜主要な業務実績＞ 

会議への出席等に

より国内外における

家畜伝染性疾病の発

生状況や最新の検査

技術等に関する情報

を収集し、家畜伝染

性疾病に対応するた

めの防疫措置の発動

や防疫マニュアルの

改定等の防疫対策の

見直しに活用した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

① 国や都道府県が開催する防疫に関する会議、学術集

会、研修会、家畜保健衛生所との情報交換等により近隣

諸国や国内の伝染病発生状況、家畜伝染性疾病に関する

学術情報、最新の検査技術等に関する情報を収集した。 

② 収集した情報に基づき、発生した家畜伝染性疾病に

対応するための防疫措置の発動、地域防疫への協力、防

疫マニュアルの改定、職員への注意喚起等の防疫対策の

見直しを実施した。 

③ 例えば、平成３０年８月に中国におけるアフリカ豚

コレラ発生の確認や平成３０年９月以降の豚コレラ発生

及び野生のイノシシからの豚コレラウイルス検出の情報

に基づき、豚を飼育する本所、茨城牧場及び宮崎牧場に

おいて、消毒、移動制限、防疫点検等の防疫措置の発動

を実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 

 計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（イ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （イ）防疫対策の自己点検の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）防疫対

策の自己点

検の実施 
ヨーネ病

防疫対策強

化等のこれ

までの取組

を踏まえて

重点項目を

設定した上

で防疫対策

の自己点検

を行い、ＰＤ

ＣＡサイク

ルに基づく

防疫対策の

不断の見直

しを行う。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
新冠牧場においてヨーネ病患畜

の摘発があったことから、外部有

識者の意見を踏まえ、ＰＤＣＡサ

イクルに基づき、厳冬期の牛舎の

洗浄・消毒の清浄化方法の強化を

行うとともに、一般的に寒冷地の

農場現場で苦心する厳冬期の消毒

方法、野生動物対策等のヨーネ病

清浄化対策に係る情報をホームペ

ージにより発信した。その他の牧

場において、伝染性疾病の侵入防

止対策、サルモネラ清浄化対策、

防疫施設の適正管理、野生動物対

策、子牛の下痢症対策等ＰＤＣＡ

サイクルに基づく防疫対策の不断

の見直しを行い、計画どおりに実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① ヨーネ病防疫対策強化等のこれまでの取組等を踏まえて、本所・各牧（支）

場ごとに重点項目を決定した上で、防疫対策の自己点検を実施した。また、平成

３０年９月以降、豚コレラ発生及び野生のイノシシからの豚コレラウイルス検出

があったことから、豚を飼育する本所、茨城牧場及び宮崎牧場において追加の自

己点検を実施した。 
② 新冠牧場においてヨーネ病患畜の新たな摘発があったことから、平成３０年

８月に外部有識者を招聘しヨーネ病対策会議を開催し、また、平成３０年１１月

及び平成３１年３月に外部有識者を訪問し、聴取した意見を踏まえ、スチームク

リーナーを使用した牛舎の洗浄・消毒、環境検査結果の活用、親子分離方法の確

認等の清浄化対策の強化を行った。また、一般的に寒冷地の農場現場で苦心する

厳冬期の消毒方法、野生動物対策等のヨーネ病清浄化対策に係る情報をホームペ

ージにより発信した。 
③ 自己点検の結果を踏まえ、伝染性疾病の侵入防止対策、サルモネラ清浄化の

ための超早期離乳の取組、防疫施設の適正管理、野生動物対策、子牛の下痢症対

策等ＰＤＣＡサイクルに基づく防疫対策の不断の見直しを行った。 

評定 C 
＜評定に至った理由＞ 
 新冠牧場において２年ぶりに

ヨーネ病の患畜の新たな摘発が

あったことから、摘発・淘汰を進

めるとともに、牛舎の洗浄・消

毒、環境検査結果の活用、親子分

離方法の確認等清浄化対策の強

化を実施したところであるが、

四半期ごとの検査で続けて患畜

が発生しており、清浄化に至っ

ていないことから、計画どおり

実施されているとは言い難く改

善を要するものであり、「C」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
＜有識者からの意見＞ 
結果としてヨーネ病の患畜が発生してしまった結果 C 評定とのことだが、やるべきことをやったのであれば、B 評定でもよいのではないか。 

 



42 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （ウ）計画的な防疫業務の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ウ）計画的な

防疫業務の実施 
ヨーネ病防疫

対策強化等のこ

れまでの取組や

国内の家畜伝染

性疾病発生状況

を踏まえて家畜

伝染性疾病の発

生の予防や検査

に関する年度計

画を作成し、計

画的に防疫業務

を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善が必要と

認められる。 
 
 

＜主要な業務実績＞  
新冠牧場においてヨーネ病患畜の摘発

があったことから、外部有識者の意見を踏

まえ、厳冬期の牛舎の洗浄・消毒の清浄化

方法の見直しを行うとともに、一般的に寒

冷地の農場現場で苦心する厳冬期の消毒

方法、野生動物対策等のヨーネ病清浄化対

策に係る情報をホームページにより発信

した。また、これまでの取組及び国内の家

畜伝染性疾病発生状況を踏まえ、センター

業務を実施していく上で重大な支障とな

る家畜伝染性疾病を「独立行政法人家畜改

良センター家畜伝染性疾病対策基本指針」

に指定疾病として定め、本所・各牧（支）

場ごとに予防対策や検査に関する年度計

画を作成し、計画的に防疫業務に取り組

み、計画どおりに実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｃ」 

 
① センター業務を実施していく上で重大な支障となる家畜伝染性疾病

を「独立行政法人家畜改良センター家畜伝染性疾病対策基本指針」にお

いて指定疾病として定めている。 
② ヨーネ病防疫対策強化等の取組及び国内の家畜伝染性疾病発生状況

を踏まえ、本所・各牧（支）場ごとに指定疾病への予防対策や検査、外

部導入家畜の検疫等に関する年度計画を作成し、計画的に実施した。 
③ 新冠牧場においてヨーネ病患畜の新たな摘発があったことから、平

成３０年８月に外部有識者を招聘しヨーネ病対策会議を開催し、また、

平成３０年１１月及び平成３１年３月に外部有識者を訪問し、聴取した

意見を踏まえ、スチームクリーナーを使用した牛舎の洗浄・消毒、環境

検査結果の活用、親子分離方法の確認等の清浄化対策の強化を行った。

また、一般的に寒冷地の農場現場で苦心する厳冬期の消毒方法、野生動

物対策等のヨーネ病清浄化対策に係る情報をホームページにより発信し

た。 

評定 C 
＜評定に至った理由＞ 
 新冠牧場において２年ぶり

にヨーネ病の患畜の新たな摘

発があったことから、摘発・淘

汰を進めるとともに、牛舎の洗

浄・消毒、環境検査結果の活用、

親子分離方法の確認等清浄化

対策の強化を実施したところ

であるが、四半期ごとの検査で

続けて患畜が発生しており、清

浄化に至っていないことから、

計画どおり実施されていると

は言い難く改善を要するもの

であり、「C」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（オ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （エ）国・都道府県の防疫演習への参加 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）衛生管理の改善等への取組 

 国や都道府県が行う防疫演習

への参加・協力、国や大学が行う

調査・研究への協力等の依頼があ

った場合、防疫面を考慮の上、通

常業務に支障のない範囲で積極

的に参加又は協力する。また、セ

ンターにおける野生動物対策や

防疫ゾーンの設定による衛生管

理区域における防疫対策の徹底

の取組等、国内の大規模・集約的

な家畜飼養における衛生管理の

改善等に資するノウハウ等につ

いて、広く情報を提供する。 
 
 
 

（エ）国・都道府県

の防疫演習への参加 
国や都道府県が行

う防疫演習への参加

又は協力の依頼があ

った場合には、防疫

面を考慮の上、通常

業務に支障のない範

囲で積極的に参加又

は協力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
国や都道府県が行

う防疫演習への参加

又は協力を１４件行

い、得られた情報を本

所・各牧（支）場の防

疫対策の改善に役立

てた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
国や都道府県が行う防疫演習への参加又は協力は、

本所１件、新冠牧場１件、奥羽牧場１件、岩手牧場１

件、茨城牧場１件、茨城牧場長野支場２件、岡崎牧場

２件、兵庫牧場１件、鳥取牧場１件、熊本牧場１件、

宮崎牧場２件の合計１４件であった。 
防疫演習への参加又は協力により、地域の防疫関係

者と意見・情報交換し得られた情報を本所・各牧（支）

場の防疫対策の改善に役立てた。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結果

が妥当であると確認できたた

め「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（カ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （オ）国・大学等の調査・研究への協力 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５ 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （オ）国・大学等の調査・

研究への協力 
国や大学等が行う調

査・研究への協力等の要

請があった場合には、防

疫面を考慮の上、通常業

務に支障のない範囲で積

極的に協力する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
試験研究機関や大学等が行う調

査・研究への協力等の要請に応じ、

データや材料の提供等により積極

的に協力した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
（国研）農業・食品産業

技術総合研究機構動物衛

生研究部門、北里大学、帯

広畜産大学、家畜保健衛生

所等からの調査・研究への

協力等の要請に応じ、ヨー

ネ病スクリーニング遺伝

子検査の実証データ、放射

性セシウムの移行・吸収調

査、重種馬子宮胎盤厚測

定、アルボウイルスの動態

調査等の協力を積極的に

行った。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価書

の「B」との評価結果が妥当であると確認

できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-ウ-（キ） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

ウ 家畜防疫の強化及び衛生管理の改善等への取組 （カ）衛生管理の改善等に関する情報提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （カ）衛生管理の改善等

に関する情報提供 
センターにおける野

生動物対策や防疫ゾー

ンの設定による衛生管

理区域における防疫対

策の徹底の取組等、国内

の大規模・集約的な家畜

飼養における衛生管理

の改善等に資するノウ

ハウ等について、センタ

ーホームページや研修、

会議等を活用して、情報

の提供を行う。 
 
 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
センターにおける

衛生管理の紹介、農場

ＨＡＣＣＰの取組、豚

舎新設工事に伴う防

疫対応、疾病対策等衛

生管理の改善等に資

するノウハウ等につ

いて、ホームページ、

研修会、会議等を活用

して、畜産関係者に対

し３５件の情報提供

を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① センターにおける衛生管理、農場ＨＡＣＣＰの取組、豚

舎新設工事に伴う防疫対応、疾病対策等衛生管理の改善等

に資するノウハウ等について、研修会及び会議により２３

件、学術発表・業界誌等により７件、ホームページにより２

件、合計３２件の情報提供を畜産関係者に対し行った。 

② 各牧（支）場のホームページで発信している情報につい

て、本所ホームページで集約的に閲覧できるページを更新

した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

エ その他 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 エ その他 

６次産業化等による畜産

物利用、やすらぎや癒やし効

果の発揮、教育への活用等の

多様な利活用が期待される

馬及びめん山羊について、人

工授精技術の普及・定着をは

じめとした飼養管理技術の

向上を図るための講習会等

を開催する。また、関係機関

等と連携し、鳥獣害対策を含

む家畜の飼養に関連する草

地や耕作放棄地の活用技術

等について、技術講習会を開

催するなど、普及に努める。 
〈以下略〉 

 
 

エ その他 
馬及びめん山羊につい

て、６次産業化等による

畜産物利用に加え、やす

らぎや癒やし効果の発

揮、教育への活用等の多

様な利活用が期待される

ことから、十勝牧場及び

長野支場において、これ

までに培った人工授精技

術の普及・定着をはじめ

とした飼養管理技術の向

上及び鳥獣害対策や耕作

放棄地対策としてのめん

山羊の利活用の普及を図

るため、次の取組を行う。 
 

エ その他 指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△馬及びめん山羊の飼養管理技術に 
関する講習会等の実施      

2/2(B) 
△めん山羊の家畜人工授精に関する 

講習会の実施          

2/2(B) 
△耕作放棄地対策等へのめん山羊の 
利活用に関する講習会等の実施  

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（微項目３×

２Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点 =(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
 
△馬、めん山羊の飼養管理技術に関する講習会

等の実施             2 点(B) 
△めん山羊の家畜人工授精に関する講習会の実

施                2 点(B) 
△耕作放棄地対策等へのめん山羊の利活用に関

する講習会等の実施               2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ-（ア） 第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  

エ その他 （ア）馬及びめん山羊の飼養管理技術に関する講習会等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）飼養管理技術の向上への

取組 
馬及びめん山羊について、人

工授精技術の普及・定着をはじ

めとした飼養管理技術の向上

を図るための講習会等を開催

する。特に、家畜人工授精師免

許の取得に係る講習会につい

ては毎年度、１回開催する。な

お、免許取得講習会の開催に当

たっては、質疑応答等により参

加者の講習内容の理解度を把

握すること、実技講習のための

教材を十分準備すること等に

より、講習内容の理解度の向上

に努め、修了試験の合格率が８

０％以上となるよう取り組む。 

（ア）馬及び

めん山羊の飼

養管理技術に

関する講習会

等の実施 
馬及びめん

山 羊 に つ い

て、人工授精

技術の普及・

定着をはじめ

とした飼養管

理技術の向上

を図るための

講習会等を開

催する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業

務実績＞ 
馬及びめ

ん山羊につ

いて、人工授

精技術の普

及・定着をは

じめとした

飼養管理技

術の向上を

図るための

講習会等を

計画どおり

開催し、全体

で２４６名

の参加者が

あった。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 十勝牧場において、獣医師を対象とした馬に関する技術研修会を３回開催し、合計９名に

対して飼養管理技術及び繁殖技術普及のための指導を行った。また、同研修会に併せて個別研

修を実施し、２名を受け入れた。 
② 十勝牧場において、馬及びめん羊に関する衛生管理技術研修を実施し２４名を受け入れた。 
③ 十勝牧場において、馬飼養臨床実習を開催し、馬の飼養衛生管理に関する実習を実施し１

２名を受け入れた。 
④ 茨城牧場長野支場において、茨城県で開催された山羊サミットで人工授精の実演を実施し、

１２８名の参加者があった。 
⑤ 茨城牧場長野支場において、長崎県で開催されたシバ山羊サミットで人工授精を含む山羊

の飼養管理について講演を実施し、６０名の参加者があった 
⑥ 十勝牧場において、めん羊及び山羊の出生確認資格認定講習会を開催し、出生確認制度及

び運用上の取り扱いについて講義を実施し、５名の参加者があった。                                
⑦ 茨城牧場長野支場において、教員、農家、新規参画企業を対象に除角技術講習会を開催し、

６名の参加者があった。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥

当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ-（イ） 
 

第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  
エ その他 （イ）めん山羊の家畜人工授精に関する講習会の実施 

業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
終了試験の

合格率 
 
 
８０％以上 

  
 
１００％ 

 
 
１００％ 

 
 
１００％ 

   予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （イ）めん山羊の家畜人工授精

に関する講習会の実施 
家畜人工授精に関する講習

会（めん羊・山羊）を開催する。 
なお、家畜人工授精に関する

講習会の開催に当たっては、質

疑応答等により参加者の講習

内容の理解度を把握すること、

実技講習のための教材を十分

準備すること等により、講習内

容の理解度の向上に努め、修了

試験の合格率が８０％以上と

なるよう取り組む。 
 
 
 
 

指標＝講習内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた成

果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な

措置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
家畜人工授精に関する講習会

（めん羊・山羊）を計画どおり開

催した。 

講習会の実施に当たり、補修講

義を行うことにより理解度の向

上に努め、受講者６名全員が修了

試験に合格した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
十勝牧場において、めん羊及び山羊の人工

授精師免許の取得に係る講習会（「家畜人工

授精に関する講習会」を開催し、民間牧場職

員等６名が受講した。 

講習会の実施に当たり、補修講義を行うこ

とにより理解度の向上に努め、６名全員が修

了試験に合格した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（４）-エ-（ウ） 
 

第 1 業務の質の向上 １ 家畜の視点での基盤強化のための家畜改良及び飼養管理の改善等 （４）飼養管理の改善等への取組  
エ その他 （ウ）耕作放棄地対策等へのめん山羊の利活用に関する講習会等の実施 

業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 311,851 308,979 271,585   

 決算額（千円） 277,776 260,578 248,659   

 経常費用（千円） 279,537 261,220 248,143   

 経常利益（千円） 219,758 221,552 216,457   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 267,767 244,397 236,707   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－１にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）耕作放棄地対策等への利活用の

普及 
国産飼料の利用推進等を図るため、

関係機関等と連携し、鳥獣害対策や耕

作放棄地対策としてのめん山羊の利

活用の普及に必要な草地管理や飼養

管理に関する技術講習会等を毎年度、

１回開催する。 

（ウ）耕作放棄地対

策等へのめん山羊の

利活用に関する講習

会等の実施 
関係機関等と連携

し、鳥獣害対策や耕

作放棄地対策として

のめん山羊の利活用

の普及に必要な草地

管理や飼養管理に関

する技術講習会等に

ついて、１回開催す

る。 
 

 
 
 
 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実

績＞ 
関係機関等と

連携し、鳥獣害対

策や耕作放棄地

対策としてのめ

ん羊及び山羊の

利活用の普及に

必要な草地管理

や飼養管理に関

する技術講習会

等について、計２

回開催した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 十勝牧場における家畜人工授精講

習会の飼養管理の講義において、事例

を紹介しながら鳥獣害対策や耕作放棄

地対策としてのめん羊の利活用につい

て説明した。 
② 茨城牧場長野支場においては、長

崎県で開催されたシバ山羊サミットで

鳥獣害対策や耕作放棄地対策としての

山羊の利活用の普及に必要な飼養管理

に関する講演を行った。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２ 
 

第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 
 

業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
        予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 畜産物の需給変化に応じた優良な種苗・

種きん等の生産・供給等 
「家畜改良増殖目標」及び「鶏の改良増殖

目標」に示された目標の達成を支援し、「強

み」のある畜産物生産のための「家畜づくり」

を効率的に推進するためには、 畜産物の需

要に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供

給、６次産業化の推進等の多様な畜産経営の

展開を支援するための育種素材の提供、様々

なニーズに対応できるよう家畜の遺伝資源

の収集・保存等を行う必要がある。このため、

センターは、民間では取り組み難い新技術を

駆使するとともに、所有する多様な育種資源

や豊富な飼料生産基盤を活用し、特に次の業

務に重点を置いて、優良な種畜・種きん等の

生産・供給等に取り組むこととする。 

２  畜産物

の需給の変

化に応じた

優良な種畜、

種きん等の

生産・供給等 
 

２ 畜産物の

需給の変化に

応じた優良な

種畜・種きん

等の生産・供

給等 
 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

◇種畜・種きん等の生産・供給     2/2(B) 
◇６次産業化の推進等に対応した育種素 
材の提等              2/2(B) 

◇家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（小項目３

×２Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である小項目の合計点が B 評定

の判定基準内(満点×8/10≦合計

点＜満点×12/10)であったため。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 

◇◇種畜・種きん等の生産・供給     

2 点(B) 
◇６次産業化の推進等に対応した育種

素材の提供等    2 点(B) 
◇家畜等の多様な遺伝資源の確保・利

用              2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）種畜・種きん等の生産・供給 

多様な消費者ニーズに対応した、農場から食卓までを支

える「強み」のある畜産物生産のための「家畜づくり」を

推進するためには、国内における家畜の遺伝的多様性の確

保を図りつつ、優良な種畜・種きん等を効率的に作出する

必要がある。このためセンターは、自らが有する多様な育

種素材、施設、有用なＳＮＰ情報、遺伝的能力評価技術、

繁殖技術等を最大限活用することにより遺伝的改良の加

速化等を図り、民間ではコスト等から生産することが困難

な優良な候補種雄牛をはじめとした種畜・種きん等を生産

することとする。その際、乳用牛にあってはホルスタイン

種の乳量や泌乳持続性を、肉用牛にあっては黒毛和種の基

礎となる４系統群や５希少系統の活用及び増体性を、豚に

あってはデュロック種の増体性及びランドレース種の繁

殖性を、鶏にあっては国産鶏種の産肉性及び産卵性を、馬

にあってはけん引能力を、それぞれ特に重視して取り組む

ものとする。 
 なお、これら種畜等の生産に当たっては、貴重な育種素

材が消失することがないよう、センターの有する施設等を

活用しリスク分散を図ることとする。 

（１）種畜・種きん等の

生産・供給 
 多様な消費者ニーズ

に対応した、農場から

食卓までを支える「強

み」のある畜産物生産

のための「家畜づくり」

を推進することを目的

として、国内における

家畜の遺伝的多様性の

確保を図りつつ、民間

ではコスト等から生産

することが困難な優良

な種畜・種きん等を効

率的に作出するため、

多様な育種素材、施設、

新技術等を最大限活用

しながら、次の取組を

行う。 

（１）種畜・種きん等の生産・供給 
国内における家畜の遺伝的多様性の

確保を図りつつ、民間ではコスト等から

生産することが困難な優良な種畜・種き

ん等を効率的に作出するため、乳用牛、

肉用牛及び豚について、多様な育種素

材、ＳＮＰ検査等で得られた有用な遺伝

子情報、遺伝的能力評価技術、高度な繁

殖技術等を活用しながら、種畜を生産

し、農家への種畜供給を行う都道府県及

び民間にこれを供給するとともに、鶏に

ついて、ＳＮＰ検査等で得られた有用な

遺伝子情報等を活用しながら、産肉性及

び産卵性を重視した種きん等の生産を

行い、都道府県及び民間による国産種鶏

供給を支援するほか、都道府県及び民間

による種畜供給が限られる農用馬につ

いては、けん引能力を重視した種畜生

産・供給を行うこととし、次の取組を行

う。 

指標＝「細項目の項目数

×２」（満点）に対する「各

細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
各細項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ

評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合

計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計

点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計

点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／

１０ 

□乳用牛      2/2(B)      
□肉用牛      2/2(B) 
□豚        2/2(B) 
□鶏        2/2(B) 
□馬        2/2(B) 
□育種素材のリスク 
分散への取組   2/2(B) 
 

＜評定と根

拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１２

Ｐ（細項目

６×２Ｐ） 
合計：１２

Ｐ 
１２Ｐ／１

２Ｐ＝１．

０ 
（１０／１

０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評

価項目である細項目の合

計点が B 評定の判定基準

内(満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10)であったた

め。 
満点：12 点（細項目 6×2
点） 
合計点：12 点=(2 点×6) 
12 点／12 点= 1.0 
□乳用牛    2 点(B) 
□肉用牛    2 点(B) 
□豚      2 点(B) 
□鶏      2 点(B) 
□馬      2 点(B) 
□育種素材のリスク分散 
への取組   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ア 乳用牛、肉用牛、豚 

都道府県は、乳用牛の種畜生産を行っていな

いが、肉用牛・豚については地域ブランドの形成

などの目的で一部の都道府県が種畜の生産・供

給を担っている。また、民間も種畜生産・供給を

担っている。このため、センターは、中立・公平

な立場から全国規模での遺伝的能力評価を実施

するとともに、自らが保有する多様な育種資源、

有用なＳＮＰ情報、繁殖技術等を活用しながら

種畜を生産し、農家への種畜供給を行う都道府

県及び民間にこれを供給する。その際、ホルスタ

イン種の乳量や泌乳持続性、黒毛和種の基礎と

なる４系統群や５希少系統の活用及び増体性を

特に重視することとし、都道府県及び民間によ

る種畜供給が特定の系統等に偏ることとならな

いよう配慮する。また、デュロック種については

増体性をランドレース種については繁殖性を特

に重視することとする。 

 

ア 乳用牛、肉用牛、豚 

乳用牛、肉用牛及び豚について、多様な育種素材、ＳＮＰ検査等で

得られた有用な遺伝子情報、遺伝的能力評価技術、高度な繁殖技術等

を活用しながら種畜を生産し、農家への種畜供給を行う都道府県及び

民間にこれを供給する。 

このため、次の取組を行う。 

（ア）乳用牛 

ホルスタイン種について、乳量や泌乳持続性を特に重視した改良に

取り組むこととし、自らが有する多様な育種素材と国内外から導入す

る多様な育種素材を用い、民間では取り組み難い家畜生体の卵胞卵子

を活用した高度な繁殖技術等を活用しながら、優良な牛群を整備す

る。また、候補種雄牛を作出するためのドナーの集合検定を毎年度、

実施する。 

 これらの取組を通じて、家畜改良増殖目標の育種価目標数値（乳量

６０ｋｇ／年、乳脂肪１．８ｋｇ／年、無脂乳固形分５．０ｋｇ／年、

乳蛋白１．６ｋｇ／年（平成２６年度時点の評価方法に基づく育種価

目標数値））以上の遺伝的能力を有する候補種雄牛や乳器、泌乳持続

性、血統等に特長を持つ候補種雄牛を、ゲノミック評価値も活用し毎

年度、概ね５０頭作出する。 

ア 乳用牛 指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 

 各微項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 

  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 

 

Ａ：満点×１２/１０≦合計点 

Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△優良な牛群の整備     2/2(B) 

△ドナーの集合検定の実施  2/2(B) 

△候補種雄牛の作出     2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

満点：６Ｐ（微項目３×

２Ｐ） 

合計：６Ｐ 

６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 

（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である微項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点 =(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
△優良な牛群の整備     2 点(B) 
△ドナーの集合検定の実施 2 点(B) 
△候補種雄牛の作出       2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

（ア）優良な牛群の整備 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 （ア）優良な牛群の整備 
ホルスタイン種について、乳

量や泌乳持続性を特に重視し

た改良に取り組むこととし、自

らが有する多様な育種素材と

国内外から導入する多様な育

種素材を用い、民間では取り組

み難い家畜生体の卵胞卵子を

活用した高度な繁殖技術等を

活用しながら、優良な牛群を整

備する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

ホルスタイン種について、乳

量や泌乳持続性を特に重視した

改良に取り組むとともに、自ら

が有する多様な育種素材と国内

外から導入する多様な育種素材

を用い、民間では取り組み難い

家畜生体の卵胞卵子を活用した

高度な繁殖技術等を活用しなが

ら、優良な牛群の整備を計画ど

おり実施した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

① ホルスタイン種について、

乳量や泌乳持続性を特に重視

した改良に取り組むため、国内

外から多様な育種素材として

精液１，１３３本及び受精卵４

００個を導入した。 

 ② 自らが有する多様な育

種素材と国内外から導入した

育種素材を用い、民間では取り

組み難い生体卵胞卵子吸引☆、

体外受精技術等の高度な技術

を活用しつつ、後継牛を３３７

頭作出した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、自己評

価書の「B」との評価結果が妥当であ

ると確認できたため「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

（イ）ドナーの集合検定の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）ドナーの集合検定

の実施 
ホルスタイン種につい

て、候補種雄牛を作出す

るためのドナーの集合検

定を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種について、

候補種雄牛を作出するための

ドナーの集合検定を計画どお

り実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 泌乳、体型能力等に優れ、生

涯生産性が高い候補種雄牛を作

出するため、未経産採卵技術を活

用したドナーの集合検定を２９

７頭開始した。 

② 泌乳持続性に優れ、生涯生産

性が高い候補種雄牛を作出する

ため、初産次の泌乳持続性に係る

遺伝的能力評価成績が平均（標準

化育種価が０）以上であったドナ

ーについて、２産次までの集合検

定を２９頭開始した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己

評価書の「B」との評価結果が妥当で

あると確認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ア 乳用牛 

（ウ）候補種雄牛の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
候補種雄牛の作出頭

数 
 

 
概ね50頭 

  
５１頭 

 
５１頭 

 
５０頭 

   予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

（うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ウ）候補種雄牛の作出 
ホルスタイン種について、上記の取組を

通じて、家畜改良増殖目標の育種価目標数

値（乳量６０ｋｇ／年、乳脂肪１．８ｋｇ／

年、無脂乳固形分５．０ｋｇ／年、乳蛋白

１．６ｋｇ／年（平成２６年度時点の評価方

法に基づく育種価目標数値））以上の遺伝的

能力を有する候補種雄牛や乳器、泌乳持続

性、血統等に特長を持つ候補種雄牛を、ゲノ

ミック評価値を活用し概ね５０頭作出す

る。 

指標＝作出頭数 
Ｓ：計画の１１０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認め

られる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１１０％

未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９０％未

満 
Ｄ：計画の７０％未満、又は業務

運営の改善等必要な措置が必

要と認められる 
  

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種について、

乳量６０ｋｇ／年、乳脂肪１．

８ｋｇ／年、無脂乳固形分５．

０ｋｇ／年、乳蛋白１．６ｋ

ｇ／年以上の遺伝的能力を有

する候補種雄牛や乳器、泌乳

持続性、血統等に特長を持つ

候補種雄牛を、ゲノミック評

価値を活用し５０頭作出し、

計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
ホルスタイン種について、上記の取組

により、センターが平成３０年度に作出

した５１頭の候補種雄牛について、年当

りの改良量の平均は、平成２７年度に作

出した候補種雄牛を基準として、乳量８

６．８ｋｇ、乳脂肪６．９ｋｇ、無脂乳

固形分５．２ｋｇ、乳蛋白質４．９ｋｇ

増となり、いずれの形質についても改良

増殖目標に掲げられた年当りの改良量

を上回った。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）肉用牛 

黒毛和種について、その基礎となる４系統群・５希少

系統の活用や増体性を特に重視した改良に取り組むこと

とし、自らが有する多様な育種素材と新たに導入する多

様な育種素材を用い、遺伝的に特徴ある優良な牛群を整

備する。また、候補種雄牛を作出するため、有用なＳＮ

Ｐ情報や、民間では取り組み難い家畜生体の卵胞卵子を

活用した高度な繁殖技術等を活用するとともに、直接検

定を毎年度、実施する。 
 これらの取組を通じて、遺伝的多様性の確保に配慮し

つつ、増体性等に特長を持つ候補種雄牛を毎年度、概ね

30 頭作出する。 
 さらに、飼料利用性の向上による生産コストの低減を

一層推進する観点から、黒毛和種の肥育牛における飼料

利用性等に係る形質データを収集するとともに、学識経

験者等の参画を得て検討会を毎年度、開催するなどによ

り、検定手法の開発に向けた検討を行う。 
 このほか、褐毛和種について、多様な育種素材の導入

を行うなど遺伝的多様性の確保に配慮しつつ、直接検定

を行い、候補種雄牛を毎年度、１頭以上作出する。 
 

イ 肉用牛 指標＝「微項目の項目数×

２」（満点）に対する「各微

項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各微項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 

△遺伝的に特徴ある牛群の整備    2/2(B) 
△直接検定の実施          2/2(B) 
△候補種雄牛の作出         2/2(B) 
△飼料利用性等に係る検定手法の開発 3/2(A) 
△褐毛和種の候補種雄牛の作出    2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１０Ｐ（微項目５

×２Ｐ） 
合計：１１Ｐ 
１１Ｐ／１０Ｐ＝１．

１ 
（１１／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評

価項目である微項目の合

計点が B 評定の判定基準

内(満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10)であったた

め。 
満点：10 点（微項目 5×2
点） 
合計点：10 点 =(2 点×5) 
10 点／10 点= 1.0 
△遺伝的に特徴ある牛群の整

備               2 点(B) 
△直接検定の実施   2 点(B) 
△候補種雄牛の作出 2 点(B) 
△飼料利用性等に係る検定手

法の開発    2 点(B) 
△褐毛和種候補種雄牛の作出 
                2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（ア）遺伝的に特徴ある牛群の整備 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）遺伝的に特徴ある牛

群の整備 
黒毛和種について、その

基礎となる４系統群・５希

少系統の活用や増体性を特

に重視した改良に取り組む

こととし、自らが有する多

様な育種素材と新たに導入

する多様な育種素材を用

い、遺伝的に特徴ある優良

な牛群を整備する。なお、新

たに導入する雌牛について

は、繁殖性等の能力に関す

る調査を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

黒毛和種について、その基

礎となる４系統群・５希少系

統の活用や増体性を特に重視

した改良に取り組み、自らが

有する多様な育種素材と新た

に導入した多様な育種素材を

用い、遺伝的に特徴ある優良

な牛群の整備を計画どおり実

施した。なお、新たに導入した

雌牛については、繁殖性等の

能力に関する調査を計画どお

り実施した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

① 育種素材の収集については、黒毛

和種の基礎となる４系統群や５希少系

統に係る遺伝子保有確率、血統等を考

慮し、都道府県、関係団体、農協等か

ら精液２,１４３本、受精卵７５個及び

雌牛１４頭を選定・導入し、計画交配

することにより、遺伝的に特徴ある優

良な牛群を整備した。 

② 新たに導入した雌牛１２頭につい

て、繁殖性等の能力調査を開始した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結

果が妥当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（イ）直接検定の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）直接検定の実施 
黒毛和種について、候補種

雄牛を作出するため、有用な

ＳＮＰ情報や、民間では取り

組み難い家畜生体の卵胞卵子

を活用した高度な繁殖技術等

を活用するとともに、直接検

定を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、候補種雄牛を

作出するため、有用なＳＮＰ情報

や、民間では取り組み難い家畜生体

の卵胞卵子を活用した高度な繁殖

技術等を活用するとともに、４３頭

について直接検定を行い、計画どお

り実施した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 黒毛和種について、遺伝的多様性の確

保や高い増体性等が期待される４３頭に

ついて直接検定を実施した。 
② 直接検定牛は全頭についてＰＬＡＧ

１遺伝子のＳＮＰ情報を確認した。 
③ 直接検定牛のうち、雄子牛８頭につい

ては、生体卵胞卵子吸引及び体外受精技術

を活用することにより生産した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との評

価結果が妥当であると確認

できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（ウ）候補種雄牛の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
候補種雄牛

の作出頭数 

 
概ね 30 頭

作出 

  
３８頭 

 
３７頭 

 
３８頭 

   予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ウ）候補種雄牛の作出 
黒毛和種について、上記の取

組を通じて、遺伝的多様性の確

保に必要な系統の維持に係る

候補種雄牛や増体性等に特長

を持つ候補種雄牛を概ね３０

頭作出する。 

指標＝作出頭数 
Ｓ：計画の１１０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認めら

れる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１１０％

未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９０％未

満 
Ｄ：計画の７０％未満、又は業務

運営の改善等必要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、第１の２の

（１）のイの（ア）及び（イ）の取

組を通じて、遺伝的多様性の確保に

必要な系統の維持に係る候補種雄

牛や増体性等に特長を持つ候補種

雄牛を３８頭作出し、計画どおり実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 種畜作出用として生産した雄子牛の中

から、遺伝子保有確率、遺伝的能力評価等

により選抜した遺伝的多様性の確保や増体

性等に特長を持つ３８頭を候補種雄牛とし

て作出した。 
② 遺伝子保有確率及び血統により分類し

た増体性等に特長を持つ鳥取県系統群に属

し、直接検定を実施した９頭は、直接検定

時の１日当たり増体量の平均値が１．１８

ｋｇと平成２９年度全国平均（１．１６ｋ

ｇ）を上回った。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（エ）飼料利用性等に係る検定手法の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （エ）飼料利用性等に係

る検定手法の開発 
黒毛和種について、飼

料利用性の向上による生

産コストの低減を一層推

進する観点から、肥育牛

における飼料利用性等に

係る形質データを収集す

るとともに、学識経験者

等の参画を得て検討会を

開催するなどにより、検

定手法の開発に向けた検

討を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、飼料利用

性の向上による生産コストの

低減を一層推進する観点から、

肥育牛９４頭の飼料利用性等

に係る形質データを収集する

とともに、学識経験者等の参画

を得て検討会を開催し、各種デ

ータの分析方法等、検定手法の

開発に向けた検討を行った。さ

らに、新たな評価指標の探索と

して、飼料利用性等の生産性、

第一胃内発酵及び遺伝子型の

関連性を探索する共同研究へ

の研究材料の提供に協力した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① 平成３０年５月及び１２月に、それぞれ４８頭の肥育調査を開始する

とともに、平成２８年１２月及び平成２９年６月に肥育調査を開始した９

４頭について、平成３１年３月までに調査を終了するなど、飼料利用性等

に係る形質データを収集した。 
② 学識経験者等の参画を得て、「黒毛和種の飼料利用性等の検定手法開

発に係る検討会」を平成３１年２月に開催し、これまでの調査状況を踏ま

え、各種データの分析方法等について検討を行った。 
③ これまでに収集したデータをもとに余剰飼料摂取量の算出を開始し、

その結果について検討を行った。 
④ 新たな評価指標の探索のため、飼料利用性等の生産性、第一胃内発酵

及び遺伝子型の関連性を探索する共同研究の研究材料として、口腔内の反

芻残渣の提供に協力した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおりに取組が実施さ

れ、新たな評価指針の探索と

して、研究材料の提供に協力

したところであるが、調査頭

数が少ないことから今後もデ

ータ蓄積が必要とされたこと

から、現時点では十分な成果

が挙がっているとは言い難い

と考えるので「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（オ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 イ 肉用牛 

（オ）褐毛和種の候補種雄牛の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
候補種雄牛

の作出頭数 

 
１頭以上作

出 

  
３頭 

 
３頭 

 
３頭 

   予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （オ）褐毛和種の候補種

雄牛の作出 
褐毛和種について、多

様な育種素材の導入を行

うなど遺伝的多様性の確

保に配慮しつつ、直接検

定を行い、候補種雄牛を

１頭以上作出する。 

Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な措

置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
褐毛和種について、多様

な育種素材の導入を行うな

ど遺伝的多様性の確保に配

慮しつつ、直接検定を行い、

候補種雄牛を３頭作出し、

計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 育種素材の導入については、血統等を考慮し、農協

から精液３０本、受精卵６８個及び卵巣３頭分を選定・

導入した。 
② 遺伝的多様性の確保に配慮しつつ、４頭について直

接検定を実施した。 
③ 直接検定を実施した雄子牛のうち、３頭を後代検定

候補種雄牛として熊本県肉用牛改良推進委員会に提示

した。 
④ これら種畜の作出は、褐毛和種の改良を実施する県

が開催する家畜改良に関する会議に参画し、意見・情報

交換を行いながら実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結果

が妥当であると確認できたため

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ウ）豚 
 豚について、優れた育種素材の導入を行いつつ、

各品種について次の取組を行う。 
 デュロック種については、増体性を特に重視した

改良に取り組むこととし、１日当たり増体量が概ね

１，０３０ｇとなる優良な種豚群を作出する。 
 ランドレース種については、繁殖性を特に重視し

た改良に取り組むこととし、１腹当たり育成頭数が

概ね１１頭となる優良な種豚群を作出する。 
 また、大ヨークシャー種については、第３期中期

目標期間において造成した繁殖性に優れる種豚群

（１腹当たり育成頭数は概ね１０．５頭）を維持し

つつ、種豚等を供給する。 
 実験用小型豚の供給業務については、引き続き民

間への移管に向け、精液や胚の凍結保存に取り組

み、平成３２年度末までに生体でのけい養を中止す

る。 

ウ 豚 指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△デュロック種の優良種豚群の作

出   3/2(B) 
△ランドレース種の優良種豚群の

作出  2/2(B) 
△大ヨークシャー種の種豚等の供

給   2/2(B) 
△実験用小型豚の精液、胚の凍結

保存  2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：８Ｐ（微項目４×２Ｐ） 
合計：９Ｐ 
９Ｐ／８Ｐ＝１.１２ 
（１１．２／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評

価項目である微項目の合計

点が B 評定の判定基準内

(満点×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であったため。 
満点：8 点（微項目 4×2 点） 
合計点：9 点 =(3 点×1＋2
点×3) 
9 点／8 点= 1.12 
△デュロック種の優良種豚群

の作出     3 点(A) 
△ランドレース種の優良種豚

群の作出    2 点(B) 
△大ヨークシャー種の種豚等

の供給      2 点(B) 
△実験用小型豚の精液、胚の

凍結保存         2 点(B) 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（ア）デュロック種の優良種豚群の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 
 

 
 
 

       予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期

目標 
中期計

画 
年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （ア）デュロック種の優良種豚群の作

出 

デュロック種について、増体性を特

に重視した改良に取り組むこととし、

１日当たり増体量の優れた育種素材を

導入するとともに、造成した改良用豚

群については、１日当たり増体量が概

ね１，０３０ｇとなる種豚群作出に向

けた交配、選抜を行う。 

また、産肉能力と遺伝子情報との関

連性を調査・解析するための採材を行

うとともに、調査豚においてＰＭＳ（豚

肉脂肪交雑基準）を調査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 

Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 

Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 

Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 

Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必

要と認められる。  

＜主要な業務実績＞ 

デュロック種について、増体性を特に重視

した改良に取り組むため、１日当たり増体量

の優れた育種素材を導入するとともに、造成

した改良用豚群については、１日当たり増体

量が概ね１，０３０ｇとなる種豚群作出に向

けた交配及び産子の一次選抜を行うととも

に、種豚及び精液を供給した。なお、この一

次選抜を行った産子の１日当たり増体量の

平均は１，０９５ｇで、増体能力の向上が図

られるとともに「ユメサクラエース」と同程

度の筋肉内脂肪含量を維持した。 

また、産肉能力と遺伝子情報との関連性を

調査・解析するための採材を行うとともに、

調査豚においてＰＭＳの調査を計画どおり

実施した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ａ」 

 

① １日当たり増体量の優れた育種素材を導入するため、胚移植を雌豚２２頭に実施し１０頭が分娩した。

また、生存産子４１頭（雄１５頭、雌２６頭）から一次選抜を実施し、３０頭（雄９頭、雌２１頭）を選抜

した。一次選抜を行った産子の１日当たり増体量の平均は１，０９５ｇで、増体能力の向上が図られるとと

もに「ユメサクラエース」と同程度の筋肉内脂肪含量を維持した。 

② 改良用豚群の造成に向け、平成２９年度に生産された群の二次選抜を実施し、４６頭（雄１０頭、雌３

６頭）を選抜し、交配を３６頭行った。２８頭が分娩し、生存産子２１７頭（雄１１８頭、雌９９頭）から

一次選抜を実施し、７０頭（雄２６頭、雌４４頭）を選抜した。 

③ 産肉能力と遺伝情報との関連性を調査・解析するための採材を３８腹行った。 

④ 都道府県及び民間からの要請に応じて、「ユメサクラ」、「ユメサクラエース」等のデュロック種につい

て、種豚１２頭、精液３３７本を供給した。 

⑤ ＰＭＳ．Ｎｏ．の向上を目的とした改良ニーズに対応するため、調査豚５３頭に対してＰＭＳ．Ｎｏ．

判定を行った。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

計画どおり取組が着実に実施された上

で、選抜した産子が平成 37 年度（令和

７年度）を目標とする家畜改良増殖目標

のデュロッック種の目標値と同じ「１日

当たり増体重 1，030ｇ」を大きく上回る

成果を出したことは評価できる。また、

筋肉内脂肪含有量 5.8％（平均 2～３％）

は、国内で最も優れているユメサクラエ

ースの 6.8％と能力的には最高クラスで

あることから、これまで継続して実施し

てきた成果が結実したものであり、計画

を上回る成果か得られたものとして「A」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（イ）ランドレース種の優良種豚群の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）ランドレース種の優良種

豚群の作出 
ランドレース種について、造

成した改良用雌豚群をもとに、

１腹当たり育成頭数が概ね 11
頭となる種豚群作出に向けた

交配、選抜を行う。 
また、繁殖能力と遺伝子情報

との関連性を調査・解析するた

めの採材を行うとともに、調査

豚においてＰＭＳを調査する。 
 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。  

＜主要な業務実績＞ 
ランドレース種につい

て、繁殖性を特に重視し

た改良に取り組むため、

改良用雌豚群をもとに、

１腹当たり育成頭数が概

ね１１頭となる種豚群作

出に向けた交配及び産子

の一次選抜を行うととも

に、種豚及び精液を供給

した。 

また、繁殖能力と遺伝

子情報との関連性を調

査・解析するための採材

を行うとともに、調査豚

においてＰＭＳの調査を

計画どおり実施した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 改良養豚群の造成に向け、平成２９年度に生産された第１群

の二次選抜を実施し、７５頭（雄１３頭、雌６２頭）を選抜し、

交配を６１頭行った。４６頭が分娩し、生存産子４８４頭（雄２

３５頭、雌２４９頭）から一次選抜を実施し、１３４頭（雄３２

頭、雌１０２頭）選抜した。さらに、平成２９年に生産された第

２群の二次選抜を実施し、７８頭（雄１２頭、雌６６頭）を選抜

し、交配を６６頭行った。４９頭が分娩し、生存産子５４８頭（雄

２７９頭、雌２６９頭）を得た。 
② 繁殖能力と遺伝子情報との関連性を調査・解析するための採

材を９５腹行った。 
③都道府県及び民間からの要請に応じて、ランドレース種につい

て、種豚１１頭、精液３２７本を供給した。 
④ ＰＭＳ．Ｎｏ．の向上を目的とした改良ニーズに対応するた

め、調査豚１５頭に対してＰＭＳ．Ｎｏ．判定を行った。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自

己評価書の「B」との評価結果が妥

当であると確認できたため「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（ウ）大ヨークシャー種の種豚等の供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ウ）大ヨークシャー種の種

豚等の供給 
大ヨークシャー種につい

て、第３中期目標期間におい

て造成した繁殖性に優れる種

豚群（１腹当たり育成頭数は

概ね１０．５頭）を繁殖性に

関係する遺伝子情報等を活用

しながら維持しつつ、種豚等

を供給する。 
また、調査豚においてＰＭ

Ｓを調査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善が必要と認

められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 

大ヨークシャー種につ

いて、第３中期目標期間

において造成した繁殖性

に優れる種豚群（１腹当

たり育成頭数は概ね１

０．５頭）を繁殖性に関

係する遺伝子情報等を活

用しながら産子の選抜を

通じて能力を維持しつ

つ、種豚及び精液を供給

した。 

また、調査豚において

ＰＭＳの調査を計画どお

り実施した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

① 第３中期目標期間に造成した繁殖性に優れる種雌豚の交配を６０頭行

い、５８頭が分娩し、生存産子６２１頭（雄３１６頭、雌３０５頭）を得

た。その育成豚５６３頭（雄２８１頭、雌２８２頭）から体型、血統、繁

殖性に関係する遺伝子情報を活用した一次選抜（雄３６頭、雌１１７頭）

を実施し、さらに、生存産子数の育種価等で二次選抜（雄１１頭、雌５６

頭）を実施し、１腹当たり育成頭数が概ね１０．５頭となる種豚群を維持

した。 

② 都道府県及び民間からの要請に応じて、大ヨークシャー種について、

種豚１３頭、精液３５０本を供給した。 

③ ＰＭＳ．Ｎｏ．の向上を目的とした改良ニーズに対応するため、調査

豚２０頭に対してＰＭＳ．Ｎｏ．判定を行った。 

 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施

され、自己評価書の「B」

との評価結果が妥当であ

ると確認できたため「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 ウ 豚 

（エ）実験用小型豚の精液、胚の凍結保存 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

 従事人員数 954 961 976   

  （うち常勤職員） 737 737 757   

（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （エ）実験用小型豚の

精液、胚の凍結保存 
実験用小型豚につい

て、平成３２年度末ま

での民間への移管に向

け、精液や胚の凍結保

存に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
実験用小型豚について、平成３２年

度末までの民間への移管に向け、精液

や胚の凍結保存に取り組み、凍結胚を

７４個作成した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
実験用小型豚について、

平成３２年度末までの民

間への移管に向け、凍結胚

を７４個（サクラコユキ４

５個、サクラメヒコ・リヘ

ーロ８個、サクラメヒコ・

ペローン２１個）作成し

た。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、自己

評価書の「B」との評価結果が妥当で

あると確認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 
 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 
指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 

         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 鶏、馬 

都道府県及び民間は、

センターから供給され

る種鶏を活用して地鶏

生産などのための国産

種鶏の生産・供給を担っ

ている。このため、セン

ターは、有用なＳＮＰ情

報などを活用しながら、

産肉性及び産卵性を重

視した種鶏生産を行い、

都道府県及び民間によ

る国産種鶏供給を支援

する。なお、都道府県及

び民間による種畜供給

が限られている農用馬

についてはけん引能力

を重視した種畜生産・供

給を行う。 
〈以下略〉 

イ 鶏、馬 

鶏について、ＳＮＰ検査等で得られた有用な遺伝子情報等を活用

しながら、産肉性及び産卵性を重視した種きん等の生産を行い、都

道府県及び民間による国産種鶏供給を支援する。 

また、都道府県及び民間による種畜供給が限られる農用馬につい

ては、けん引能力を重視した種畜生産・供給を行う。 

このため、次の取組を行う。 

（ア）鶏 

鶏について、遺伝的能力評価結果に基づく選抜、交配を行いなが

ら、次の取組を行う。 

 国産鶏種のうち、卵用の横斑プリマスロック種（ＸＳ系統）につ

いては、後期産卵率の推定育種価を概ね２％改善し、ロードアイラ

ンドレッド種（ＹＡ系統）については、産卵率等主要形質の改良を

考慮しつつ卵殻強度を高めるための選抜を行う。 

 国産鶏種のうち、肉用の白色コーニッシュ種（６０系統）につい

ては、４週齢時の体重の推定育種価を概ね５０ｇ改善し、白色プリ

マスロック種（３０系統）については、産卵率（３１～３５週齢）

の推定育種価を概ね２％改善する。 

 また、国産鶏種に関する組合せ検定を毎年度、概ね４組実施する。 

 

エ 鶏 指標＝「微項目の項目

数×２」（満点）に対す

る「各微項目の点数の

合計値」（合計点）の比

率 
 各微項目の評価点数

の区分は以下のとおり

とする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２点、

Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦

合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合

計点＜満点×１２/１
０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合

計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 

△卵用の横斑プリマスロック種の後期 
産卵率の改善            3/2(B) 

△卵用のロードアイランドレッド種の 
選抜等の実施            2/2(B) 

△肉用の白色コーニッシュ種の選抜等 
の実施               2/2(B) 

△肉用の白色プリマスロック種の選抜 
等の実施              2/2(B) 

△肉用の白色プリマスロック種の新系 
統造成に向けた選抜等の実施     2/2(B) 

△国産鶏種に関する組合せ検定の実施  2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１２Ｐ（微

項目６×２Ｐ） 
合計：１３Ｐ 
１３Ｐ／１２Ｐ

＝１.０８ 
（１０．８／１

０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である微項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：12 点（微項目 6×2 点） 
合計点：13 点 =(3 点×1＋2 点

×5) 
13 点／12 点= 1.08 
△卵用の横斑ﾌﾟﾘﾏｽﾛｯｸ種の後期産卵

率の改善        3 点(A) 
△卵用のﾛｰﾄﾞｱｲﾗﾝﾄﾞﾚｯﾄﾞ種の選抜等         

 2 点(B) 
△肉用の白色コーニッシュ種の選抜

等           2 点(B) 
△肉用の白色ﾌﾟﾘﾏｽﾛｯｸ種の選抜等          

2 点(B) 
△肉用の白色ﾌﾟﾘﾏｽﾛｯｸ種の新系統造

成に向けた選抜等    2 点(B) 
△国産鶏種に関する組合せ検定 

2 点(B) 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（ア）卵用の横斑プリマスロック種の後期産卵率の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 
 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X1 年度 X2 年度 X3 年度 X4 年度 X5 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

 従事人員数 954 961 976   

  （うち常勤職員） 737 737 757   

（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）卵用の横斑プリマスロッ

ク種の後期産卵率の改善 
国産鶏種のうち、卵用の横斑

プリマスロック種（ＸＳ系統）

について、後期産卵率推定育種

価の概ね２％改善に向け、遺伝

的能力評価結果に基づく選抜、

交配を行う。 

Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業

務運営の改善等必要な措置

が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、卵用の横斑プリ

マスロック種（ＸＳ系統）について、

遺伝的能力評価結果に基づく選抜、

交配を行った結果、平成２９年鶏の

後期産卵率の育種価は２６年鶏に

比べ６．０２％改善し、順調に遺伝

的能力の向上が図られている。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① 国産鶏種のうち、卵用の横斑プリマスロッ

ク種（ＸＳ系統）について、１年１サイクルの世

代更新により系統造成を行った。なお、世代更新

に当たっては、後期産卵率をはじめとした産卵

率及び卵質に係る育種価を用いて選抜、交配を

行った。 
② 長期検定手法を活用することにより、２９

年鶏の後期産卵データ（４４～５９週齢）を収集

し、後期産卵率の育種価を算出した。この結果、

横斑プリマスロック種（ＸＳ系統）の２９年鶏の

育種価は、２６年鶏に比べ６．０２％改善し、順

調に遺伝的能力の改善が図られている。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が着

実に実施した上で、29 年

度の後期産卵率の育種

価は 26 年鶏に比べ

6.02％改善した。このこ

とは昨年度評価対象の

28 年鶏の後期産卵率の

育種価の 26 年鶏のもの

比べた 4.19％改善より

大幅に改善しているこ

とから、計画を大きく上

回る成果が得られたも

のとして「A」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（イ）卵用のロードアイランドレッド種の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 
 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）卵用のロードアイランドレ

ッド種の選抜等の実施 
国産鶏種のうち、卵用のロード

アイランドレッド種（ＹＡ系統）

について、産卵率等主要形質の改

良を考慮しつつ卵殻強度を高め

るため、遺伝的能力評価結果に基

づく選抜、交配を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

国産鶏種のうち、卵用のロードア

イランドレッド種（ＹＡ系統）につ

いて、遺伝的能力評価結果に基づく

選抜、交配を行った。 

なお、ロードアイランドレッド種

（ＹＡ系統）の平成３０年鶏の卵殻

強度の育種価は２７年鶏に比べ０．

１５kg重/cm2改善した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

① 国産鶏種のうち、卵用のロードアイ

ランドレッド種（ＹＡ系統）について、１

年１サイクルの世代更新により系統造成

を行った。なお、世代更新に当たっては、

産卵率、卵殻強度、ハウユニットに係る

育種価を用いて選抜、交配を行った。 

② ３０年鶏の卵殻強度データを収集

し、育種価を算出した。この結果、ロード

アイランドレッド種（ＹＡ系統）の３０

年鶏の卵殻強度の育種価は、２７年鶏に

比べ０．１５kg重/cm2改善した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施

され、自己評価書の「B」

との評価結果が妥当であ

ると確認できたため「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（ウ）肉用の白色コーニッシュ種の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X1 年度 X2 年度 X3 年度 X4 年度 X5 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

 従事人員数 954 961 976   

（うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ウ）肉用の白色コーニッシュ種

の選抜等の実施 
国産鶏種のうち、肉用の白色コ

ーニッシュ種（６０系統）につい

て、４週齢時体重推定育種価の概

ね５０ｇ改善に向け、遺伝的能力

評価結果に基づく選抜、交配を行

う。 

Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業

務運営の改善等必要な措置

が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、肉用の白色コーニ

ッシュ種（６０系統）について、遺伝

的能力評価結果に基づく選抜、交配を

行った結果、平成３０年鶏の４週齢時

体重の育種価は２８年鶏に比べ２１

ｇ改善した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 国産鶏種のうち、肉用

の白色コーニッシュ種（６

０系統）について、３０年

鶏の４週齢時体重のデー

タを収集して育種価を算

出し、選抜、交配を行った。 
② この結果、肉用の白色

コーニッシュ種（６０系

統）の３０年鶏の４週齢時

体重の育種価は、２８年鶏

に比べ２１ｇ改善した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評

価書の「B」との評価結果が妥当であ

ると確認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（エ）肉用の白色プリマスロック種の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （エ）肉用の白色

プリマスロック種

の選抜等の実施 
国 産 鶏 種 の う

ち、肉用の白色プ

リマスロック種

（３０系統）につ

いて、産卵率（３１

～３５週齢）推定

育種価の概ね２％

改善に向け、遺伝

的能力評価結果に

基づく選抜、交配

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、肉用の白色

プリマスロック種（３０系統）

について、遺伝的能力評価結果

に基づく選抜、交配を行った結

果、平成３０年鶏の産卵率（３

１～３５週齢）の育種価は２８

年鶏に比べ１．２％改善した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 国産鶏種のうち、肉用

の白色プリマスロック種

（３０系統）について、３

０年鶏の産卵率（３１～３

５週齢）データを収集して

育種価を算出し、選抜、交

配を行った。 
② この結果、肉用の白色

プリマスロック種（３０系

統）の３０年鶏の産卵率

（３１～３５週齢）の育種

価は、２８年鶏に比べ１．

２％改善した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当であると確認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（オ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（オ）肉用の白色プリマスロック種の新系統造成に向けた選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   

（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   （オ）肉用の白色プリ

マスロック種の新系統

造成に向けた選抜等の

実施 
上記の取組に加え、

国産鶏種のうち、肉用

の白色プリマスロック

種について、産肉性等

を改善するため、新た

な系統の造成に向けた

選抜、交配を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られ

た。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善が必要と認

められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種のうち、肉用の白

色プリマスロック種につい

て、遺伝子情報を活用して、

羽色を固定するとともに、産

肉性等を改善するため、新た

な系統の造成に向けた選抜、

交配を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 国産鶏種のうち、劣性白遺伝子を有する肉用の白

色プリマスロック種（１３３０系統）は、赤色羽装の

鶏と交配すると、その後代の羽装は大部分で赤色とな

るが、まれに黒色となるものが現れる。この原因とし

て、一部の個体が有する黒色拡張遺伝子によることが

判明している。 
② 劣性白遺伝子を有する白色プリマスロック種（１

３３０系統）について、増体能力の向上及び家系数の

維持を考慮しながら、遺伝子解析技術を活用し、黒色

拡張遺伝子を持たない個体のみを選抜し、羽色を固定

した。 
③ この結果、平成３０年鶏について、劣性白で赤色

遺伝子をホモで有する割合は１００％となった。 
 
 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥

当であると確認できた

ため「B」評定とした。。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ-（カ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 エ 鶏 

（カ）国産鶏種に関する組合せ検定の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 
 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （カ）国産鶏種に関する

組合せ検定の実施 
国産鶏種に関する組合

せ検定について、概ね４

組実施するとともに、終

了した組合せ検定結果を

公表する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
国産鶏種に関して、鶏

改良推進中央協議会等の

会議での要望を考慮の上

決定した、５組の組合せ

検定を行い、育成成績、

産卵成績等を収集、公表

した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 平成３０年度はセンターが保有する国産鶏種を利用

して、鶏改良推進中央協議会等の会議での要望を考慮の

上決定した５組の組合せ検定を行った。また、検定実施状

況（途中経過）を同協議会にて報告した。検定については

６４週齢まで実施予定のため、平成３１年６月までデー

タの収集を引き続き行う。 
② 検定が終了した平成２９年度の組み合わせ検定結果

について、鶏改良推進中央協議会に報告するとともに、セ

ンターのホームページで公表した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との評

価結果が妥当であると確認で

きたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 オ 馬 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（イ）馬 
純粋種農用馬であるブ

ルトン種及びペルシュロ

ン種について、けん引能力

を特に重視した改良に取

り組むこととし、人工授精

技術を活用した効率的な

繁殖を行うとともに、繁殖

及び発育ステージに応じ

た飼料設計技術の活用に

より繁殖馬や生産馬の適

切な飼養管理を行いつつ、

けん引能力に関連のある

馬格をもとに種雄馬候補

を毎年度、概ね６頭作出す

る。 

オ 馬 指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△ブルトン種等の選抜等の実施    2/2(B) 
△ブルトン種等の種雄馬候補の作出  2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×

２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目で

ある微項目の合計点が B 評定の判定

基準内(満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点 =(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
△ブルトン種等の選抜等の実施 2 点(B) 
△ブルトン種等の種雄馬候補の作出 

             2 点(B) 
 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 オ 馬 

（ア）ブルトン種等の選抜等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）ブルトン種等の

選抜等の実施 
純粋種農用馬である

ブルトン種及びペルシ

ュロン種の雄の１歳馬

について、けん引能力

を特に重視した改良に

取り組むこととし、人

工授精技術を活用した

効率的な繁殖を行うと

ともに、繁殖及び発育

ステージに応じた飼料

設計技術の活用により

繁殖馬や生産馬の適切

な飼養管理を行いつ

つ、けん引能力に関連

のある馬格をもとに３

分の１程度を選抜す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
純粋種農用馬であるブルトン種及

びペルシュロン種の雄の１歳馬につ

いて、けん引能力を特に重視した改良

に取り組むこととし、人工授精技術を

活用した効率的な繁殖を行うととも

に、繁殖及び発育ステージに応じた飼

料設計技術の活用により繁殖馬や生

産馬の適切な飼養管理を行いつつ、け

ん引能力に関連のある馬格をもとに、

雄の当歳馬２７頭から１歳馬候補と

して１４頭を選抜した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 人工授精技術を活用した効率

的な繁殖を行うため、人工授精用精

液を種雄馬６頭から採取し、採取し

た精液を用いて雌馬８２頭に人工

授精を行い６７頭の受胎を確認し

た。 
② ＮＲＣ飼養標準を用いて繁殖

及び発育ステージに応じた飼料給

与設計を行うことにより繁殖馬や

生産馬の適切な飼養管理を行った。 
③ 馬格の優れた雄の当歳馬が多

く生産されたことから１歳馬候補

として１４頭を選抜した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、自

己評価書の「B」との評価結果が妥

当であると確認できたため「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 オ 馬 

（イ）ブルトン種等の種雄馬候補の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 種雄馬候補

の作出頭数 
種雄馬候補

を概ね６頭

作出する 

  
８頭 

 
６頭 

 
８頭 

   予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）ブルトン種等の種雄馬候補の

作出 
純粋種農用馬であるブルトン種

及びペルシュロン種の雄の２歳馬

について、けん引能力を特に重視し

た改良に取り組むこととし、人工授

精技術を活用した効率的な繁殖を

行うとともに、繁殖及び発育ステー

ジに応じた飼料設計技術の活用に

より繁殖馬や生産馬の適切な飼養

管理を行いつつ、けん引能力に関連

のある馬格をもとに種雄馬候補を

概ね６頭作出する。 

Ｓ：計画の１１０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１１

０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９０％

未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又は業

務運営の改善等必要な措置

が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
純粋種農用馬であるブル

トン種及びペルシュロン種

の雄の２歳馬について、け

ん引能力を特に重視した改

良に取り組むこととし、人

工授精技術を活用した効率

的な繁殖を行うとともに、

繁殖及び発育ステージに応

じた飼料設計技術の活用に

より繁殖馬や生産馬の適切

な飼養管理を行いつつ、け

ん引能力に関連のある馬格

をもとに、雄の２歳馬から

種雄馬候補として８頭作出

した。また、６頭の２歳馬を

種雄馬として供給した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 人工授精技術を活用した効率的な繁殖を行

うため、人工授精用精液を種雄馬６頭から採取

し、採取した精液を用いて雌馬８２頭に人工授精

を行い６７頭の受胎を確認した。 
② ＮＲＣ飼養標準を用いて繁殖及び発育ステ

ージに応じた飼料給与設計を行うことにより繁

殖馬や生産馬の適切な飼養管理を行った。 
③ けん引能力に関連のある馬格と精液性状の

検査結果をもとに、雄の２歳馬から種雄馬候補と

して８頭作出し、そのうち６頭を種雄馬として供

給した。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との評

価結果が妥当であると確認で

きたため「B」評定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ウ 育種素材のリスク分散への取組 
 家畜伝染性疾病の侵入等により貴重

な育種素材を失うことがないよう、乳

用牛、肉用牛（黒毛和種）、豚及び鶏の

主要な育種素材について、複数の牧場

等を活用し、リスク分散に取り組む。こ

のため原則として、乳用牛は新冠牧場

及び岩手牧場、黒毛和種は十勝牧場、奥

羽牧場、鳥取牧場及び宮崎牧場、豚は茨

城牧場及び宮崎牧場、鶏は岡崎牧場及

び兵庫牧場でそれぞれけい養を行う。 

カ 育種素材のリス

ク分散への取組 
家畜伝染性疾病の

侵入等により貴重な

育種素材を失うこと

がないよう、次の取

組を行う。 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 
 

△ホルスタイン種のリスク分散  2/2(B) 
△黒毛和種のリスク分散     2/2(B) 
△豚のリスク分散        2/2(B) 
△鶏のリスク分散        2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：８Ｐ（微項目４×２

Ｐ） 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／８Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である微項目の合計点

が B 評定の判定基準内(満点

× 8/10 ≦合計点＜満点×

12/10)であったため。 
満点：8 点（微項目 4×2 点） 
合計点：8 点 =(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
△ホルスタイン種のリスク分散      

2 点(B) 
△黒毛和種のリスク分散 2 点(B) 
△豚のリスク分散   2 点(B) 
△鶏のリスク分散   2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（ア）ホルスタイン種のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 Ｘ１年度 Ｘ２年度 Ｘ３年度 Ｘ４年度 Ｘ５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）ホルスタイン種のリスク

分散 
ホルスタイン種について、リ

スク分散のため主要な系統を、

原則として新冠牧場及び岩手

牧場の２牧場でけい養を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必

要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種について、リス

ク分散のため主要な系統を、新冠

牧場及び岩手牧場の２牧場でけ

い養を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① ホルスタイン種について、５系統（チーフ系、エレベー

ション系、アウタンドアウト系、アイバンホー系、ロックマ

ン系）の父系のうち、主要なチーフ系及びエレベーション系

の２系統について、新冠牧場及び岩手牧場の２牧場でけい養

した。 
② 主要２系統を維持できるよう交配計画を作成し、チーフ

系を新冠牧場で６３頭、岩手牧場で７５頭、エレベーション

系を新冠牧場で８８頭、岩手牧場で１１１頭生産した。 

評定 Ｂ 
<評定に至った理由> 
 計画どおり取組が

実施され、自己評価書

の「B」との評価結果

が妥当であると確認

できたため「B」評定

とした。 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（イ）黒毛和種のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値） X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）黒毛和種のリスク分散 
黒毛和種について、リスク分散の

ため主要な系統を、原則として十勝

牧場、奥羽牧場、鳥取牧場及び宮崎

牧場の４牧場でけい養を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種について、リスク分

散のため主要な系統を、十勝牧

場、奥羽牧場、鳥取牧場及び宮

崎牧場の４牧場でけい養を行

った。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 黒毛和種について、リスク分散のため主要

な系統を十勝牧場、奥羽牧場、鳥取牧場及び宮

崎牧場の４牧場でけい養した。 
② 主要な系統を４牧場で維持するため、各牧

場で生産された凍結胚を相互に配置した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥

当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（ウ）豚のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ウ）豚のリスク分散 
豚について、リスク分散のた

め主要な品種を、原則として茨

城牧場及び宮崎牧場の２牧場で

けい養を行う。また、リスク分散

を強化するため、凍結胚を作成

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績

＞ 
豚について、リ

スク分散のため主

要な品種を、茨城

牧場及び宮崎牧場

の２牧場でけい養

を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① リスク分散のため、主要な品種であるデュロック種及

び大ヨークシャー種について、茨城牧場及び宮崎牧場の２

牧場でけい養を行った。 
 また、ランドレース種については茨城牧場でけい養する

とともに、本所にて、凍結精液及び凍結胚を保管した。 
② リスク分散を強化するため、凍結胚を３２４個（デュロ

ック種７９個、大ヨークシャー種２４５個）作成した。 
また、大ヨークシャー種については茨城牧場で作成した

凍結胚４３個を本所に管理換するとともに、本所にて、１腹

（１５個）に移植した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、自己

評価書の「B」との評価結果が妥当

であると確認できたため「B」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-カ-（エ） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （１）種畜・種きん等の生産・供給 カ 育種素材のリスク分散への取組 

（エ）鶏のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （エ）鶏のリスク分散 
 鶏について、リスク分散の

ため主要な国産鶏種を、原則

として岡崎牧場及び兵庫牧場

の２牧場でけい養を行う。ま

た、リスク分散を強化するた

め、凍結精液を作成する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

鶏について、リスク分散

のため主要な国産鶏種を、

岡崎牧場及び兵庫牧場の

２牧場でけい養した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 鶏について、リスク分散のため主要な国産鶏種を

岡崎牧場及び兵庫牧場の２牧場でけい養した。 
② リスク分散を強化するため、凍結精液生産計画を

策定し、平成３０年度は主要系統のうち、卵用鶏ＬＡ系

統１００本、肉用鶏９８１系統１００本の凍結精液を

作成した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自

己評価書の「B」との評価結果が妥

当であると確認できたため「B」評

定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）６次産業化の推進

等に対応した育種素材の

提供等 

 ６次産業化の推進や多

様なニーズに応える国産

畜産物の供給を支援する

ため、国内での種畜の供

給体制が銭弱なめん山羊

や日本短角種をはじめと

した特色ある家畜等につ

いて、種畜の生産・供給業

務を行っている都道府

県・民間からの育種素材

の提供や技術指導等の技

術的支援に関する要請が

あった場合、できる限り

対応する。 

〈以下略〉 

（２）６次産業化の推進等に対応した育種素材

の提供等 
６次産業化の推進や多様な消費者のニーズに

応える国産畜産物の供給を支援するため、国内

での種畜の供給体制が脆弱な以下の家畜等につ

いて、種畜等の生産・供給業務を行っている都道

府県・民間から育種素材の提供や技術指導等の

技術的支援に関する要請に、できる限り対応す

る。このため、めん山羊について、現有のサフォ

ーク種及び日本ザーネン種を維持する。日本短

角種（王将系、蓋世系、雲豊系、春梅系及び南富

系）について、都道府県等の系統保有状況を勘案

し系統数を見直しながら維持する。豚について、

特色ある品種である現有の中ヨークシャー種及

び梅山豚を維持する。鶏について、特色ある品

種・系統である現有の軍鶏、合成軍鶏、横斑プリ

マスロック種、烏骨鶏、アロウカナ種等を維持す

る。 

（２）６次産業化の推進等

に対応した育種素材の提供

等 
国内での種畜の供給体制

が脆弱な家畜等について、

種畜等の生産・供給業務を

行っている都道府県・民間

から育種素材の提供や技術

指導等の技術的支援に関す

る要請に、できる限り対応

するため、次の取組を行う。 

 指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
□めん山羊    2/2(B) 
□日本短角種   2/2(B) 
□豚       2/2(B) 
□鶏       2/2(B) 
□技術的支援   3/2(A) 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１０Ｐ（細

項目５×

２Ｐ） 
合計：１１Ｐ 
１１Ｐ／１０Ｐ

＝１．１ 
（１１／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の

評価項目である細項目

の合計点が B 評定の判

定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)で
あったため。 
満点：10 点（細項目 5×
2 点） 
合計点：11 点=(3 点×1
＋2 点×4) 
10 点／10 点= 1.0 
□めん山羊      2 点(B) 
□日本短角種     2 点(B) 
□豚             2 点(B) 
□鶏             2 点(B) 
□技術的支援   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

ア めん山羊 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

 従事人員数 954 961 976   

           （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア めん山羊 
めん山羊につい

て、現有のサフォ

ーク種及び日本ザ

ーネン種を維持す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
めん山羊について、現有のサフォーク種及び日

本ザーネン種を維持した。 

＜評定と根拠＞  
「Ｂ」 

 
① めん羊について、繁殖

計画に沿って交配等を着

実に実施するなどして、サ

フォーク種を維持した。 
② 山羊について、繁殖計

画に沿って交配等を着実

に実施するなどして、日本

ザーネン種を維持した。 
③ 関係団体が開催する

めん山羊に関する各種会

議に参画し、技術的助言、

意見・情報交換を行った 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥

当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

イ 日本短角種 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第 11 条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 日本短角種 
日本短角種（王将系、蓋世

系、雲豊系、春梅系及び南富

系）について、系統保有状況

について都道府県等と意見・

情報交換を行い、必要に応じ

て系統数を見直しつつ維持す

るとともに、凍結胚を確保す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
日本短角種（王将系、蓋世系、雲豊

系、春梅系及び南富系）について、系

統保有状況等について都道府県等と

意見・情報交換を行うとともに、凍結

胚を確保した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 都道府県、関係団体及び学識経験者の

参画を得て、「日本短角種の振興に係る意見

交換会」を開催し、日本短角種（王将系、蓋

世系、雲豊系、春梅系及び南富系）について、

系統保有状況、産肉能力検定の実施状況、種

雄牛の供用状況等について意見・情報交換

を行ったほか、センターにおける育種素材

の確保に係る取組について説明を行い、意

見・情報交換を行った。 
② 凍結胚を１２個確保した。 
③ 都道府県、関係団体が開催する日本短

角種に関する各種会議に参画し、技術的助

言、意見・情報交換等を行った。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  計画どおり取組が実施され、自

己評価書の「B」との評価結果が妥

当であると確認できたため「B」評

定とした。 
 

 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-ウ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

ウ 豚 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ウ 豚 
豚について、特色ある

品種である現有の中ヨー

クシャー種及び梅山豚を

維持する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
豚について、特色ある品種である現

有の中ヨークシャー種及び梅山豚を維

持した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
豚について、繁殖

計画に沿って交配等

を着実に実施するな

どして、中ヨークシ

ャー種及び梅山豚を

維持した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結果

が妥当であると確認できたため

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-エ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

エ 鶏 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 エ 鶏 
鶏について、特

色ある品種・系統

である軍鶏、合成

軍鶏、横斑プリマ

スロック種、烏骨

鶏及びアロウカ

ナ種等を維持す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
鶏について、特色ある品種・系統である軍鶏、合成軍鶏、横斑

プリマスロック種、烏骨鶏及びアロウカナ種を維持した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
特色ある品種・系

統である軍鶏、合成

軍鶏、横斑プリマス

ロック種、烏骨鶏及

びアロウカナ種につ

いて、繁殖計画に沿

って交配等を着実に

実施するなどして維

持した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-オ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （２）６次産業化の推進等に対応した育種素材の提供等 

オ 技術的支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 オ  技術的支

援 
上記の家畜

等について、種

畜等の生産・供

給業務を行っ

ている都道府

県・民間から育

種素材の提供

や技術指導等

の技術的支援

に関する要請

があった場合

には、できる限

り対応する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務

の廃止を含めた

抜本的な改善が

必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
上記の家畜等について、

種畜等の生産・供給業務を

行っている都道府県・民間

からの育種素材の提供や技

術指導等の技術的支援に関

する要請に、できる限り対

応した。とくに、めん山羊に

ついては、我が国における

稀少な専門機関として、め

ん山羊の飼養農家に対する

技術的な支援のみならず、

草刈り用等に利用する小学

校などの初心者に対する調

達方法や初歩的な飼養衛生

管理について助言し、適切

な管理を促した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① めん羊について、種畜等の生産・供給業務を行っている大学及び生産者からの要請に応じて、育種素材として、生体７

頭（雌７頭）及び精液１０本を提供した。 
② 山羊について、種畜等の生産・供給業務を行っている都道府県及び生産者からの要請に応じて、育種素材として、生体

３３頭（雄１３頭、雌２０頭）及び精液２４０本を提供した。 
③ めん山羊については、我が国における稀少な専門機関として、めん山羊の飼養農家に対する技術的な支援のみならず、

草刈り用等に利用する小学校などの初心者に対する調達方法や初歩的な飼養衛生管理について助言し、適切な管理を促し

た。 
④ 日本短角種について、種畜等の生産・供給業務を行っている関係団体、大学及び生産者からの要請に応じて、育種素材

として、精液３３９本を提供した。また、都道府県や関係団体が開催する家畜改良等に関する各種会議に参画し、技術的助

言等を行った。 
⑤ 豚（中ヨークシャー種及び梅山豚）について、種畜等の生産・供給業務を行っている都道府県、高校及び生産者からの

要請に応じて、育種素材として、生体１６頭（雄７頭、雌９頭）及び精液２４１本を提供した。 
⑥ 鶏について、種畜等の生産・供給業務を行っている都道府県及び民間からの要請に応じて、育種素材として、種卵１３

９，１０８個、種すう等９，５１２羽を提供した。 

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 
 計画どおり取組

を着実に実施し、特

にめん羊について

の問合せ対応が前

年度比１．２倍に増

加し、関心が高まる

中適切に対応した

ことは評価できる

が、顕著な業績増加

になっているとは

言い難いことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３） 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （３）家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）家畜等の多様な遺伝資源

の確保・利用 
 消費者の畜産物に対する多様

なニーズに対応するとともに、

我が国固有の遺伝資源である和

牛等について、近交係数の高ま

りの抑制に資する種畜の生産等

を行うためには、多様な遺伝子

を持つ家畜等を確保し利用して

いく必要がある。このため、セ

ンターは、関係機関とも連携し、

家畜の多様な遺伝資源の収集・

確保及び利用に取り組むことと

する。 
〈以下略〉 
 

（３）家畜等の多様な

遺伝資源の確保・利用 
消費者の畜産物に

対する多様なニーズ

に対応するとともに、

我が国固有の遺伝資

源である和牛等につ

いて、近交係数の高ま

りの抑制に資する種

畜の生産等を行うた

めには、多様な遺伝子

を持つ家畜等を確保

し利用していく必要

があることから、次の

取組を行う。 

（３）家畜等の多様な

遺伝資源の確保・利用 
 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
□家畜遺伝資源の保存    2/2(B) 
□多様な遺伝資源の活用  2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（細項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である細項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□ 家 畜 遺 伝 資 源 の 保 存           

2 点(B) 
□ 多 様 な 遺 伝 資 源 の 活 用           
2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （３）家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 

ア 家畜遺伝資源の保存 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ア 家畜遺伝資

源の保存 
国立研究開発

法人農業・食品

産業技術総合研

究機構（以下「農

研機構」とい

う。）が行うジー

ンバンク事業に

協力し、家畜遺

伝資源の保存に

取り組む。 

ア 家畜遺伝資源の保存 
国立研究開発法人農業・食

品産業技術総合研究機構（以

下「農研機構」という。）が行

うジーンバンク事業に協力

し、家畜遺伝資源の保存に取

り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必

要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

農林水産省関連動植

物の遺伝資源保存に関

するセンターバンクで

ある農研機構遺伝資源

センターと連携しつ

つ、８牧場で分担し、遺

伝資源の新規収集１

点、追加収集６点、継続

保存９２点、及び特性

調査１０点を行い、計

画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

① 遺伝資源の収集について、新規収集はめん羊１点、追加収集は

めん羊３点、豚１点及び鶏２点の合計６点を実施した。 

② 遺伝資源の継続保存について、牛２４点、馬７点、めん羊１７

点、山羊１９点、豚４点、鶏１７点、及びウサギ４点の合計９２点

の保存を平成２８年度に引き続き実施した。 

③ 特性調査について、山羊１点及び鶏９点の合計１０点を実施し

た。 

④ 農研機構遺伝資源センターからの遺伝資源送付依頼に基づき、

茨城牧場長野支場から東京農工大学に対して山羊生体２頭及び兵庫

県立農業高等学校に対しアンゴラウサギの受精卵６個を送付した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との評

価結果が妥当であると確認で

きたため「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-イ 第 1 業務の質の向上 ２ 畜産物の需給の変化に応じた優良な種畜・種きん等の生産・供給等 （３）家畜等の多様な遺伝資源の確保・利用 

イ 多様な遺伝資源の活用 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 
行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 5,517,617 5,752,754 6,031,393   

 決算額（千円） 6,141,241 5,569,466 5,510,878   

 経常費用（千円） 5,535,679 5,563,604 5,548,921   

 経常利益（千円） 6,274,603 6,013,180 6,046,891   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 4,154,668 4,256,798 4,269,333   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－２にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 多様な遺伝資源の

活用 
黒毛和種について、

近交係数の高まりを抑

制する種畜生産を行う

ため、遺伝資源の探索

を行い基礎となる４系

統群・５希少系統に関

係する多様な育種素材

を導入し、遺伝的に特

徴ある優良な牛群を整

備する。また、当該牛群

を活用し、増体性等に

特長を持つ候補種雄牛

の作出に取り組む。（再

掲） 

イ 多様な遺伝資源の活

用 
黒毛和種について、近

交係数の高まりを抑制す

る種畜生産を行うため、

遺伝資源の探索を行い、

基礎となる４系統群・５

希少系統に関係する多様

な育種素材を導入し、遺

伝的に特徴ある優良な牛

群を整備する。また、当

該牛群を活用し、遺伝的

多様性の確保に必要な系

統の維持に係る候補種雄

牛や増体性等に特長を持

つ候補種雄牛の作出に取

り組む。（再掲） 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善が必要と

認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 

黒毛和種について、近交係

数の高まりを抑制する種畜生

産を行うため、遺伝資源の探

索を行い、基礎となる４系統

群・５希少系統に関係する多

様な育種素材を導入し、遺伝

的に特徴ある優良な牛群を整

備した。また、当該牛群を活

用し、遺伝的多様性の確保に

必要な系統の維持に係る候補

種雄牛や増体性等に特長を持

つ候補種雄牛の作出に取り組

み、計画どおり実施した。（再

掲） 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

① 育種素材の収集については、黒毛和種の基礎となる４系統群や５希少系統に

係る遺伝子保有確率、血統等を考慮し、都道府県、関係団体、農協等から精液２,

１４３本、受精卵７５個及び雌牛１４頭を選定・導入し、計画交配することによ

り、遺伝的に特徴ある優良な牛群を整備した。 

② 遺伝的に特徴ある優良な牛群を活用し、種畜作出用として生産した雄子牛の

中から、遺伝子保有確率、遺伝的能力評価等により選抜した遺伝的多様性の確保

や増体性等に特長を持つ３８頭を候補種雄牛として作出した。 

③ 遺伝子保有確率及び血統により分類した増体性等に特長を持つ鳥取県系統群

に属し、直接検定を実施した９頭は、直接検定時の１日当たり増体量の平均値が

１．１８ｋｇであった。（再掲） 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理

由＞ 
 計画どおり取組

が実施され、自己

評価書の「B」との

評価結果が妥当で

あると確認できた

ため「B」評定とし

た。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の

種苗の生産・供給等 
酪肉基本方針等に示された高品質で低コストな

国産粗飼料の生産・利用の拡大を推進し、飼料自

給率の向上を図るためには、飼料作物の優良品種

の普及による草地改良の推進や水田を活用した良

質な粗飼料の生産・利用の拡大を図ること等が必

要である。具体的には、国土が南北に長い我が国

の多様な気候に適応し、温暖化にも対応した高収

量性、病害抵抗性、耐倒伏性等の特徴を持つ飼料

作物の優良品種の普及に必要な種苗の生産・供給

が安定的に行われることが重要である。このため

センターは、これまでに培った飼料作物種苗の生

産・供給に関する厳格な栽培管理技術や高度な収

穫調製技術を駆使するとともに、豊富な種苗生産

ほ場を活用して原種子の生産・供給を行うことと

し、特に、次の業務に重点をおいて、取組を進める

ものとする。 

３  飼料の視点で

の基盤強化のため

の飼料作物の種苗

の生産・供給等 
 

３ 飼料の視点で

の基盤強化のため

の飼料作物の種苗

の生産・供給等 
 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

〈主要な業務実績〉 
◇飼料作物種苗の生産・

供給     2/2(B) 
◇飼料作物優良品種の普

及支援    2/2(B) 
◇飼料作物の遺伝資源の

保存     2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（小項目３×

２Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評

価項目である小項目の合計

点が B 評定の判定基準内

(満点×8/10≦合計点＜満

点×12/10)であったため。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
◇飼料作物種苗の生産・供給   

2 点(B) 
◇飼料作物優良品種の普及支

援        2 点(B) 
◇飼料作物の遺伝資源の保存           

2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）飼料作物種苗の生産・供給 

我が国の多様な気候に適した国内育成

品種の定着をさらに進める必要があるこ

とから、新品種・系統など優良品種の種苗

が安定的に供給されるよう、ＯＥＣＤ（経

済協力開発機構）品種証明制度に基づく

要件に適合した種苗の増殖を図る。なお、

これら業務を的確に実施するため、栽培

管理技術や収穫調製技術の向上・定着を

図るとともに、国、都道府県、関係団体等

との意見・情報交換を踏まえ、必要に応じ

て生産対象品種・系統の見直しを行うも

のとする。  

また、飼料用稲種子については、都道府

県による生産供給を補完し、全国におけ

る種子の安定供給を確保するため、関係

機関と連携しつつ生産を行う。 

〈以下略〉 

 

（１）飼料作物種苗の

生産・供給 
我が国の多様な気

候に適した国内育成

品種の定着をさらに

進めるため、寒地型、

温地型及び暖地型の

品種について、十勝牧

場、長野支場及び熊本

牧場においてこれま

でに培った飼料作物

種苗の生産・供給に関

する厳格な栽培管理

技術や高度な収穫調

製技術を最大限活用

するとともに、豊富な

種苗生産ほ場を用い

て、次の取組を行う。 

（１）飼料作

物種苗の生

産・供給 
 

 指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

× 
８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

□ 飼 料 作 物 種 苗 の 増 殖   

2/2(B) 
□ 飼 料 用 稲 種 子 の 生 産   
2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（細項目２×

２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□飼料作物種苗の増殖        2 点(B) 
□飼料用稲種子の生産        2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 ア 飼料作物種苗の増殖 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ア 飼料作物種苗の増殖 

飼料作物について、新品種・系統

など優良品種の種苗が海外増殖を

経て国内に安定的に供給されるよ

う、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）

品種証明制度に基づく要件に適合

した種苗の増殖を行う。なお、これ

ら業務を的確に実施するため、職員

への技術研修の実施等により栽培

管理技術や収穫調製技術の向上・定

着を図る。また、国、都道府県、関

係団体等との意見・情報交換を踏ま

え、必要に応じて生産対象品種・系

統の見直しを行いつつ、毎年度、概

ね９５品種・系統を生産対象とす

る。 
 

ア 飼料作物種苗

の増殖 
 指標＝「微項目の項目数×

２」（満点）に対する「各微項

目の点数の合計値」（合計点）

の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：

１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△ＯＥＣＤ品種証明制度に基づく要件に 
適合した種苗の増殖          2/2(B) 

△生産対象品種・系統の選定       2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×

２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である微項目の合計点が B 評定

の判定基準内(満点×8/10≦合計

点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
△ＯＥＣＤ品種証明制度に基づく要

件に適合した種苗の増殖   2 点

(B) 
△生産対象品種・系統の選定 2 点

(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 ア 飼料作物種苗の増殖 

（ア）OECD 品種証明制度に基づく要件に適合した種苗の増殖 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）ＯＥＣＤ品種証明制

度に基づく要件に適合し

た種苗の増殖 
飼料作物種苗について、

職員への技術研修等によ

り栽培管理技術や収穫調

製技術の向上・定着を図り

つつ、ＯＥＣＤ（経済協力

開発機構）品種証明制度に

基づく要件に適合した種

苗の増殖を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 
 

＜主要な業務実績＞ 
ＯＥＣＤ品種証明制度に基

づく要件に適合した種苗の増

殖を行い、新たに１４品種１

０．７トンの種苗を生産し、

過年度生産分も含め２０品種

７.５トンの種苗を供給した。

また、職員の技術研修を計画

どおり実施し、栽培管理技術

や収穫調製技術の向上・定着

を図った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① （国研）農業・食品産業技術総合研究機構等が育成した品種につい

て、当該品種の増殖に求められる最適条件に応じて多様な栽培管理技

術や収穫調製技術を駆使して増殖を行い、ＯＥＣＤ品種証明制度に基

づく要件に適合した高品質の種苗を新たに１３品種４．９トン生産し

た。 
② 海外での二次増殖を経て国内供給を担う実需者等に向けて、過年

度生産分も含め３８品種３.２トンの種苗を供給した。 
③ 職員の技術研修について、計画に沿って、栽培管理・収穫調製の実

務を通じて得られた多様なデータに基づいて、低収量・低品質を招く要

因について認識・理解を深める問題解決指向の研修を実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 ア 飼料作物種苗の増殖 

（イ）生産対象品種・系統の選定 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
生産対象と

なる品種・系

統数 

概ね 95 品

種・系統 
 

  
96 品種・

系統 
 

 
93 品種・ 
系統 
 

 
92 品種・ 
系統 
 

   予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）生産対象品種・系

統の選定 
飼料作物種苗の生産対

象品種・系統について、

国、都道府県、関係団体

等との意見・情報交換を

踏まえ、必要に応じて見

直しを行いつつ、概ね９

５品種・系統とする。 

Ｓ：計画の１１０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１

１０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９

０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物種苗の生産対象品種・系統

について、国、都道府県、関係団体等

との意見・情報交換を踏まえ、新たに

育成された３品種・系統を追加すると

ともに、旧来の４品種・系統を削除す

るなどの見直しを行い、９２品種・系

統とした。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 飼料作物種苗の生産対象品種・系統について、国等の行政

部門、農研機構等の育成者、販売を担う実需者等からの情報に

基づき、新たに育成された品種・系統については訴求点となる

特性等に照らした普及の有望性等に着目して、旧来の品種・系

統については近年の流通量等に照らした需要の消長等に着目

して候補を選定し、３品種・系統を追加、４品種・系統を削除

するなどの見直しを行い、９２品種・系統とした。 

② 新たに育成された品種・系統については、夏枯れしにくく

夏季の生産性に優れるペレニアルライグラス「夏ごしペレ」及

び、紫斑点病抵抗性を持つソルガム「九州交７号」の種子親

「JNK-2」及び花粉親「JNK-MS-7A」を追加し、旧来の品種・系

統については、種子流通調査等から近年の流通実績がなく需

要が衰退したと見られる品種・系統を削除した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が

妥当であると確認でき

たため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （１）飼料作物種苗の生産・供給 イ 飼料用稲種子の生産 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
生産対象と

なる品種数 
概ね 6 品種

以上 
  

８品種 
 

９品種 
 

７品種 
   予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 飼料用稲種子の生

産 
 飼料用稲種子につい

て、都道府県による生産

供給を補完し、全国にお

ける種子の安定供給を

確保するため、関係機関

と連携しつつ需要に応

じた生産を行うことと

し、毎年度、概ね６品種

以上を生産対象とする。 

イ 飼料用稲種子の生

産 
 飼料用稲種子につい

て、関係機関と連携し

つつ需要に応じた生産

を行うこととし、生産

対象品種を、概ね６品

種以上とする。 

Ｓ：計画の１２０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認め

られる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１００％

未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業務

運営の改善等必要な措置が必

要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料用稲種子について、関係機関と連携しつ

つ需要に応じ、７品種２６．９トンの種子を生産

し、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
飼料用稲種子について、都道府県に

よる種子供給体制の補完を担う（一

社）日本草地畜産種子協会等との連携

を通じて得られた需要情報に応じ、飼

料用稲７品種について、５．０ｈａの

採種ほ場を設置し、２６．９トンの種

子を生産した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結果

が妥当であると確認できたため

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計

画 
主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）飼料作物優良品種の普及

支援 

 飼料自給率の向上や国産飼

料の増産を目指して優良品種

の利用促進による草地改良等

を進めるためには、地域に適し

た飼料作物優良品種の育成・普

及が重要である。このため、セ

ンターは、所有する高度な技術

や豊富な種苗生産基盤を活用

して地域適応性等に関する検

定試験を実施し、優良品種に係

るデータ提供や実証展示ほの

設置等を積極的に行うものと

する。 

〈以下略〉 

 

 

（２）飼料作物優良品種の普及支

援 

地域に適した飼料作物優良品種

の育成・普及を図るため、関係機

関等と連携しつつ、草地管理技術

や飼料生産技術等に関する講習会

の開催等を毎年度、概ね２回行う。

また、精密データの測定手法等の

高度な技術や豊富な種苗生産基盤

を活用し、地域適応性等に関する

検定試験を実施し、優良品種に係

るデータベースを毎年度、更新し

て概ね６００品種のデータを都道

府県等に提供する。さらに、毎年

度、２０か所程度の実証展示ほの

設置及び設置への協力を行う。 

（２）飼

料作物優

良品種の

普及支援 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 
８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

□地域に適した飼料作物優良品種の育

成・普及  3/2(A) 
□地域適応性等検定試験の実施         

2/2(B) 
□優良品種に係るデータ提供          

2/2(B) 
□実証展示ほの設置等             

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：８Ｐ（細項目４×

２Ｐ） 
合計：９Ｐ 
９Ｐ／８Ｐ＝１.１２ 
（１１．２／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である細項目の合計点がB評定の

判定基準内(満点×8/10≦合計点

＜満点×12/10)であったため。 
満点：8 点（細項目 4×2 点） 
合計点：8 点=(2 点×4) 
8 点／8 点= 1.0 
 
□地域に適した飼料作物優良品種の育

成・普及              2 点(B) 
□地域適応性等検定試験の実施 

2 点(B) 
□優良品種に係るデータ提供  2 点(B) 
□実証展示ほの設置等       2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

ア 地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
講習会の開

催数 
概ね２回   

５回 
 

８回 
 

９回 
   予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア 地域に適した飼料作物優

良品種の育成・普及 
地域に適した飼料作物優良

品種の育成・普及を図るため、

草地管理技術や飼料生産技術

等について、関係機関等と連

携しつつ、講習会の開催等を

概ね２回行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
地域に適した飼料作物優良

品種の育成・普及及び高度な

種子の検査技術の普及を図る

ため、都道府県、農協、関係団

体等の関係機関と連携しつ

つ、草地管理技術、飼料生産

技術及び種子検査技術に関す

る講習会を９回実施し、民間

種苗業者、生産者等に対する

技術の伝達や改善を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① ＩＳＴＡの国際規程に基づく高度な種子の

検査技術の普及を図るため、関係団体と連携し

つつ、民間機関等を対象とした種子検査技術に

関する講習会を長野支場で１回実施した。 

② 地域に適した飼料作物優良品種の育成・普

及を図るため、都道府県、農協、生産者等を対

象とした草地管理技術及び飼料生産技術に関す

る講習会を、十勝牧場で２回、岩手牧場で１

回、長野支場で１回、鳥取牧場で１回、熊本牧

場で１回及び宮崎牧場で２回の計８回実施し

た。 

③ なお、講習会には、都道府県や生産者等か

ら計２５７名の参加があった。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
民間機関等を対象とした種子検

査技術に関する講習会を長野支場

で実施するなど、計画よりも講習

会を多く開催したことは評価でき

る。しかし、昨年度の開催回数８

回と大きな変更はなく、計画を上

回る成果が得られたとは言えない

ことから、「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
＜有識者からの意見＞ 
講習会の内容が評価されているにもかかわらず、開催回数がほぼ昨年度と同様であるという理由で、B 評価とすることはマイナスではないか。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

イ 地域適応性等検定試験の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 地域適応性等検定

試験の実施 
精密データの測定手

法等の高度な技術や豊

富な種苗生産基盤を活

用し、育成機関と実施

系統の調整を行い、地

域適応性等検定試験を

実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物優良品種の

育成・普及に資するた

め、生育項目等の精密

データ測定手法の評

点、観察及び分析に係

る高度な技術や豊富な

生産基盤を活用し、新

品種育成機関と草種及

び系統数について調整

を行い、６１系統の地

域適応性等検定試験を

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 地域適応性等検定試験について、新品種育成機関との間で

草種及び系統数の調整を行い、業務の効率化を図りつつ本所及

び８牧（支）場において、イネ科牧草１８系統、青刈類４３系統

の合計６１系統を対象に実施した。 
② 試験は、生育項目（発芽の良否、病虫害程度、草丈等）及び

収穫項目（生草収量、乾物率等）の精密データの測定等を行い、

緻密な評点法、観察法、統計分析法等の高度な技術を用いた。 
③ また試験の実施にあたっては、適切に肥培管理された豊富

な飼料作物種苗生産基盤を活用した。 
④ 試験結果は、系統選抜及び品種登録審査用の資料として新

品種育成機関に提供した。 
⑤ なお、これらの試験結果等を用いて種苗法に基づき、品種

登録候補等に選定された。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥

当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-ウ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

ウ 優良品種に係るデータ提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
データ提供

品種数 
概ね 600品

種 
  

766 品種 
 

770 品種 
 

760 品種 
   予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

 従事人員数 954 961 976   

  （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ウ 優良品種に係るデ

ータ提供 
優良品種に係るデー

タベースを更新して概

ね６００品種のデータ

を都道府県等に提供す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
都道府県等の試験場の

協力を得て、奨励品種選定

試験結果等のデータを入

手し、データの確認、整理

等を行い品種特性情報の

データベースを更新し、都

道府県、試験研究機関及び

関係団体５６か所に７６

０品種の情報提供を行っ

た。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 都道府県等の試験場の協力を得て、平成３０年度に

おける奨励品種選定試験等で得られた飼料作物の品種

特性等に関する生育項目や収穫項目等のデータを延べ

８３３品種について収集し、データベースへの入力を行

った。 

② 今回のデータの追加更新により、重複を除く７６０

品種について最新の情報が閲覧可能となり、都道府県、

試験研究機関及び関係団体５６か所に情報の提供を行

った。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結

果が妥当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-エ 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （２）飼料作物優良品種の普及支援 

エ 実証展示ほの設置等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
実証展示ほ

の設置数 
20 か所程

度 
  

61 か所 
 

86 か所 
 

62 か所 
   予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 エ 実証展示ほの設置等 
関係機関等と連携しつ

つ、２０か所程度の実証展

示ほの設置及び設置への協

力を行う。 

Ｓ：計画の１１０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１

１０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９

０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
育成機関等と連携し

て、公共牧場等に６２か

所の実証展示ほを設置し

た。また、すべての実証

展示ほに品種利用者への

現地指導を行うなど、設

置への協力を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
優良品種を普及するため育成機関、都道府県、

市町村、農協等と協力して実証展示を行う候補

予定ほの選定のための現地調査を実施し、公共

牧場等に６２か所の飼料作物実証展示ほを設置

した。このうち平成３０年度は、新たに２４か所

を設置した。また、すべての実証展示ほに、品種

利用者への肥培管理及び雑草防除等栽培技術の

現地指導を行うなど、設置への協力を行った。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評

価書の「B」との評価結果が妥当であ

ると確認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（３） 第 1 業務の質の向上 ３ 飼料の視点での基盤強化のための飼料作物の種苗の生産・供給等 （３）飼料作物の遺伝資源の保存 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１７０ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 335,785 377,517 399,302   

 決算額（千円） 373,700 355,934 361,815   

 経常費用（千円） 384,792 365,558 373,692   

 経常利益（千円） 399,588 383,050 386,665   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 331,628 312,179 335,474   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－３にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）飼料作物の遺伝資源

の保存 
様々なニーズに対応可能

な飼料作物の品種開発を進

める観点から、飼料作物の

遺伝資源について、関係機

関とも連携しつつ、栄養体

保存等を行う。 
〈以下略〉 
 
 
 
 
 
 

（３）飼料作物の遺伝

資源の保存 
農研機構が行うジー

ンバンク事業に協力

し、飼料作物の遺伝資

源について、栄養体保

存等に取り組む。 

（３）飼料作物の遺

伝資源の保存 
農研機構が行うジ

ーンバンク事業に協

力し、飼料作物の遺

伝資源について、栄

養体保存等に取り組

む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物の遺伝資源に

ついて、農研機構の調整

の下で、栄養体保存４２

０系統、種子再増殖１３

０系統及び特性調査１３

０系統にそれぞれ取り組

んだ。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
農林水産関連動植物の遺伝資源保

存に関するセンターバンクである農

研機構の調整の下で、栄養体保存を３

牧場で４２０系統、種子再増殖を３牧

（支）場で１３０系統及び特性調査を

３牧（支）場で１３０系統取り組んだ。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価書

の「B」との評価結果が妥当であると確認

できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-４ 第 1 業務の質の向上 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 73,416 75,860 74,507   

 決算額（千円） 66,870 75,203 83,793   

 経常費用（千円） 67,115 74,907 83,739   

 経常利益（千円） 60,911 68,603 73,997   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 64,012 69,581 80,639   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－４にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼

料作物の種苗の検査 
 酪肉基本方針等を踏まえ、優良品種を

用いた計画的な草地更新・単収向上を推

進するためには、飼料作物の種苗の国際

間流通における品種特性の維持と品質の

確保を図ることにより、我が国の多様な

気候に適応した飼料作物優良品種の育

成・普及することが必要である。このた

めセンターは、ＩＳＴＡ（国際種子検査

協会）検査所として認定される水準にあ

る高度な知識・技術を活用し、ＯＥＣＤ

品種証明制度等に基づく検査及び証明を

的確に実施する。 
〈以下略〉 

４ 国内開発品種の利用拡大に向け

た飼料作物の種苗の検査 
飼料作物の種苗の国際間流通にお

ける品種特性の維持と品質の確保を

図ることにより、我が国の多様な気候

に適応した飼料作物優良品種の育成・

普及を図るため、飼料作物の種苗の検

査について、高度な知識・技術を活用

し、ＯＥＣＤ品種証明制度等に基づく

海外増殖用等の飼料作物の種苗の検

査を的確に行い、合格したものについ

て証明書を発行する。その際、種苗の

検査に係る内部監査等の品質管理活

動を実施するなどにより、中期目標期

間を通じてＩＳＴＡ（国際種子検査 
協会）検査所としての認定ステータス

を維持する。 
 

４ 国内開発

品種の利用拡

大に向けた飼

料作物の種苗

の検査 
 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

〈主要な業務実績〉 
◇ＯＥＣＤ品種証明制度等に基

づく飼料作物の種苗の検査の

実施       2/2(B) 
◇ＩＳＴＡ検査所としての認定

ステータスの維持              

3/2(A) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：４Ｐ（小項目２×２

Ｐ） 
合計：５Ｐ 
５Ｐ／４Ｐ＝１．２５ 
（１２．５／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評

価項目である小項目の合

計点が A 評定の判定基準

(満点×１２/１０≦合計点)
に達しているため。 
満点：4 点（小項目 2×2
点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
◇OECD 品種証明制度等に

基づく飼料作物の種苗の検

査の実施    2 点(B) 
◇ISTA 検査所としての認定

ステータスの維持 2 点(B) 

４．その他参考情報 
本業務の決算額が予算額を１０％以上上回るが、年度計画の策定時には見込んでいなかった中途退職者が発生したことにより退職手当を支給したためであり、本業務とは無関係である。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-４-（１） 第 1 業務の質の向上 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査 （１）OECD 品種証明制度等に基づく飼料作物の種苗の検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 73,416 75,860 74,507   

 決算額（千円） 66,870 75,203 83,793   

 経常費用（千円） 67,115 74,907 83,739   

 経常利益（千円） 60,911 68,603 73,997   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 64,012 69,581 80,639   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－４にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （１）ＯＥＣＤ品種証明制

度等に基づく飼料作物の

種苗の検査の実施 
ＯＥＣＤ品種証明制度

等に基づく海外増殖用等

の飼料作物の種苗の検査

（ほ場検定、種子検定及び

事後検定）を的確に行い、

合格したものについて証

明書を発行する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
ＯＥＣＤ品種証明制度

等に基づき、海外増殖用等

に供される飼料作物の種

苗の検査を的確に行い、合

格したものについて証明

書を発行した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① ＯＥＣＤ品種証明制度を自社育成品種の増殖

に利用する国内種苗会社からの依頼に応じて、所要

の検査を実施し、合格した種苗には海外での二次増

殖の橋渡しとなる証明書を発行した。 
② センターが増殖を行う品種については、生産さ

れた種苗が海外での二次増殖等に供されることを

前提に所要の検査を実施し、合格した種苗には二次

増殖を担う実需者からの依頼に応じて証明書を発

行した。 
③ 所要の検査として、ほ場検定５８件、種子検定

８０件及び事後検定４１件を実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結果

が妥当であると確認できたため

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
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第１-４-（２） 第 1 業務の質の向上 ４ 国内開発品種の利用拡大に向けた飼料作物の種苗の検査 （２）ISTA 検査所としての認定ステータスの維持 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 73,416 75,860 74,507   

 決算額（千円） 66,870 75,203 83,793   

 経常費用（千円） 67,115 74,907 83,739   

 経常利益（千円） 60,911 68,603 73,997   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 64,012 69,581 80,639   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－４にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （２）ＩＳＴＡ検査所と

しての認定ステータスの

維持 
種苗の検査に係るマネ

ージメントレビュー、技

能試験、内部監査等の品

質管理活動の実施等によ

り、ＩＳＴＡ（国際種子検

査協会）認定検査所とし

ての認定ステータスを維

持する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕 
著な成果が得られた。 

Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必

要と認められる。方法

を記述する。 

＜主要な業務実績＞ 
ＩＳＴＡ国際種子分析証明書を

発行できる権限を有し、日本で唯

一の飼料作物種子に特化した幅広

い検査を実施し、種苗の検査に係

るマネージメントレビュー、内部

監査等の品質管理活動への的確な

取り組み等により、ＩＳＴＡ認定

検査所に課せられた技能試験にお

いて良好な評点を得るなど、ＩＳ

ＴＡ認定検査所としての認定ステ

ータスを維持するとともに、これ

までのＩＳＴＡ査察において高く

評価されている純度分析、発芽検

査等の種子検査技術の高位平準化

を図った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① マネージメントレビューでは、ＩＳＴＡ認定検査所と

しての品質方針、品質目標の達成状況、加えて品質システ

ムに含まれるあらゆる検査及び手順の実績を報告すると

ともに、品質システムの将来的展開について議論し、必要

な変更及び改善に取り組んだ。 
② ＩＳＴＡ認定検査所に課せられた年３回の技能試験

において、認定取消につながる評点を得ることなく、すべ

ての検査項目において良好な評点を得た。 
③ テレビ会議システムを利用した効率化、外部組織が主

催するセミナー等に参加して内部監査員の質の向上を図

るなど、内部監査体制を強化した。 
④ 新しく当該検査を担うこととなった職員に対して、認

定要件である国際種子検査規程の理解と遵守を徹底する

とともに、実施演習を通じた技能修得研修を実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 ＩＳＴＡの認証ステータスを維持

するために、新しく検査を担うこと

となった職員に対しての教育や実施

演習を通じた技能修得研修などこれ

までのＩＳＴＡ査察において評価さ

れている種子検査技術の高位平準化

を図ったことはステータス維持に向

けた活動であるものの、目標である

「維持」した事実以上のことを評価

できるものではなく、「B」評定とせ

ざるを得ない。なお、更新時期でない

年度については、単なる維持ではな

く、更なる技術向上等の年度計画の

策定等が必要であると考える。 

 
４．その他参考情報 
＜有識者からの意見＞ 
国内唯一の機関として非常に努力してきており、このステータスを維持するだけでも大変なことであり、A 評価でよいのではないか。 

 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
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第１-５ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ５ 調査・研究及び講習・指導 

センターは、政策実施機関として、家畜

の育種改良、飼養管理の改善等による多様

な消費者ニーズに対応した、農場から食卓

までを支える「強み」のある畜産物生産の

ための「家畜づくり」や和牛の生産拡大、

生乳供給力の向上、豚の生産能力の向上、

輸出も視野に入れた畜産物のブランド化

による高付加価値化等の行政課題の解決

や自らが行う家畜改良・飼養管理の改善に

も寄与する技術の調査・研究に取り組むと

ともに、国、都道府県、団体等の依頼に基

づき実施する講習・指導を通じて技術の普

及に取り組むこととし、特に次の業務に重

点をおいて、取組を進めるものとする。 
 
 

 

５ 調査・研究

及び講習・指導 
５ 調査・研究及び講習・

指導 
 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

〈主要な業務実績〉 
◇調査・研究   3/2(A) 
◇講習・指導   2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：４Ｐ（小項目２×

２Ｐ） 
合計：５Ｐ 
５Ｐ／４Ｐ＝１．２５ 
（１２．５／１０） 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点が 
A 評定の判定基準(満点×１２

/１０≦合計点)に達している

ため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：5 点=(3 点×1＋2 点

×1) 
5 点／4 点= 1.25 
 
◇調査・研究     3 点(A) 
◇講習・指導     2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査・研究 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）調査・研究 

調査・研究については、

センターが実施する家畜

の改良等に応用できる技

術や行政課題と密接に関

係する調査・研究課題に

重点化し、以下の課題等

に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）調査・研究 
調査・研究につい

ては、センターが実

施する家畜の改良等

に応用できる技術や

行政課題と密接に関

係する調査・研究課

題に重点化し、次の

取組を行う。 
 

（１）調査・研究 
 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「細項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１

点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

〈主要な業務実績〉 
□有用形質関連遺伝子等の解析        

3/2(A) 
□食肉の食味に関する客観的評価手法

の開発  3/2(A) 
□豚の胚移植技術の開発 
 3/2(A) 
□黒毛和種における短期肥育技術等の

開発     2/2(B) 
□放射性セシウム低減技術等の開発 
 3/2(A) 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：１０Ｐ（細項目５×２Ｐ） 
合計：１４Ｐ 
１４Ｐ／１０Ｐ＝１.４ 
（１４／１０） 
 
 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である

細項目の合計点が A 評定の判定基準(満
点×12/10≦合計点)に達しているため。 
満点：10 点（細項目 5×2 点） 
合計点：14 点 
=(3 点×３+2 点×２) 
1３点／10 点= 1３ 
□有用形質関連遺伝子等の解析   3 点(A) 
□食肉の食味に関する客観的評価手法の開発         

2 点(B) 
□豚の胚移植技術の開発         3 点(A) 
□黒毛和種における短期肥育技術等の開発            

2 点(B) 
□放射性セシウム低減技術等の開発  3 点(A) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  
 ア 有用形質関連遺伝子等の解

析 
センターが実施するゲノム情

報を活用した家畜の育種改良を

効率的に進めるため、センターの

育種改良集団を用いて有用形質

に係る遺伝子解析を行い、得られ

る遺伝子情報を育種改良に利用

する。その際、乳用牛については

繁殖関連遺伝子の解析を、肉用牛

については牛肉の食味や飼料利

用性に関連する遺伝子の解析を、

豚についてはランドレース種の

繁殖能力及びデュロック種の産

肉能力に関連する遺伝子の解析

を、鶏については羽色に関連する

遺伝子の解析を重点的に行う。 
〈以下略〉 

ア 有用形質関連遺伝

子等の解析 
ゲノム情報を活用し

た家畜の育種改良を効

率的に進めるため、保

有する育種集団を用い

て有用形質に係る遺伝

子解析を行い、各畜種

について次の取組を行

うことにより、得られ

る遺伝子情報を育種改

良に利用する。 

ア 有用形質関連

遺伝子等の解析 
指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△乳用牛      2/2(B) 
△肉用牛      3/2(A) 
△豚        3/2(A) 
△鶏        2/2(B) 
 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：８Ｐ（微項目４×２Ｐ） 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／８Ｐ＝１.２５ 
（１２．５／１０） 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の

評価項目である微項目の

合計点が A 評定の判定基

準(満点×12/10≦合計点)
に達しているため。 
満点：8 点（微項目 4×2
点） 
合計点：10 点=(3 点×2＋
2 点×2) 
10 点／8 点= 1.25 
△乳用牛    2 点(B) 
△肉用牛    3 点(A) 
△豚      3 点(A) 
△鶏      2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （ア）乳用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
200 頭程度   

212 頭 
 

210 頭 
 

289 頭 
   予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

 

 
４．その他参考情報 
 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）乳用牛 

ホルスタ

イン種の繁

殖性に関連

する遺伝子

の解析を重

点的に行う

こととし、繁

殖性と遺伝

子情報との

関連性につ

いて、概ね

１，０００頭

のデータを

用いて調査・

解析し、改良

への利用に

ついて検討

する。 

（ア）乳用牛 
ホルスタ

イン種の繁

殖性につい

て、解析に必

要な２００

頭程度のサ

ンプルを収

集し、遺伝子

解析情報と

の関連性を

調査する。 

Ｓ：計画の１１

０ ％ 以 上 で あ

り、かつ、特に優

れた成果が認め

られる 
Ａ：計画の１１

０％以上 
Ｂ：計画の９０％

以上、１１０％

未満 
Ｃ：計画の７０％

以上、９０％未

満 
Ｄ：計画の７０％

未満、又は業務

運営の改善等必

要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
ホルスタイン種の繁殖性のうち受

胎率、繁殖能力指数、難産率に関連す

る８遺伝子の解析を行うため、２８９

頭の血液サンプルを収集し、その遺伝

子型を調査したところ、優良型は全体

の１～７４％であった。受胎率関連遺

伝子ＣＴＴＮＢＰ２ＮＬと未経産受

胎率、受胎率関連遺伝子ＰＫＰ２と空

胎日数及び繁殖能力指数関連遺伝子

ＦＡＭ２１３Ａと初産受胎率におい

て有意な関連が認められた。また、主

要組織適合性複合体（ＭＨＣ）領域Ｄ

ＲＢ３遺伝子１０１型と二産受胎率

及び空胎日数の間に有意な関連が認

められた。さらに、ＣＴＴＮＢＰ２Ｎ

Ｌは総合指数に用いる形質のうち関

連する全ての形質で正の効果が認め

られた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
ホルスタイン種の繁殖性のうち受胎率（ＣＴＴＮＢＰ２ＮＬ、ＳＥＴＤ６、ＰＫＰ２、ＣＡＮ

ＣＢ２及びＵＮＣ５Ｃ）、繁殖能力指数（ＦＡＭ２１３Ａ)及び難産率（ＳＩＧＬＥＣ１０及びＳ

ＬＣ４４Ａ５)関連遺伝子について、家畜改良センター繋養の２８９頭の遺伝子型を調査したと

ころ、優良型は全体の１～７４％であった。上記の遺伝子のうち受胎率関連遺伝子５種及び繁殖

能力指数関連遺伝子について、未経産受胎率、初産受胎率及び空胎日数の評価値並びにゲノミッ

ク評価値との関連を調査した。解析には、家畜改良センター繋養のホルスタイン種雌を用い、評

価値及びゲノミック評価値を持つものをそれぞれの解析に使用した。その結果、ＦＡＭ２１３Ａ

と初産受胎率評価値、ＣＴＴＮＢＰ２ＮＬと未経産受胎率ゲノミック評価値、及びＰＫＰ２と空

胎日数ゲノミック評価値間において、有意な関連が認められた。これら３つの遺伝子と総合指数

に用いられている１９形質の評価値及びゲノミック評価値との関連を調査した。その結果、ＣＴ

ＴＮＢＰ２ＮＬは関連する１４個の評価値（乳脂量、乳タンパク質量、高さ、前乳房の付着、決

定得点及び肢蹄の評価値並びに乳タンパク質量、乳タンパク質率、体貌と骨格、高さ、前乳房の

付着、体細胞スコア、決定得点及び肢蹄のゲノミック評価値）全てにおいて正の関連が示唆され

た。その他の繁殖関連遺伝子候補としてＭＨＣ領域ＤＲＢ３遺伝子について、繁殖関連評価値と

の関連を調査したところ、ＤＲＢ３遺伝子１０１型と二産受胎率及び空胎日数の間で有意な関連

が認められた。 

評定 B 
＜評定に至った理由

＞ 
 計画どおり取組が

実施され、自己評価

書の「B」との評価結

果が妥当であると確

認できたため「B」評

定とした。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （イ）肉用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
理化学特性

データ 150
頭程度 

  
58 頭 

 
125 頭 

 
145 頭 

   予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

飼料利用性

データ 80
頭程度 

  
142 頭 

 
96 頭 

 
96 頭 

   経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）肉用牛 

黒毛和種における牛

肉の食味や飼料利用性

に関連する遺伝子の解

析を重点的に行うこと

とし、牛肉の食味に関

連する遺伝子の解析に

ついて、概ね２００頭

のデータを用いて調

査・解析し、改良への

利用について検討す

る。また、飼料利用性

と遺伝子情報との関連

性について、概ね４０

０頭のデータを用いて

調査・解析し、関連す

る遺伝子領域を探索す

る。 
 

（イ）肉用牛 
理化学特性デ

ータを有する

黒毛和種１５

０頭程度のサ

ンプルを収集

し、遺伝子多

型調査を実施

する。飼料利

用性に関する

データを有す

る８０頭程度

のサンプルを

収集する。 

Ｓ：計画の１１

０％以上であ

り、かつ、特に

優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１１

０％以上 
Ｂ：計画の９０％

以上、１１０％

未満 
Ｃ：計画の７０％

以上、９０％未

満 
Ｄ：計画の７０％

未満、又は業務

運営の改善等

必要な措置が

必要と認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
理化学特性データを有する黒毛和種１４５

頭のサンプルを新たに収集し、平成２９年度か

らのサンプルと合わせて合計３２８頭で牛肉

中イノシン酸及びタウリン含量に強く関連の

あるＳＮＰ遺伝子型と表型値の関係を調査し

た結果、両方において優良ホモ型の表型値は、

ヘテロ型及び非優良ホモ型よりも有意に高い

値であったことを確認した。 

 また、飼料摂取量データ等を有する、家畜改

良センター奥羽牧場の肥育牛９６頭のＤＮＡ

サンプルを収集した。その他、４，５７８頭の

間接検定記録を用いて、飼料利用性等に関する

ゲノムワイド関連解析及びパスウェイ解析を

行った結果、余剰飼料摂取量と嗅覚伝達の遺伝

子経路、一日平均増体重と味覚伝達の遺伝子経

路がそれぞれ関連していることを明らかにし、

計画以上の成果が得られた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
理化学特性データを有する黒毛和種１４５頭のサンプルを新た

に収集し、平成２９年度からのサンプル１８３頭と合わせて合計

３２８頭で牛肉中イノシン酸及びタウリン含量にそれぞれ強い関

連のあるＳＮＰ遺伝子型の分析を行い、遺伝子型と表型値の関係を

調査した結果、両方において優良ホモ型の表型値は、ヘテロ型及び

非優良ホモ型よりも有意に高い値であった。以上の結果は、平成２

９年度の結果と同様であり、これら遺伝子型は食味の改良マーカ

ーとしての可能性が示唆された。 

また、飼料摂取量データ等を有する家畜改良センター奥羽牧場の

肥育牛９６頭のＤＮＡサンプルを収集し、それらとは別の９６頭の

ＳＮＰ情報を収集した。その他、４，５７８頭の間接検定記録及び

その父牛のＳＮＰ遺伝子型を収集し、飼料利用性等の形質に関する

ゲノムワイド関連解析及びパスウェイ解析を行い、関連する遺伝子

経路を探索した結果、濃厚飼料の余剰飼料摂取量と嗅覚伝達の遺伝

子経路、一日平均増体重と味覚伝達の遺伝子経路が有意に関連して

いることが示された。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組を実施した上で、牛肉

中のイノシン酸及びタウリン含量に強

く関連のある SNP 遺伝子型と表型値の

関係について、両者において優良ホモ型

の表型値は、ヘテロ型及び非優良ホモ型

よりも優位に高い値であったことがわ

かったこと、また、余剰資料摂取量と嗅

覚伝達の遺伝子経路、一日平均増体重と

味覚伝達の遺伝子経路がそれぞれ関連

していることがわかったことなどは評

価でき、計画を上回る成果が得られたも

のとして、「A」評定とした。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （ウ）豚 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 Ｈ28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
繁 殖 能 力

150 頭程度 
  

62 頭 
 

164 頭 
 

192 頭 
   予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

産 肉 能 力

200 頭程度 
  

230 頭 
 

200 頭 
 

 
309 頭 

   経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ウ）豚 
ランドレース種におけ

る繁殖能力と遺伝子情報

及びデュロック種におけ

る産肉能力と遺伝子情報

との関連性について、そ

れぞれ概ね６００頭及び

概ね９００頭のデータを

用いて調査・解析し、関

連する遺伝子領域を探索

する。 

（ウ）豚 
豚の繁殖能力につい

て、解析に必要なラン

ドレース種１５０頭程

度のサンプルを収集

し、遺伝子多型を調査

する。また、産肉能力に

ついて、解析に必要な

デュロック種２００頭

程度のサンプルを収集

し、遺伝子多型を調査

する。 

Ｓ：計画の１１０％以上で

あり、かつ、特に優れた成

果が認められる 
Ａ：計画の１１０％以上 
Ｂ：計画の９０％以上、１１

０％未満 
Ｃ：計画の７０％以上、９

０％未満 
Ｄ：計画の７０％未満、又は

業務運営の改善等必要な

措置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
豚の繁殖能力については、ラ

ンドレース種の導入豚及び後

代１９２頭からサンプルを収

集し、繁殖関連遺伝子の多型を

調査した。また、産肉能力につ

いては、デュロック種の導入豚

及び後代３０９頭からサンプ

ルを収集し、成長及び肉質関連

遺伝子の多型を調査した。成長

関連遺伝子について一日平均

増体重との関連を明らかにし、

計画以上の成果が得られた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
ランドレース種の母豚の繁殖能力を改良するため、

平成２８年より育種素材を導入しつつ能力向上を図

る開放型育種集団の構築を開始している。その集団の

導入豚及び後代１９２頭から組織片を収集し、繁殖関

連遺伝子の多型を調査した。また、デュロック種の発

育能力を改良するため、前述同様、平成２８年より開

放型育種集団の構築を開始している。その集団の導入

豚及び後代３０９頭から組織片を収集し、成長及び肉

質関連遺伝子の多型を調査した。さらに成長関連 A 遺

伝子と一日平均増体重との関連を調べたところ、優良

ホモ型が非優良ホモ型に比べ有意に高かった。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組を実施した上

で、成長及び肉質関連遺伝子の

多型を調査し、さらに成長関連

遺伝子について一日平均増体重

との関係を明らかにしたことは

評価でき、改良増殖目標に掲げ

る指標の改良に有効であると考

えることから、計画を上回る成

果が得られたものとして、「A」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ア-（エ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ア 有用形質関連遺伝子等の解析 （エ）鶏 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 

（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（エ）鶏 
軍鶏系種における羽

色と遺伝子情報との

関連性について、概

ね２，０００羽のデ

ータを用いて調査・

解析し、好ましくな

い遺伝子型を探索す

るとともに、経済形

質との関連を検討す

る。 

（エ）鶏 
約４００羽の

軍鶏系種サンプ

ルとその羽色情

報を収集し、羽色

遺伝子型を解析

する。また、経済

形質のデータを

収集し、遺伝子型

との関連を検討

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
鶏の羽色について、軍鶏系種８３４系統４

９３羽のサンプルを収集し、４９３羽を含む

集団の羽色パターンを確認した。そのうち二

次選抜された４７５羽について、黒色、赤褐

色羽装に関わる遺伝子を調査した。その結

果、８３４系統は２タイプの遺伝子型組み合

わせで構成されていることを確認した。ま

た、これらの遺伝子型と経済形質との関連を

調べたところ、経済形質に影響を与えないこ

とを確認した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
軍鶏系種８３４系統４９３羽の血液サンプルを収集し、

４９３羽を含む集団のふ化時の羽色パターンを確認し、そ

のうち二次選抜された４７５羽について、羽色遺伝子型を

解析するためにＤＮＡを抽出した。経済形質として、雌雄

の６週齢時体重、雌の３１～３５週齢時産卵率データを収

集した。黒色、赤褐色羽装に影響を与えるＭＣ１Ｒ遺伝子

は、地鶏固有の羽色を発現させるために重要な遺伝子の一

つであり、ＭＣ１Ｒ遺伝子の４か所の一塩基多型の組み合

わせ（ハプロタイプ）について、４７５羽を調査した結果、

２つのハプロタイプで構成されていることを確認した。ま

た、これらのハプロタイプと経済形質との関連を調べたと

ころ、経済形質に影響を与えないことを確認した。 

評定 B 
＜評定に至った理由

＞ 
 計画どおり取組が

実施され、自己評価書

の「B」との評価結果

が妥当であると確認

できたため「B」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

  

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
サンプル収

集数 
約 400 羽の

サンプル 
  

479 羽 
 
540 羽 

 
493 羽 

   予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 イ 食肉の食味に関する客観的評価手法の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 食肉の食味に関する客観的評価手

法の開発 
多様化する消費者のニーズに対応し

たおいしい食肉を生産するため、新た

なおいしさの指標の検討と、簡易な分

析方法の開発により、家畜の選抜への

利用に向けて取り組む。また、輸出拡大

の観点を踏まえ、外国人の黒毛和牛肉

に対する嗜好性に関連する調査を行

い、今後の輸出拡大先として最も期待

される欧米人の味覚も意識した官能評

価を実施する。 
〈以下略〉 
 
 
 
 
 
 
 

イ 食肉の食味に関す

る客観的評価手法の開

発 
 多様化する消費者の

ニーズに対応した家畜

改良やおいしい食肉生

産を推進するため、第

３期中期目標期間にお

ける取組を踏まえつ

つ、新たなおいしさの

指標の家畜の選抜への

利用や、輸出拡大に向

けた外国人の黒毛和牛

肉に対する嗜好性を把

握するため、次の取組

を行う。 

イ 食肉の食味に

関する客観的評価

手法の開発 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△新たな食肉のおいしさの指標の

検討等  2/2(B) 
△外国人の黒毛和種牛肉に対する

嗜好性に関連する調査            

3/2(A) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×

２Ｐ） 
合計：５Ｐ 
５Ｐ／４Ｐ＝１.２５ 
（１２．５／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目であ

る微項目の合計点が B 評定の判定基

準内(満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：４点=(2 点×２) 
４点／4 点= 1.0 
△新たな食肉のおいしさの指標の検討等 

2 点(B) 
△外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性

に関連する調査                           
2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-イ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 イ 食肉の食味に関する客観的評価手法の開発 

（ア）新たな食肉のおいしさの指標の検討等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価 業務実績 自己評価 
  （ア）新たな食肉のおい

しさの指標の検討等 
食味に関連する官能評

価と理化学分析の関連

性について、特に風味を

重視して調査し、新たな

おいしさの指標に関す

る検討を行うとともに、

食肉成分の簡易測定装

置を用いた調査を行い、

食肉のおいしさに関連

する簡易な分析方法を

開発する。これらの結果

を踏まえ、家畜の選抜へ

の利用について検討す

る。 

（ア）新たな食肉のおい

しさの指標の検討等 
食味に関連する官能

評価を実施するととも

に、食味に関与する理化

学分析項目の調査を行

い、食味に関連する評価

指標を検討する。 
また、食味に関連する

簡易な分析方法を開発

するため、食肉成分の簡

易測定装置による測定

値と官能評価及び理化

学分析との関連性を調

査する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務

の廃止を含めた

抜本的な改善が

必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
牛肉においては、香気成分を含

む理化学分析項目と官能評価結果

との関連性を調査した。豚肉にお

いては、平成２８年度に確立した、

筋肉と皮下脂肪を２：１の割合で

混合しミンチ状にするサンプル調

製方法に基づいて官能評価を実施

し、理化学分析項目との関連性を

調査した。鶏肉においても風味を

重視した官能評価結果と理化学分

析項目との関連性を調査した。 

 また、食味成分の簡易測定装置

による測定値と官能評価値及び理

化学分析値との解析を行い、牛肉

及び豚肉の粗脂肪等の成分で、高

い相関係数が得られた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 牛肉については、香気成分と官能特性との関連性を調査した結果、和牛香とされる「甘い香り」にはケトン類

及びアルコール類が、また「脂っぽい香り」にはケトン類及びラクトン類の関与が示唆された。また、「うま味」

にはジペプチドである「アンセリン」及び核酸関連物質である「イノシン酸」の関与が示唆された。 
簡易な分析方法の開発に向けては、食味成分の簡易測定装置による測定値と官能評価値との相関を検討し、一般

成分について高い相関係数が得られ（水分０．８４、粗脂肪０．８４、粗タンパク質０．８２）、近赤外分光法に

より推定できることが示された。 
② 豚肉については、風味における皮下脂肪の影響を考慮するため、筋肉と皮下脂肪を２：１の割合で混合し、食

感の影響の排除及び均一性の保持のために形状をミンチ状にするサンプル調製方法を平成２８年度に確立した。

その手法を用いて、平成３０年度は各風味と理化学分析値との関連性を調査した。その結果、「甘い」については

核酸関連物質や脂肪酸が、「酸化臭」については脂肪酸が関与することが示唆された。 
簡易な分析方法の開発に向けては、食味成分の簡易測定装置による測定値と官能評価値との相関を検討し、粗脂

肪含量については、高い相関係数（０．９１）が得られ、脂肪交雑の判定に実用可能であることが示された。 
③ 鶏肉については、平成３０年度は幅広い鶏種を用いて食味の指標について検討を行った。その結果、「やわら

かさ」及び「多汁性」においては一般成分及び加熱損失が指標として挙げられた。また、「うま味」についてはイ

ノシン酸が指標として挙げられた。 

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 

計画どおり

取組が実施さ

れ、自己評価

書の「B」との

評価結果が妥

当であると確

認できたため

「B」評定とし

た。 

 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-イ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 イ 食肉の食味に関する客観的評価手法の開発 

（イ）外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性に関連する調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

 

 
４．その他参考情報 
＜有識者からの意見＞ 
 成果を踏まえて具体的な提案をすることで A 評価としてよいと思う。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期

目標 
中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （イ）外国人

の黒毛和種

牛肉に対す

る嗜好性に

関連する調

査 
欧 米 人 等

の外国人の

黒毛和牛肉

に対する嗜

好性の調査

及び官能評

価を実施し、

早期にとり

まとめを行

う。 

（イ）外国人の

黒毛和種牛肉

に対する嗜好

性に関連する

調査 
欧米人等の

外国人の黒毛

和種牛肉に対

する嗜好性を

調査するとと

もに、外国人を

評価者とした

官能評価を実

施し、調査結果

を取りまとめ

る。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務

の廃止を含めた

抜本的な改善が

必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和牛肉の輸出拡大戦略に

寄与するために、平成２８年度に

確定させた外国人を対象とした

嗜好性調査及び官能評価の手法

に基づき、嗜好性調査及び官能評

価を実施した。調査は外国人が多

く集まった第２回”日本の食品”

輸出ＥＸＰＯ及びＦＯＯＤＥＸ 

ＪＡＰＡＮ２０１９において計

画通り実施し、合計６３９名の嗜

好性データを収集し、計画以上の

成果が得られた。平成２８年度か

らの合計１，４７７名の嗜好性デ

ータについて調査結果を取りま

とめた。 

 

＜評定と根拠＞ 

「Ａ」 

 

① 本調査研究の目的は、黒毛和牛肉の輸出拡大戦略に寄与するために、外国人の黒毛和種牛肉に対する嗜好性データベ

ースを作成することである。このため、平成２８年度に確定させた外国人を対象とした嗜好性調査及び官能評価の手法に

基づき、平成３０年度は可能な限り多くの嗜好性データを収集した。 

② 嗜好型官能評価で提供する牛肉の調理方法は焼肉の薄切り（６×４×０．２５ｃｍ）とし、一人の評価者に対して焼

肉の薄切りを２枚提供し、アンケートに回答してもらう手法とした。本調査では、黒毛和牛肉の特徴の一つである和牛香

に焦点をあて、試食した黒毛和牛肉に近い香りとして和牛香への寄与が示唆されている香気成分を含むミルク、ココナッ

ツ、トウモロコシ及びバターのいずれかを選択した人は、和牛香を識別できたと判断することとした。次に、試食肉を好

むか好まないか、またその理由を調査することによって、和牛香を識別し、和牛香を含む「風味」を好みの理由として回

答する者が多い国には、和牛香を販売ツールの一つとして利用できるものと考え、和牛香を識別しない又は「やわらかさ」

や「ジューシーさ」を好みの理由として回答する者が多い国には、脂肪交雑を販売ツールとして利用できるものと考えた。

さらに、各国の牛肉の脂肪交雑割合及び頻繁に食べる牛肉料理を調査し、黒毛和牛肉において同程度の脂肪交雑を有する

ロース以外の需要の拡大に有益な情報を収集することとした。 

③ ３０年度は、第２回”日本の食”輸出ＥＸＰＯ（平成３０年１０月）において２２４名及びＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡ

Ｎ２０１８（平成３１年３月）において４１５名の嗜好性データを収集した。また、平成２８年度からのデータを合わせ

て合計１４７７名の嗜好性データについて、結果を取りまとめた。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、かな

り多くの嗜好性データを取り、その

結果を取りまとめ、外国人の黒毛和

種牛肉は、ほとんどの国でとても高

く、好ましいと感じる和牛の食味の

特性は、欧米とアジアで異なること

が分かったことは評価できるが、昨

年の結果を検証したものであり、輸

出戦略の推進に寄与する新たな成果

があったとは言えず、計画を上回っ

た成果が得られたとは言い難いこと

から、「B」評定とした。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ウ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ウ 豚の胚移植技術の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ウ 豚の胚移植技術の

開発 
豚の改良を効率的に

進める上では、疾病リス

クを低減するため、胚を

利用した優良種畜等の

産子生産が望ましいが、

生産現場ではその技術

が確立されていないこ

とから、生産現場でも利

用可能な豚胚のガラス

化保存技術等を活用し

た胚移植技術等の開発

に取り組む。 
〈以下略〉 
 
 

ウ 豚の胚移植技術

の開発 
 豚の改良を効率的

に進める上で有効な

疾病リスクを低減し

た優良種豚等の産子

生産を実現するた

め、生産現場でも利

用可能な豚胚のガラ

ス化保存技術等を活

用した胚移植技術等

の確立に向けて、次

の取組を行う。 

ウ 豚の胚移植技術の開

発 
指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１

点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

〈主要な業務実績〉 
△ガラス化胚の融解方法の調査・検

討   4/2(S) 
△非外科的移植器具の試作・調査     

4/2(S) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×２

Ｐ） 
合計：８Ｐ 
８Ｐ／４Ｐ＝２.０ 
（２０／１０） 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評価項目である微

項目の合計点が A 評定の判定基準内(満点

×１２/１０≦合計点)であったため。 
 満点：４点（微項目 2×2 点） 
 合計点：8 点 =(4 点×2) 
8 点／4 点= 2.0 
 
△ガラス化胚の融解方法の調査・検討 4 点(S) 
△非外科的移植器具の試作・調査      4 点(S) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ウ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ウ 豚の胚移植技術の開発 

（ア）ガラス化胚の融解方法の調査・検討 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （ア）ガラス化

胚の融解方法

の調査・検討 
生産現場で

も利用可能な

豚胚のガラス

化保存技術を

開発し、当該技

術の利用によ

り豚を生産す

る。 

（ア）ガラス化

胚の融解方法

の調査・検討 
平成２９年

度に有効性が

明らかになっ

た融解条件を

基に、引き続き

ガラス化胚の

融解条件の検

討を外科的移

植試験により

行い、受胎性を

調査する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務

の廃止を含めた

抜本的な改善が

必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 

平成２９年度は保温した融解液が入ったシリンジ内に胚スティックを差し

込み融解した後に外科移植を行った結果、受胎率８０％及び早期胚死滅率１

２．５％を得て、融解液の保温の有効性が示された。また、胚スティックの本

数が増えた際の融解液量の違いによる胚発生への影響を調査するため、胚ステ

ィック１～３本を融解液１．５ｍｌ及び３ｍｌが入ったシリンジ内に挿入して

融解し培養試験を行った。その結果、差し込む胚スティックの本数が２本及び

３本では融解液量１．５ｍｌよりも３ｍｌが生存率等が良好であり、胚スティ

ック３本だと融解液量３ｍｌであっても生存細胞数が少ない傾向であること

を明らかにした。そこで、３０年度は簡易法における胚スティックの本数の繁

殖成績への影響を外科移植で調査した。３ｍｌの融解液が入ったシリンジを３

９℃に保温し、試験区１はシリンジ１本に胚スティックを２本、試験区２はシ

リンジ１本に胚スティックを３本、試験区３はシリンジ２本に胚スティックを

１本及び２本を差し込み融解した胚を外科移植することにより、受胎率７２．

７％、６０．０％及び８０．０％を得た。以上の結果より、簡易法において胚

スティック３本までの使用で高い受胎率が得られ、豚の胚移植技術の開発に求

められる受胎率５０％を大幅に上回る結果となり、マニュアルの作成に寄与し

たことから、計画を大きく上回り、優れた成果が得られた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｓ」 

 
生体による豚の種畜供給は、疾病の伝播や馴致の失敗といったリスクを伴う。

これらリスクの低減には胚による供給が有効である。家畜改良センターはＭＶ

ＡＣ法による胚のガラス化法を開発し、高い受胎率を達成した。しかし、多くの

生産現場に実験室はなく、顕微鏡下でガラス化豚胚の融解を行うことは難しい。

そこで、３９℃に保温した融解液３ｍｌを入れたシリンジにガラス化豚胚を載

せた胚スティックを直接差し込むだけで融解を行う簡易法を開発した。平成３

０年度は簡易法におけるシリンジに差し込む胚スティックの本数による繁殖成

績の影響について外科移植により調査した。その結果、受胎率はシリンジ１本に

胚スティック２本を差し込む試験区１、シリンジ１本に胚スティック３本を差

し込む試験区２、シリンジ２本に胚スティック１本及び２本を差し込む試験区

３で各々７２．７％（８／１１）、６０．０％（３／５）、８０．０％（４／５）

であり、各試験区間に有意差は見られなかった。このことから、簡易法において

胚スティック３本までの使用で高い受胎率が得られることが明らかとなった。 

評定 S 
＜評定に至った理由＞ 
 豚の胚移植を推進する上

で、ガラス化デバイスの本

数と融解液量等の関係を明

らかにしたことは技術的な

改善を示す成果で有り、こ

れまで継続的に実施してき

たことが今回成果として結

実したものである。さらに

２年前倒ししてマニュアル

作成を可能にしたことは、

計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られたもの

として「S」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-ウ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 ウ 豚の胚移植技術の開発 

（イ）非外科的移植器具の試作・調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣に

よる評価 業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（イ）非外科的

移 植 器 具 の 試

作・調査 
融解後の胚の

非外科的移植技

術を開発し、当

該技術により豚

を生産する。 

（イ）非外科

的移植器具

の試作・調査 
平 成 ２ ９

年度までに

得られた豚

胚のガラス

化融解技術

と非外科的

移植技術を

組み合わせ

て移植試験

を行い、受胎

性及び分娩

成績を調査

する。 

Ｓ：計画を大きく

上回り、かつ顕

著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る

成 果 が 得 ら れ

た。 
Ｂ：計画どおり順

調 に 実 施 さ れ

た。 
Ｃ：計画どおり実

施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実

施されず当該業

務の廃止を含め

た抜本的な改善

が必要と認めら

れる。 

＜主要な業務実績＞ 

経産豚と比較して子宮頸管が狭く、従来の移植器具では挿入が困難な未

経産豚にも利用可能で、移植操作が簡単な子宮体部非外科移植器具を平成

２９年度に完成させ、特許を出願した。平成３０年度はこの移植器具を用

い、現場でガラス化豚胚を融解する方法（調査研究課題：「現場で融解で

きるガラス化豚胚の実用的移植の検討」において開発した、胚スティック

１本に乗った胚を融解して移植に用いる方法）を組み合わせた移植試験を

行い、受胎性を調査することにより現場でガラス化豚胚の融解から移植ま

で行う技術体系の有効性を検証することを目的とした。開発移植器具及び

現場でガラス化豚胚を融解する方法を用いた６頭の未経産受胚豚へのガ

ラス化豚胚の移植を行った結果、５０％の受胎率及び正常な産子が得られ

たことにより当技術体系の有効性を実証した。 

また、宮崎牧場における実証試験として、豚舎内における無麻酔の供試

豚を用いた同様の移植試験を４頭実施した結果、１頭の受胚豚より５頭の

産子が得られたことから、養豚の生産現場とほぼ同じ環境下でも当技術体

系を適用できる可能性が示唆された。 

さらに、これまでの成果を取りまとめ、養豚農場内でも利用可能なガラ

ス化豚胚の非外科移植技術ととして、一体的にマニュアルを作成するな

ど、計画を大きく上回り、優れた成果が得られた。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｓ」 

  

① 家畜改良センターで開発したＭｉｃｒｏ Ｖｏｌｕｍｅ Ａｉｒ Ｃｏｏｌｉｎｇ（ＭＶＡＣ）法でガラス化保存した豚胚は、外科的移植において高い受胎率が得られるようになったことから、

開腹手術が実施できる機関へ優良種豚生産のためにガラス化豚胚の供給を開始した。しかし、開腹手術が可能な機関は限定されるため、生産現場で胚移植を行うためには、開腹手術を伴わない非外科

的移植によるガラス化豚胚の移植が必須となる。そのため、子宮深部胚移植用のカテーテルを用いたガラス化豚胚の非外科的移植が試みられているが、移植器具の子宮頸管及び子宮深部への挿入が難

しいことから、受胚豚は分娩経験により子宮頸管の狭窄が少ない経産豚に限られ、また、受胎成績も改善が必要なレベルにあるといった課題が残されていた。 

② 平成２７年度までの試験で子宮の浅部である子宮体部に熟練術者が胚を非外科的移植することにより、子豚が得られることを実証した。そこで、ＭＶＡＣ法でガラス化保存した豚胚を、経産豚と

比較して頸管が狭く、従来の移植器具では挿入が困難な未経産豚にも容易かつ確実に非外科的移植を行える子宮体部移植用器具の開発に取り組み、平成２９年度に民間畜産資材業者とともに子宮体

部非外科移植器具を完成させ、特許を出願した。 

③ 平成３０年度は、養豚の生産現場でも簡易にガラス化豚胚を融解できる方法（調査研究課題：「現場で融解できるガラス化豚胚の実用的移植の検討」において開発した、胚スティック１本に乗っ

た胚を融解して移植に用いる方法）と開発移植器具による子宮体部非外科移植を組み合わせた移植試験を行い、受胎性を調査することにより現場でガラス化豚胚の融解から移植まで行う技術体系の

有効性を検証することを目的とした。開発移植器具及び現場でガラス化豚胚を融解する方法を用いて６頭の未経産受胚豚へ移植を実施した結果、５０％の受胎率及び正常な産子が得られたことによ

り当技術体系の有効性を実証した。 

 また、宮崎牧場における実証試験として、豚舎内における無麻酔の供試豚を用いた同様の移植試験を４頭実施した結果、１頭の受胚豚より５頭の産子が得られたことから、養豚の生産現場とほぼ同

じ環境下でも当技術体系を適用できる可能性が示唆された。 

 さらに、移植に要する時間は平均１０分以内であり、短時間で移植作業を行えることを実証した。 

 今後、当技術体系をより実施しやすい技術とするため、胚スティック２本に乗ったガラス化豚胚を簡易なガラス化胚融解法（平成３０年度調査研究課題：「現場で融解できるガラス化豚胚の実用的

移植の検討」において有効性を確認した方法）を用いて子宮体部非外科移植を行うとともに、現場で簡単に実施できる供試豚の保定方法を検討する。 

評定 S 
＜評定に至っ

た理由＞ 
非外科的移植を推

進する上で、養豚農

家内でガラス化保存

胚を簡便に融解及び

移植できる実用性に

優れた技術を開発し

た。このことは、こ

れまで継続的に実施

してきた取組の成果

であり、さらに、２

年前倒ししてマニュ

アルを作成したこと

は、計画を大きく上

回り、かつ顕著な成

果がえられたものと

して「S」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
＜有識者からの意見＞ S 評価でよいと考えるが、受胎率は上がっているもののエンブリオに対する子豚の生産効率からいえばまだ３割であることから、「ただし、今後の子豚の生産効率についてさらに

向上を目指す」というような文言を入れた方がよいと思う。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度

計画 
主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の

開発 
家畜改良増殖目標に掲げる肉用牛の肥

育期間の短縮や飼料利用性の向上の実現

に資するため、肉用牛生産の飼養管理技術

の高度化等により、早期に十分な体重に達

し、現状と同程度の脂肪交雑が入る黒毛和

種における短期肥育技術等の開発に取り

組む。その際、短期肥育に向けた飼養技術

の改善、１年１産の実現に向けた子牛の早

期離乳プログラムの開発に取り組み、肥育

期間短縮による牛肉の生産コスト低減を

実証するとともに、肉質の特性評価を行

い、消費者や食肉流通業者の短期肥育に対

する理解醸成のための情報提供を行う。 
〈以下略〉 
 

エ 黒毛和種

における短期

肥育技術等の

開発 
早期に十分

な 体 重 に 達

し、現状と同

程度の脂肪交

雑が入る黒毛

和種における

短期肥育技術

等の開発に取

り組むととも

に、当該技術

の普及を図る

ため、次の取

組を行う。 

エ 黒

毛和種

におけ

る短期

肥育技

術等の

開発 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の点

数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△短期肥育技術の開発          2/2(B) 
△子牛の早期離乳プログラムの開発    3/2(A) 
△短期肥育による牛肉の生産コスト低減の実証  

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（微項目

３×２Ｐ） 
合計：７Ｐ 
７Ｐ／６Ｐ＝１ .
１６ 
（１１．６／１０） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 以下のとおり、下位の評価項目である微

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０)であっ

たため。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：7 点 =(3 点×1＋2 点×2) 
7 点／6 点= 1.16 
 
△短期肥育技術の開発 2 点(B) 
△子牛の早期離乳プログラムの開発       

3 点(A) 
△短期肥育による牛肉の生産コスト低減の実証   

2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

（ア）短期肥育技術の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価 
業務実績 自己評価 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ア）短期肥育技術

の開発 
 短期肥育に向け

た飼養技術の改善

を行い、平成３２年

度末までに出荷月

齢２４～２６か月

齢において、枝肉重

量を概ね４８０kg
以上とする短期肥

育技術を開発する。

また、肉質の特性評

価を行い、消費者や

食肉流通業者の短

期肥育に対する理

解醸成のための情

報提供を行う。 

（ア）短期肥育技術

の開発 
短期肥育技術を

開発するため、肥育

期の飼料摂取量、発

育性及び産肉性を

調査するとともに、

牛肉の理化学特性

及び官能特性を調

査する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善が必要と

認められる。  

＜主要な業

務実績＞ 
短期肥育

技術を開発

するため、

肥育期の飼

料摂取量、

発育性及び

産肉性を調

査し、さら

に肉質の特

性評価を行

い、その結

果を取りま

とめた。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 平成２７年に改訂された家畜改良増殖目標では、１０年後の目標出荷月齢を２４～２６ヶ月に短縮する事としている

が、現時点でも肥育期間は２９～３０ヶ月の慣行肥育が多勢を占めている。一方、子牛価格が高騰する中、飼料コスト低減

のため肥育期間を短縮する技術は強く求められている事から、本中期計画ではそれを高ＴＤＮ給与により実現させる試み

を行う事としている。 
② 前年度から継続する、哺育期間中における哺乳期間および哺乳量の違いを検討する試験（試験１及び２）について、す

べての対象牛の出荷を終えた。これらについて、肥育期の飼料摂取量、発育性及び産肉性を調査するとともに、牛肉の理化

学特性及び官能特性を調査した。 
③ 同じく前年度から継続する黒毛和種３系統（田尻、藤良及び気高）の比較試験について肥育を実施（試験４）し、飼料

摂取量及び発育性を調査した。 
④ 試験１及び２では、期間を通して生時体重の差が維持される形で増体が推移し、哺乳の期間並びに量の差による発育

性への有意な効果は認められなかった。一方、枝肉成績は慣行区の肉質が優れており、また牛肉理化学特性についても短期

区と慣行区で有意差が見られた項目もあったが、官能評価の結果では両区に有意な差は認められなかった。 
⑤ 試験４の牛群については肥育を継続中であり、今のところ事故等は発生しておらず、本年度中に 3 頭を出荷した（短

期区）。短期区では１６～１７ヶ月齢で食い止まる牛が多く見られ、血清生化学分析の値も同時期に試験区間で有意な差が

確認された。 

評定 B 
＜評定に至っ

た理由＞ 
計画どおり

取組が実施さ

れ、自己評価

書の「B」との

評価結果が妥

当であると確

認できたため

「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

（イ）子牛の早期離乳プログラムの開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（イ）子牛の

早期離乳プロ

グラムの開発 
１年１産の

実現に向けた

子牛の飼養技

術の改善を行

い、平成３２

年度末までに

８か月齢時の

体重を概ね２

７０kg 以上と

する子牛の早

期離乳プログ

ラムを開発す

る。 

（イ）子牛の

早期離乳プロ

グラムの開発 
子牛の早期

離乳プログラ

ムを開発する

ため、哺乳期

及び育成期に

おける飼料の

給与量と子牛

の発育性を調

査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
子牛の早期離乳プログラムを開発

するため、哺乳期の飼養管理が育成

期の発育に及ぼす影響を調査した。

生時体重に応じた哺乳プログラムの

検討として、昨年度から継続して生

時体重の小さい個体群に通常濃度の

約１．４倍の代用乳を給与した場合

の育成終了までの発育性を調査した

ほか、手やりの人工哺育を想定した、

通常濃度の１．５倍の代用乳を６Ｌ

給与する哺育試験、並びに育成期で

の増体を期待したバイパス蛋白質飼

料給与試験を新たに計画して追加

し、実施した。その結果、バイパス

蛋白質飼料給与については育成期の

増体への効果が示唆された。       

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① 平成２９年度に引き続き、生時体重の小さい個体群に通常濃度の約１．４倍の代用乳を給与し、育成を終え

るまで飼養し、発育性について調査を実施した。その結果、体重には有意な差は認められないものの、測定終了

まで生時体重の差は縮まらないまま推移した。一方ＤＧ（日増体重）については差が徐々に縮まり、８ヶ月齢時

点でほぼ同一となった。濃度の高いミルクを給与していた群のＤＧは期間を通して１．０付近で安定しており、

ミルク給与の一定の効果が見られた可能性が考えられた。  

②  小規模な和牛繁殖農家でも対応可能なレベルの、手やりでの人工哺育を想定し、通常の１．５倍濃度のミル

クを７０日間給与する新たな試験を実施した。本年度は通常濃度である１７０ｇ／Ｌ、並びにその１．５倍濃度

となる２５５ｇ／Ｌをそれぞれ６Ｌ給与する試験区に５頭ずつ試験牛を確保し、哺乳を開始した。 

③ 育成期における増体を期待し、バイパス蛋白質飼料であるソイパスを給与する試験を新たに計画し、取り組

むこととした。本年度はソイパスを給与する区に６頭の育成牛を揃え、そのうち正確な採食量の測定が出来た５

頭のデータについて、昨年度同時期に同月齢で飼養されていた５頭の育成牛の発育データと比較し、給与効果の

検証を行った。その結果体重は期間を通して試験区間に差は見られなかったが、ＤＧについてはソイパスを給与

した区で１．０付近で安定して推移しており、育成期の増体への効果が示唆された。 

評定 A 
＜評定に至った理由

＞ 
 計画どおり取組を

実施した上で、哺乳

量等の違いに加え、

新たにバイパス蛋白

質飼料を用いた飼料

給与方法を実施し、

育成期の増体への効

果が示唆されたこと

は、計画を上回る成

果が得られたものと

して、「A」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-エ-（ウ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 エ 黒毛和種における短期肥育技術等の開発 

（ウ）短期肥育による牛肉の生産コスト低減の実証 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ウ）短期肥育によ

る牛肉の生産コスト

低減の実証 
出荷月齢２４～２

６か月齢とした場合

の肥育期間の短縮に

よる牛肉の生産コス

トを調査し、一般的

な肥育方法に比べて

生産費が低減される

ことを実証する。 

（ウ）短期肥育によ

る牛肉の生産コスト

低減の実証 
平成２８年度に検

討した肥育試験にお

ける評価調査項目に

関するデータを収集

するとともに、短期

肥育により得られた

牛肉の生産コスト等

について調査する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
平成２８年度に検討した肥育試験にお

ける評価調査項目に関するデータを収集

するとともに、本年度は哺育、育成及び肥

育のすべてのステージで給与した飼料デ

ータを収集して飼料費を算出し、出荷が終

了した調査牛のデータを用いて、短期肥育

における収益性について試算した結果、慣

行肥育に対して約１０％の増収効果を確

認した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
出荷がすべて終了した試験区の調査牛につい

て、哺育、育成及び肥育期間中の飼料摂取量を取

りまとめて飼料費を算出した。一方、仙台中央食

肉卸売市場が公表する枝肉データを用い、各調査

牛の出荷月における格付け毎のキロ単価の平均値

を算出し、枝肉参考価格として利用した。これら

を用いて短期肥育における収益性について試算し

た結果、慣行肥育に対して約１０％の増収効果を

確認した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が

妥当であると確認でき

たため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-オ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 オ 放射性セシウム低減技術等の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標  基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
     業務実績 自己評価 
 オ 放射性セシウム低減技術等の開発 

東京電力福島第一原子力発電所事故に

より影響を受けた被災地の畜産の復興を

支援するため、大学等の関係機関と連携

を図りつつ、放射性セシウムの低減技術

等の開発に取り組む。その際、飼養実態に

即した清浄な飼料による「飼い直し」期間

の設定や放射性セシウムを吸収しにくい

牧草の調査に取り組む。 
〈略〉 

 
 
 

 
 

オ 放射性セシ

ウム低減技充等

の開発 
東京電力福島

第一原子力発電

所事故により影

響を受けた被災

地の畜産の復興

を支援するため、

次の取組を行う。 

オ 放射性セ

シウム低減技

術等の開発 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１

２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８

/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

△放射性セシウムの移行・吸収調査         

3/2(A) 
△放射性セシウムを吸収しにくい牧草

の探索・調査  2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×

２Ｐ） 
合計：５Ｐ 
５Ｐ／４Ｐ＝１２．５ 
（１２．５／１０） 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である微項目の合計点が A 評定

の判定基準内(満点×１２/１０≦合

計点)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：5 点=(3 点×1＋2 点×1) 
5 点／4 点= 1.25 
△放射性セシウムの移行・吸収調査 

   3 点(A) 
△放射性セシウムを吸収しにくい牧

草の探索・調査     2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-オ-（ア） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 オ 放射性セシウム低減技術等の開発 （ア）放射性セシウムの移行・吸収調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ア）放射性

セシウムの移

行・吸収調査 
牧草から家

畜（肉用牛）へ

の放射性セシ

ウムの移行・

吸収動態を調

査し、牛生体

内の放射性セ

シウムの減衰

期 間 に 基 づ

く、適切な「飼

い直し」期間

を設定する。 

（ア）放射性セシ

ウムの移行・吸収

調査 
放射性セシウ

ムに汚染された

飼料の給与によ

る放射性セシウ

ムの移行・吸収動

態を調査すると

ともに、清浄飼料

の給与による牛

生体内の放射性

セシウムの減衰

期間を検討する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善が必

要と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
放射性セシウムに汚染され

た飼料の給与による放射性セ

シウムの移行・吸収動態を調査

するため、放射性セシウムと科

学的に同じ元素であり牛体内

で同様の動態をする非放射性

の安定セシウムを投与した後、

牛体内の安定セシウムの減衰

状況について調査した。その結

果、血液、尿、筋肉及び臓器の

減衰データとこれらの関連に

ついて知見が得られ、分析結果

から安定セシウムの牛体内で

の生物学的半減期が従来の６

０日程度から新たに３０日程

度と推定され、飼い直し期間が

これまでよりも短縮する可能

性が示唆されるなど、計画を上

回り、優れた成果が得られた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① 牛肉中に分布した放射性物質は、清浄な飼料に切り替えて飼い直しを行えば、徐々に排泄され

ていき、濃度も減少していく。放射性セシウムの場合、牛肉の生物学的半減期は６０日程度といわ

れている。しかしながら、清浄な飼料を給与後の牛体内の減衰に関する正確なデータがないため、

生物学的半減期を長めに設定し、清浄飼料での飼い直しを実施している現状がある。そこで、飼い

直し期間の短縮による畜産農家の負担軽減を目的とし、我が国の飼養実態に即したより精度の高

い合理的な放射性セシウムの生物学的半減期を設定するための科学的知見の収集・蓄積を行った。 

② 肉用牛（黒毛和種）雌牛１０頭に対し清浄飼料での飼い直しによるセシウムの生体内の移行・

吸収動態及び減衰状況を確認するため、放射性セシウムと科学的に同じ元素である放射線を放出

しない安定同位体セシウム(塩化セシウム：ＣｓＣｌ）を供試牛に投与し、飼い直し期間中の血液、

尿、糞並びに解体時の筋肉（咬筋、最長筋、大腰筋、大腿筋、ネック）及び臓器（心臓、肝臓、腎

臓）のサンプルを採取した。 

③ 採取したサンプルは、北里大学（共同研究機関）においてセシウムの測定・分析を実施した。 

④ 血液、尿、筋肉及び臓器の総合的な分析結果より、新たに血液、尿、筋肉及び臓器の減衰デー

タとこれらの関連について知見が得られ、分析結果から牛体内での安定セシウムの生物学的半減

期はおよそ３０日と推定され、飼い直し期間の短縮の可能性が示唆された。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
生体内の塩化セシウ

ムの減衰状況について

調査し、新たに血液、

尿、筋肉及び臓器の減

衰データとこれらの関

連について知見が得ら

れ、分析結果から飼い

直し期間がこれまでよ

りも短縮できる可能性

が示唆されたことは、

これまで継続してきた

取組が今回成果として

結実したものであり、

計画を上回る成果が得

られたものとして、「A」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（１）-オ-（イ） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （１）調査研究 オ 放射性セシウム低減技術等の開発 （イ）放射性セシウムを吸収しにくい牧草の探索・調査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 
  （イ）放射性

セシウムを吸

収しにくい牧

草の探索・調

査 
福島県にお

いて栽培可能

な牧草を栽培

し、放射性セ

シウムを吸収

しにくい牧草

の探索やその

特性の調査に

取り組む。 

（イ）放射性

セシウムを吸

収しにくい牧

草の検索・調

査 
小規模の実

験ほ場を利用

して放射性セ

シウムを吸収

しにくい草種

を探索すると

ともに、当該

草種を用いて

実際の飼料生

産を想定した

規模でのほ場

試験を開始す

る。 

Ｓ：計画を大きく

上回り、かつ顕

著な成果が得

られた。 
Ａ：計画を上回る

成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順

調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実

施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実

施されず当該

業務の廃止を

含めた抜本的

な改善が必要

と認められる。 
  

＜主要な業務実績＞ 
小規模の実験ほ場を利用し、

福島県において栽培可能な放射

性セシウムを吸収しにくい草種

を探索するため、イネ科牧草８

草種１５品種について造成後２

年目の牧草中放射性セシウム濃

度及び土壌から牧草への放射性

セシウムの移行を調査し、トー

ルフェスクのウシブエが造成後

２年目の調査においても放射性

セシウムを吸収しにくい特性が

あることを認めるとともに、当

該草種を用いて実際の飼料生産

を想定した規模でのほ場試験を

開始するため、カリ増肥による

効果の検証のための試験ほ場を

２０ａ、慣行法により生産され

た牧草の特性調査のためのほ場

を３ｈａ造成した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① ほ場の牧草中放射性セシウム低減方法について、適切な耕うん処理を行い、適切なカリウムを施肥することで管理できるとされ

ている。これは、適切な耕うん処理により、放射性セシウムを土壌に封じ込めることで、牧草が吸収できる陽イオン状態の放射性セ

シウム量を減らし、残った放射性セシウムが牧草中に吸収されないようカリウムを添加し、牧草が吸収できる土壌中の陽イオン割合

を放射性セシウム濃度よりもカリウム濃度を高くすることで、誤って放射性セシウムが牧草に吸収されることを防いでいるものであ

る。 

② しかしながら、カリウムを増肥することで、土壌中のミネラルバランスが崩れ、牧草の生育に影響をきたしたり、グラステタニ

ー症や乳熱の恐れもあり、過度なカリウム散布については問題がある。そこで、放射性セシウム吸収割合が低いとされる牧草種品種

を栽培し、放射性セシウムの吸収抑制の違いを実証し、カリウム施肥の低減化を模索するため調査を行った。 

③ 平成３０年度は小規模の実験ほ場を利用したイネ科牧草８草種１５品種について造成後２年目の調査を実施した。その結果、ト

ールフェスクのウシブエは、オーチャードグラス及びチモシー以外の品種間の比較において、牧草中の放射性セシウム濃度及び土壌

から牧草への放射性セシウムの移行係数ともに、２番草及び３番草で他の品種に比べて有意に低いものが多く見られており、造成後

２年目の調査においても放射性セシウムを吸収しにくい特性を認めた。 

④ また、低吸収性品種と高吸収性品種に対するカリ増肥による効果を検証するため、低吸収性品種（ウシブエ）及び高吸収性品種

（まきばたろう）について、それぞれ高カリ施肥区と低カリ施肥区を設定した試験ほ場を２０ａ造成した。 

⑤ さらに、実際の飼料生産を想定した規模での低吸収性牧草の放射性セシウムの吸収性、採草地での生産性、牧草としての利用性

を検討するため、トールフェスクのウシブエの実用規模のほ場を造成した。なお、当初計画では１ｈａの造成計画としていたが、よ

り実際の生産規模に近づけるため、造成面積を３ｈａに拡大した。 

評定 B 
＜評定に至った

理由＞ 
計画どおり取

組が実施され、

自 己 評 価 書 の

「B」との評価結

果が妥当である

と確認できたた

め「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２） 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

（うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  
 （２）講習・指導 

 講習・指導について、研

究機関等で開発された技

術を生産現場に普及する

ため、国、都道府県、団体

等からの依頼に基づき実

施する中央畜産技術研修

会、個別研修、海外技術協

力等の研修について、可

能な限り実施するものと

する。なお、これら研修等

の実施に当たっては、研

修内容の充実に努めるも

のとする。 
〈以下略〉 
 
 
 
 

（２）講習・指導 
研究機関等で開発された技術を

生産現場に普及するため、国、都道

府県、団体等からの依頼に基づき実

施する中央畜産技術研修会、個別研

修、海外技術協力等の研修について

可能な限り実施する。なお、これら

研修等の実施に当たっては、研修内

容の充実に努めるとともに、受講者

が理解し易いよう講師の選定やカ

リキュラムを工夫することなどに

より、講習内容の理解度の向上に努

め、理解度が８０％以上となるよう

取り組む. 
 

（２）講習・指導 
 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１

２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８

/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□中央畜産技術研修会の開

催  2/2(B) 
□ 個 別 研 修 等 の 実 施      

2/2(B) 
□ 海 外 技 術 協 力 の 実 施     

2/2(B) 
   

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（細項目３×２

Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である細項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：6 点（細項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
□中央畜産技術研修会の開催 

2 点(B) 
□個別研修等の実施    2 点(B) 
□海外技術協力の実施   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 ア 中央畜産技術研修会の開催 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
中央畜産技

術研修にお

ける研修内

容の理解度 

 
 
８０％以上 

  
 
  80％ 

 
 

88％ 

 
 
  90％ 

   予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
   ア 中央畜産技術研修会

の開催 
農林水産省が策定した

中央畜産技術研修計画に

基づき中央畜産技術研修

会を開催する。 
なお、研修内容に関する

アンケート調査を実施し、

農林水産省との連携を図

り、研修内容の充実に努め

るとともに、受講者が理解

し易いよう講師の選定や

カリキュラムを工夫する

ことなどにより、講習内容

の理解度の向上に努め、理

解度が８０％以上となる

よう取り組む。 

指標＝研修内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上であ

り、かつ、特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な措

置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省が策定した中央畜産

技術研修計画に基づき中央畜産技

術研修会を２１回開催し、６６５名

が受講した。 

なお、前年度の研修内容に関する

アンケート調査の結果は、農林水産

省で開催する中央畜産技術研修会

推進会議でのカリキュラム検討に

活用され、受講時間延長の要望があ

った研修について日程を増やすな

ど改善を行った。理解度について

は、受講者（聴講生を除く）６１７

名のうち５５４名（９０％）が「よ

く理解」又は「ほぼ理解」と回答し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 農林水産省が策定した中央畜産技術研修計画に

基づき中央畜産技術研修会を２１講座開催し、６６

５名が受講した。 

② 前年度の研修内容に関するアンケート調査の結

果は、農林水産省で開催する中央畜産技術研修会推

進会議でのカリキュラム検討に活用され、受講時間

延長の要望があった研修について日程を増やすなど

改善を行った。理解度については、受講者（聴講生を

除く）６１７名のうち５５４名（９０％）が「よく理

解」又は「ほぼ理解」と回答した。 

③ 希望する受講者に対し、講師の承諾を得た上で

講義に使用した資料をデータで提供した。 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施さ

れ、自己評価書の「B」との

評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 イ 個別研修等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
個別研修に

おける研修

内容の理解

度 

 
 
８０％以上 

  
 

98％ 

 
 

93％ 

 
 

96％ 

   予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 個別研修等の実施 
都道府県、団体等からの依頼

に基づく個別研修等の研修に

ついて、可能な限り実施する。 
なお、これら研修等の実施に

当たっては、研修内容の充実に

努めるとともに、受講者が理解

し易いよう講師の選定やカリ

キュラムを工夫することなど

により、講習内容の理解度の向

上に努め、理解度が８０％以上

となるよう取り組む。 

指標＝研修内容の理解度 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた成

果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な

措置が必要と認められる 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
都道府県、団体等からの依頼に

基づく個別研修について、本所及

び８牧（支）場において実施した。 

なお、研修の初日に研修生の技

術水準を確認し、加えて修期間中

においても理解度を確認し、必要

に応じてカリキュラムを変更す

るなど、研修生の水準に合わせた

研修内容とした結果、研修後の理

解度調査において、研修生１１２

名のうち１０８名（９６％）が「よ

く理解」又は「ほぼ理解」と回答

した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① センターが都道府県、団体等の依頼に

基づいて研修内容の設定等を行い開催する

個別研修については、インターネット等を

通じて関係者への周知を図り、本所及び８

牧（支）場において、３５機関等から依頼の

あった１１２名を対象に実施した。なお、

研修の初日に研修生の技術水準を確認し、

加えて研修期間中においても理解度を確認

し必要に応じてカリキュラムを変更するな

ど、講師を務めるセンター職員が研修生の

水準に合わせた研修内容とした結果、研修

後の理解度調査において、研修生１１２名

のうち１０８名（９６％）が「よく理解」又

は「ほぼ理解」と回答した。 

② このほか、団体等が開催する研修につ

いては、本所及び３牧場において研修施設

の提供等を行い、１７機関９１８名を受け

入れて実施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己

評価書の「B」との評価結果が妥当

であると確認できたため「B」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-５-（２）-ウ 第 1 業務の質の向上 ５ 調査・研究及び講習・指導 （２）講習・指導 ウ 海外技術協力の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
個別研修に

おける研修

内容の理解

度 

 
 
８０％以上 

  
 

100％ 

 
 

100％ 

 
 

100％ 

   予算額（千円） 1,115,258 981,505 1,113,460   

 決算額（千円） 1,043,560 1,019,038 1,032,654   

 経常費用（千円） 1,047,913 1,043,515 1,093,550   

 経常利益（千円） 834,743 923,786 965,886   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 918,035 925,870 976,498   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－５にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 
業務実績 自己評価  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ウ 海外技術協力の実施 
団体等からの依頼に基づく海

外技術協力の研修等について、可

能な限り実施する。 
研修の内容については依頼先

からの要請に基づき対応し実施

する。 
なお、これら研修等の実施に当

たっては、研修内容の充実に努め

るとともに、受講者が理解し易い

よう講師の選定やカリキュラム

を工夫することなどにより、講習

内容の理解度の向上に努め、理解

度が８０％以上となるよう取り

組む。 

指標＝研修内容の理

解度 
Ｓ：計画の１２０％

以上であり、かつ、

特に優れた成果が

認められる 
Ａ：計画の１２０％

以上 
Ｂ：計画の１００％

以上、１２０％未

満 
Ｃ：計画の８０％以

上、１００％未満 
Ｄ：計画の８０％未

満、又は業務運営

の改善等必要な措

置が必要と認めら

れる 
 

＜主要な業務実績＞ 
団体等からの依頼

に基づく海外技術協

力の研修を実施し、

３１名を受け入れ

た。 

なお、研修の内容

は、依頼先からの要

請に基づき対応する

とともに、事前に収

集した研修員の情報

や中間報告会での研

修員の理解に応じカ

リキュラムを工夫し

た結果、理解度につ

いて滞在型の参加者

全員が「よく理解」

と回答した。 

＜評定と根拠＞「Ｂ」 
 
① 本所にて、（独）国際協力機構からの依頼に基づき、キルギス国から９名を受け入れた。 
② 本所にて、（独）国際協力機構からの依頼に基づき、海外からの集団コースとして９名

（シエラレオネ、ミャンマー、南スーダン、ニカラグア、フィリピン、ナミビア、ナイジ

ェリア、インドネシア、ケニア各１名）を受け入れた。なお、同研修は岩手牧場において

も受け入れた。 
③ 本所にて、大阪府立大学及び麻布大学からの依頼に基づき、２名（ミャンマー、スリ

ランカ）を受け入れた。 
④  十勝牧場にて（公社）畜産技術協会からの依頼に基づき、３名（ミャンマー２名、モ

ンゴル１名）の見学を受け入れた。 
⑤  十勝牧場にて（一社）とかち地域活性化支援機構からの依頼に基づき、８名（キュー

バ、コソボ、モルドバ、フィリピン、スリランカ、ウガンダ、ウクライナ、バヌアツ各１

名）を受け入れた。 
⑥ 茨城牧場長野支場にて（公社）青年海外協力協会からの依頼に基づき、青年海外協力

隊の派遣予定者１名（派遣国：ザンビア）を受け入れた。 
⑦ 受入に当たっては、依頼先からの要請に基づいたカリキュラムを作成し、センターの

人材、施設、家畜を活用して実施した。 
⑧  事前に収集した研修員の情報や中間報告会での研修員の理解に応じてカリキュラムを

工夫した結果、理解度について滞在型の参加者全員が「よく理解」と回答した。 
⑨ なお、団体等からの専門家及び調査員の派遣依頼はなかった。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施され、自己評価書の

「B」との評価結果が

妥当であると確認でき

たため「B」評定とし

た。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号、第２号、第３号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 
 ６ 家畜改良増殖法等に基

づく検査 
家畜改良増殖法、種苗法及

びカルタヘナ法に規定する

検査等について、事務実施機

関として中立・公正な立場に

あるセンターが、その有する

家畜の改良増殖、飼料作物種

苗の生産等に関する技術・知

見・人材を活用し、これら検

査等を的確に実施し、法の適

切な執行に貢献する。 
 
 
 
 
 
 

 

６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 ６ 家畜改良増殖法等に基づく

検査 
 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇家畜改良増殖法に基づく

立入検査等   2/2(B) 
◇種苗法に基づく指定種苗

の集取及び検査 2/2(B) 
◇カルタヘナ法に基づく立

入検査等    2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（小項目

３×２Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点

が B 評定の判定基準内(満点

× 8/10≦合計点＜満点×

12/10)であったため。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
◇家畜改良増殖法に基づく立入

検査等       2 点(B) 
◇種苗法に基づく指定種苗の集

取及び検査     2 点(B) 
◇カルタヘナ法に基づく立入検

査等         2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（１） 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号、第２号、第３号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）家畜改良増殖法に

基づく立入検査等 
家畜改良増殖法第３５

条の２第１項の規定に基

づき、同条第２項の農林

水産大臣の指示に従い、

立入り、質問、検査及び収

去を的確に実施する。 
〈以下略〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（１）家畜改良増殖法に基

づく立入検査等 
 家畜改良増殖法第３５

条の２第１項の規定に基

づき、同条第２項の農林水

産大臣の指示に従い、立入

り、質問、検査及び収去が

的確に実施できるよう、立

入検査等の実施に必要な

能力等を有する職員を概

ね２０名確保するととも

に、検査員の確保のための

職員に対する講習を毎年

度、１回以上実施する。 

（１）家畜改良増殖法に基づく立入検

査等 
 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□立入検査等の実施    (－) 
□検査員の確保     2/2(B) 

  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：２Ｐ（細項目

１×２Ｐ） 
合計：２Ｐ 
２Ｐ／２Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の

評価項目である細項目

の合計点が B 評定の判

定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)で
あったため。 
満点：2 点（細項目 1×2
点） 
合計点：2 点=(2 点×1) 
2 点／2 点= 1.0 
 
□立入検査等の実施 (－) 
□検査員の確保  2 点(B) 
 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等 ア 立入検査等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

（うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア 立入検査等の実施 
家畜改良増殖法第３５

条の２第１項の規定に基

づき、同条第２項の農林

水産大臣の指示に従い、

立入り、質問、検査及び収

去を実施し、その結果を

農林水産大臣に報告す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当

該業務の廃止を含めた抜

本的な改善が必要と認め

られる。 

＜主要な業務実績＞ 
家畜改良増殖法第３５条の２

第２項の農林水産大臣の指示は

なかった。 

＜評定と根拠＞ 
「－」 

 
農林水産大臣からの指

示がなかったため評価は

行わない。 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
家畜改良増殖法に基づく農

林水産大臣からの指示を行っ

ていないことから評価は行わ

ない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等 イ 検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第３項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
種畜検査員

の確保数 
 
概ね２０名 

  
23 名 

 
24 名 

 
24 名 

   予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

職員に対す

る講習会

回数 

 
１回以上 

  
 １回 

 
１回 

 
１回 

   経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 検査員の確保 
農林水産大臣の指

示に従い、立入り、質

問、検査及び収去を的

確に実施するため、立

入検査等の実施に必

要な能力等を有する

職員を概ね２０名確

保するとともに、検査

員の確保のための職

員に対する講習を１

回以上実施する。 

指標＝種畜検査員の確保 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた成

果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１

２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１０

０％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は

業務運営の改善等必要な

措置が必要と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産大臣の指示に従い、立入

り、質問、検査及び収去を的確に実

施するため、立入検査等の実施に必

要な能力等を有する職員を２４名

確保した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
立入検査等の実施に必要な能力等を有

する職員について、各場に少なくとも１名

確保できるよう、技術、見識及び経験に優

れた種畜検査員２４名を確保するととも

に、検査員の確保のための職員に対する講

習会を１回実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価

書の「B」との評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（２） 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
         予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）種苗法に基づ

く指定種苗の集取及

び検査 
種苗法第６３条第

１項の規定に基づ

き、同条第２項の農

林水産大臣の指示に

従い、指定種苗の集

取及び検査を的確に

実施する。 
〈以下略〉 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）種苗法に基

づく指定種苗の集

取及び検査 
種苗法第６３条

第１項の規定に基

づき、同条第２項

の農林水産大臣の

指示に従い、指定

種苗の集取及び検

査を的確に実施で

きるよう、指定種

苗の集取及び検査

に必要な能力等を

有する職員を概ね

１０名確保すると

ともに、検査員の

確保のための職員

に対する講習を毎

年度、１回以上実

施する。 

（２）種苗法に基

づく指定種苗の集

取及び検査 
 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「細項目の点数の合計

値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□指定種苗の集取及び検査

の実施  2/2(B) 
□検査員の確保          

2/2(B) 
  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（細項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細項目の合

計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
□指定種苗の集取及び検査の実施        2 点(B) 
□検査員の確保              2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 ア 指定種苗の集取及び検査の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア 指定種苗の集取

及び検査の実施 
種苗法第６３条第

１項の規定に基づき、

同条第２項の農林水

産大臣の指示に従い、

指定種苗の集取及び

検査を実施し、その結

果を農林水産大臣に

報告する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃

止を含めた抜本的な改善が必要と認め

られる。 

＜主要な業務実績＞ 
種苗法第６３条第２項の農林水産大

臣の指示に従い、７５業者１,３７４点

の指定種苗の集取及び検査を実施する

とともに、同条第３項に基づき農林水産

大臣に報告した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 農林水産大臣の指示に従い、７５業者１,
３７４点の指定種苗について集取及び検査

を実施し、検査の結果を農林水産大臣へ報告

した。 
② １５業者２６点で不適と認められた。 
③ 民間種苗会社における種苗法違反の表

示による飼料用作物種子の販売を踏まえ、

（一社）日本草地畜産種子協会が飼料作物種

子品種表示に関する業界統一の運用基準を

定めたことから、この運用基準に基づき的確

に検査を実施できるように指定種苗検査員

に周知した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施

され、自己評価書の「B」

との評価結果が妥当であ

ると確認できたため「B」

評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 イ 検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 種苗法に定

める検査要

員の確保数 

 
概ね１０名 

 
１３名 １４名 １４名 

   予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

職員に対す

る講習会

開催回数 

 
１回以上 

  
１回 

 
１回 

 
１回 

   経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 検査員の確保 
農林水産大臣の指示に従

い、指定種苗の集取及び検

査を的確に実施するため、

指定種苗の集取及び検査に

必要な能力等を有する職員

を概ね１０名確保するとと

もに、検査員の確保のため

の職員に対する講習を１回

以上実施する。 

指標＝検査員の確保数 
Ｓ：計画の１２０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認めら

れる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２０％

未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１００％

未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業務

運営の改善等必要な措置が必要

と認められる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産大臣の指示に従

い、指定種苗の集取及び検

査を的確に実施するため、

指定種苗の集取及び検査に

必要な能力等を有する職員

を１４名確保するととも

に、検査員の確保のための

職員に対する講習を１回実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 農林水産大臣の指示に従い、指

定種苗の集取及び検査を的確に実

施するため、指定種苗の集取及び検

査に必要な能力等を有する職員を

新たに２名任命した。また、異動に

より２名免じることとなり平成３

０年度末現在の検査員は１４名と

なった。 
② 指定種苗の集取及び検査に必

要とされる法令知識及び実務にお

ける留意点に関し、検査員の確保の

ための職員に対する講習を１回実

施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価

書の「B」との評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（３） 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （３）カルタヘナ法に基づく立入検査等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）カルタヘナ法

に基づく立入検査等 
カルタヘナ法第３

２条第１項の規定に

基づき、同条第２項

の農林水産大臣の指

示に従い、立入り、質

問、検査及び収去を

的確に実施する。 
〈以下略〉 

 
 
 
 
 
 
 

 

（３）カルタヘナ法に基

づく立入検査等 
カルタヘナ法第３２

条の規定に基づき、同条

第２項の農林水産大臣

の指示に従い、立入り、

質問、検査及び収去を的

確に実施できるよう、立

入検査等の実施に必要

な能力等を有する職員

を概ね１０名確保する

とともに、検査員の確保

のための職員に対する

講習を毎年度、１回以上

実施する。 

（３）カルタ

ヘナ法に基づ

く立入検査等 
 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□立入検査等の実施    (－) 
□検査員の確保     2/2(B) 

  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：２Ｐ（細項目１×

２Ｐ） 
合計：２Ｐ 
２Ｐ／２Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細項目の合

計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10)であったため。 
満点：2 点（細項目 1×2 点） 
合計点：2 点=(2 点×1) 
2 点／2 点= 1.0 
 
□立入検査等の実施              (－) 
□検査員の確保               2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（３）-ア 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （３）カルタヘナ法に基づく立入検査等 ア 立入検査等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア 立入検査等の実施 
カルタヘナ法第３２

条第１項の規定に基づ

き、同条第２項の農林

水産大臣の指示に従

い、立入り、質問、検査

及び収去を実施し、そ

の結果を農林水産大臣

に報告する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
カルタヘナ法第３２条

第２項に基づく農林水産

大臣の指示はなかった。 

＜評定と根拠＞ 
「－」 

 
農林水産大臣からの指示

がなかったため評価は行わ

ない。 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 カルタヘナ法に基づく農林水産大臣からの指示は

行っていないことから評価は行わない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-６-（３）-イ 第 1 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法等に基づく検査 （３）カルタヘナ法に基づく立入検査等 イ 検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
 カルタヘナ

法に基づく

検査職員の

確保数 

 
概ね１０名 

 
１２名 

 
１１名 

 
１４名 

 

   予算額（千円） 56,553 67,620 54,547   

 決算額（千円） 61,932 53,476 56,826   

 経常費用（千円） 60,368 52,927 54,098   

 経常利益（千円） 46,429 41,397 43,214   

職員に対す

る講習会開

催回数 

 
１回以上 

  
１回 

 
１回 

 
１回 

   行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 61,603 53,575 54,988   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－６にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 検査員の確保 
農林水産大臣の指

示に従い、立入り、質

問、検査及び収去を的

確に実施するため、立

入検査等の実施に必

要な能力等を有する

職員を概ね１０名確

保するとともに、検査

員の確保のための職

員に対する講習を１

回以上実施する。 

指標＝立入検査員の確保

数 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１

００％未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる 
 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産大臣の指示に従

い、立入り、質問、検査及び収

去を的確に実施するため、立

入検査等の実施に必要な能力

等を有する職員を１４名確保

するとともに、検査員の確保

のための職員に対する講習を

１回実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 立入検査等の実施に必要な能力等を有する職

員を新たに３名任命し、平成３０年度末現在の検査

員は１４名となった。 

② 立入検査等の実施に必要とされる法令知識及

び実務における留意点に関し、検査員の確保のため

の職員に対する講習を１回実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥当であると確認でき

たため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ７ 牛トレーサビリティ法

に基づく事務等 
牛トレーサビリティ法に

規定する牛の個体識別のた

めの情報の適正な管理及び

伝達に係る事務等につい

て、事務実施機関として中

立・公正な立場にあるセン

ターが、その有する関連技

術・知見・人材を活用し、こ

れら事務等を的確に実施

し、法の適正な執行に貢献

する。その際、牛個体識別台

帳に記録・保存している情

報は重要な情報であり、か

つ、個人情報を含むことか

ら、情報セキュリティ対策

を一層強化しながら適切に

実施する。 

７ 牛トレーサビ

リティ法に基づく

事務等 
牛トレーサビリ

ティ法に規定する

牛の個体識別のた

めの情報の適正な

管理及び伝達に係

る事務等につい

て、情報セキュリ

ティ対策を一層強

化しながら適切に

実施するため、次

の取組を行う。 

７  牛 ト

レ ー サ ビ

リ テ ィ 法

に 基 づ く

事務等 
 

指標＝「小項目の項目数×

２」（満点）に対する「各小

項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各小項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 

◇牛トレーサビリティ法に基づく委任事 
務の実施               2/2(B) 

◇利用者ニーズ等を踏まえたシステムの 
開発・改修等の実施          3/2(A) 

◇家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊急検 
索への対応              2/2(B) 

◇牛個体識別に関するデータの活用推進  3/2(A) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：８Ｐ（小項

目４×２Ｐ） 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／８Ｐ＝

１.２５ 
（１２．５／１

０） 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である小項

目の合計点が A 評定の判定基準内(満点×

12/10≦合計点)であったため。 
満点：8 点（小項目 4×2 点） 
合計点：10 点=(3 点×2＋2 点×2) 
10 点／8 点= 1.25 
◇牛トレーサビリティ法に基づく 
委任事務の実施   2 点(B) 

◇利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修

等の実施 
3 点(A) 

◇家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊急検索への対応         

2 点(B) 
◇牛個体識別に関するデータの活用推進       

3 点(A) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 
業務に関連する

政策・施策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用

牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法第

２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要

度、難易度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）牛トレーサビ

リティ法に基づく

委任事務の実施 
牛トレーサビリ

ティ法第２０条及

び同法施行令（平成

１５年政令第３０

０号）第５条規定に

基づき、牛個体識別

台帳の作成・記録、

公表等に関する農

林水産大臣からの

委任事務を的確に

実施する。 
〈以下略〉 
 
 
 
 
 

（１）牛トレーサビリティ法

に基づく委任事務の実施 
牛トレーサビリティ法第２

０条及び同法施行令（平成１

５年政令第３００号）第５条

の規定に基づき、農林水産大

臣から委任された牛個体識別

台帳の作成、記録及び保存、

牛個体識別台帳の記録の修

正・取消、牛個体識別台帳に

記録された事項の公表、届出

の受理及び個体識別番号の決

定・通知に関する事務を的確

に実施する。 

（１）牛トレーサビリテ

ィ法に基づく委任事務

の実施 

指標＝「細項目の項目数×

２」（満点）に対する「細項

目の点数の合計値」（合計

点）の比率 
 各細項目の評価点数の区

分は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：

１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 
  

□牛個体識別台帳の記録、保存       2/2(B) 
□牛個体識別台帳記録の修正・取消     2/2(B) 
□牛個体識別台帳に記録された事項の公表  2/2(B) 
□牛個体識別台帳に係る届出の受理、確認等 2/2(B) 
□個体識別番号の決定及び通知       2/2(B) 

  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１０Ｐ（細項目

５×２Ｐ） 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ＝

１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

以下のとおり、下位の評価項

目である細項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：10 点（細項目 5×2 点） 
合計点：10 点=(2 点×5) 
10 点／10 点= 1.0 
□牛個体識別台帳の記録、保存等 
           2 点(B) 
□牛個体識別台帳記録の修正・取

消          2 点(B) 
□牛個体識別台帳に記録された事

項の公表            2 点(B) 
□牛個体識別台帳に係る届出の受

理、確認等          2 点(B) 
□個体識別番号の決定及び通知       

2 点(B) 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-ア 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

ア 牛個体識別台帳の記録、保存等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア 牛個体識別台

帳の記録、保存等 
牛の管理者等か

らの届出を、牛個

体識別台帳に記録

し、保存に関する

事務を的確に実施

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛トレーサビリティ法に

基づき、牛の管理者等から

の届出を受理し、その届出

内容の誤記入等をチェック

して、約１，０５３万件の情

報を牛個体識別台帳に記録

した。 

 また、平成３０年度に死

亡又はとさつを記録した約

１２６万頭の牛に係る情報

を磁気ディスクに保存し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 牛トレーサビリティ法に基づき、牛の管

理者等からの届出を受理し、その届出情報の

誤記入等をチェックして、約１，０５３万件

の情報を牛個体識別台帳に記録した。１日当

たり（土日・祝日を含む。以下同じ。）の平均

記録件数は約２万９千件で、うち出生又は輸

入が約３千件、転入又は転出が約２万２千

件、死亡又はとさつが約３千件であった。 
② 牛個体識別台帳に死亡を記録した約２

０万頭の牛及びとさつを記録した約１０６

万頭の牛に係る情報を磁気ディスクに保存

した（平成３１年３月末の保存頭数：累計で

約２，１４３万頭）。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価

書の「B」との評価結果が妥当であると確

認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-イ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

イ 牛個体識別台帳記録の修正・取消 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 牛個体識別台

帳記録の修正・取

消 
法第５条第２項

の規定に基づく申

出及び農林水産大

臣からの職権の通

知を受け、記録の

修正・取消に関す

る事務を的確に実

施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳の

正確な記録を確保す

るため、牛の管理者等

からの法第５条第２

項の規定に基づく申

出（記録の修正請求）

及び農林水産大臣か

らの職権通知を受け、

牛個体識別台帳の記

録の修正・取消を行っ

た。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 牛の管理者等からの法第５条第２項の規定に基づ

く申出（記録の修正請求）を受け、修正請求書及び添付

書類を画像データとして保存するとともに、修正内容の

確認を行った後、約７万０千件の記録の修正又は取消を

行った。 
② 農林水産大臣からの職権による通知を受け、牛個体

識別台帳への記録及び記録の修正（約３千件）を行った。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評

価書の「B」との評価結果が妥当である

と確認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-ウ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

ウ 牛個体識別台帳に記録された事項の公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ウ 牛個体識別台

帳に記録された事

項の公表 
法に基づく公表

事項について、記

録後速やかにイン

ターネットを用い

て公表する事務を

的確に実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳に

記録した事項のうち、

法第６条に基づく公

表事項について、記録

後速やかにインター

ネットを用いて公表

した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 牛個体識別台帳に記録した事項のうち、法第６条に

基づく公表事項（牛の個体情報及び異動情報）について、

記録後速やかにインターネットを用いて公表した。 
② 公表した情報は、パソコン又は携帯電話から「牛の個

体識別情報検索サービス」により検索できるようになっ

ており、平日１日平均の検索件数は約１３万８千頭であ

った。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評

価書の「B」との評価結果が妥当であ

ると確認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-エ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

エ 牛個体識別台帳に係る届出の受理、確認等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 エ 牛個体識別台

帳に係る届出の受

理、確認等 
法に基づく届出

を受理し、届出内

容のチェックを行

い、エラー情報を

牛の管理者等に提

供する事務を的確

に実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

牛の管理者等から約

１，１０３万件の届出を

受理し、その内容の誤記

入等のチェックを行い、

牛の管理者等へのエラー

情報（牛個体識別台帳に

記録できなかった届出に

関する情報）を提供した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
法に基づき、牛の管理者等から約１，１０３万件の

届出を受理し、その内容の誤記入等について自動的

にシステムチェックを行い、エラー情報（牛個体識別

台帳に記録できなかった届出に関する情報）を牛の

管理者等に電子メール等で提供した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評

価書の「B」との評価結果が妥当である

と確認できたため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（１）-オ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （１）牛トレーサビリティ法に基づく委任事務の実施 

オ 個体識別番号の決定及び通知 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 オ 個体識別番号

の決定及び通知 
出生又は輸入の

届出のあった牛に

ついて、個体識別

番号を決定し、牛

の管理者等に通知

する事務を的確に

実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

牛の管理者等からの届出により牛

個体識別台帳に記録した約１２６万

頭の出生牛又は輸入牛について、自動

システムにより個体識別番号を決定

するとともに、届出を行った牛の管理

者等に対し、個体識別番号の通知を行

った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
牛の管理者等からの届出に

より牛個体識別台帳に記録し

た出生牛約１２４万９千頭及

び輸入牛約１万６千頭の合計

約１２６万頭について、自動

システムにより個体識別番号

を決定するとともに、届出を

行った牛の管理者等に対し、

ＦＡＸによる届出はＦＡＸ、

電話の音声応答報告システム

による届出は音声応答、その

他の電子的な届出は電子メー

ルによって、自動的に個体識

別番号を通知した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、自己評価書の「B」

との評価結果が妥当であると確認できたため

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（２） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （２）利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）利用者ニーズ

等を踏まえたシステ

ムの開発・改修等の

実施 
牛個体識別システ

ムの利用者の利便性

等を高めるため、生

産者、流通業者等の

ニーズ等を把握し、

計画的に調査やシス

テムの開発・改修等

を行う。また、システ

ムの開発・改修等に

当たっては、特に情

報セキュリティ対策

を一層強化するもの

とする。 
〈以下略〉 

（２）利用者ニーズ等を

踏まえたシステムの開

発・改修等の実施 
牛個体識別システム

の利用者の利便性等を

高めるため、システムの

開発・改修等について、

生産者、流通業者等のニ

ーズ等を踏まえた中長

期的な計画を新たに策

定し、計画的に実施す

る。なお、利便性向上に

向けたニーズ調査を毎

年度、実施する。また、

システムの開発・改修等

に当たっては、情報セキ

ュリティ対策を一層強

化する。 

（２）利用者ニーズ等

を踏まえたシステム

の開発・改修等の実施 
 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「細項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１

点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□ニ ーズ調査等 の実施       

3/2(A) 
□開発・改修等の計画的な

実施   2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
満点：４Ｐ（細項目２×２Ｐ） 
合計：５Ｐ 
５Ｐ／４Ｐ＝１.２５ 
（１２．５／１０） 
 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細項目の

合計点が A 評定の判定基準内(満点×１２/１０≦合

計点)であったため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：5 点=(3 点×1＋2 点×1) 
5 点／4 点= 1.25 
 
□ニーズ調査等の実施                    3 点(A) 
□開発・改修等の計画的な実施       2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（２）-ア 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （２）利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修等の実施 

ア ニーズ調査等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア ニーズ調査等の実施 
生産者、流通業者等に対

し、アンケート調査や聞き

取り調査等を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 

システム利用者の利便

性等を高めるため、生産者

等に対しアンケート調査

を実施し、ニーズを把握す

るとともに結果を取りま

とめ、今後のシステム開

発・改修における改善の参

考資料とした。 

平成３０年度は都道府

県の家畜保健衛生所と食

肉市場にアンケートを実

施し、アンケートの意見を

踏まえ、正確なと畜・死亡

月齢の表示機能を追加す

るなど牛の月齢確認シス

テムの改修を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① 都道府県の家畜保健衛生所（１６７か所）と食肉市場（１２５

か所）の計２９２か所に対し、牛の月齢確認システム、牛の個体識

別情報検索システムに関するアンケート調査を実施した。 
② アンケート用紙をＦＡＸで送受信し、調査の回答にあわせてシ

ステムのトラブル発生時の緊急連絡先に登録されているＦＡＸ番号

と担当者の確認を行った。 
③ なお、アンケートの意見を踏まえ、牛の月齢確認システムに関

しては、正確なと畜・死亡月齢の表示機能の追加と、脆弱性の軽減

を図るため、最新版のプログラム言語を用いる等の改修を行った。 
④ また、牛の個体識別情報検索システムに関しては、平成２９年

度に画面表示時間の延長改修を行ったが、さらなる時間延長の要望

が上がっており、システムへの負荷等の検証を行った上で、今後の

対応を検討することとした。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
 アンケート調査のよ

り利用者のニーズを把

握し、「牛の月齢確認シ

ステム」について、正確

なと畜・死亡月齢が表

示される機能を追加す

るとともに、情報セキ

ュリティ対策を強化す

る改修を実施したこと

は、平成 30 年度の新た

な取組であり、計画を

上回る成果が得られた

ものとして「A」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（２）-イ 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （２）利用者ニーズ等を踏まえたシステムの開発・改修等の実施 

イ 開発・改修等の計画的な実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 開発・改修等

の計画的な実施 
利用者の利便性

等を高めるため、

ニーズ等を踏まえ

た中長期的な計画

に基づいて開発・

改修等を行う。な

お、実施に当たっ

ては、情報セキュ

リティ対策を一層

強化する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
長期的な計画に基づき、｢新台帳

データベースへの届出情報取込開

発｣等を実施した。 

また、情報セキュリティ対策の

強化として、最新版のプログラム

言語を用いて開発した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 中長期的な計画に基づき、「牛

の月齢確認システムの改修」、｢新台

帳データベースへの届出情報取込

開発｣、「新台帳データベースへの業

務プログラムの開発」及び「新台帳

データベースへの端末用プログラ

ムの開発」を実施した。 
② また、情報セキュリティ対策の

強化として、最新版のプログラム言

語を用いて開発した。 
③ さらに、ソフトウエアの脆弱性

が発見された場合は常に最新のも

のに更新した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施され、自己評価書の

「B」との評価結果が妥当であると確認できた

ため「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（３） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （３）家畜伝染性疾病の発生等に伴う緊急検索への対応 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
 （３）家畜伝染性疾

病の発生等に伴う緊

急検索への対応 
家畜伝染性疾病の

発生時等において、

農林水産省から牛個

体識別台帳に記録・

保存されている情報

に関する緊急検索等

の依頼を受けた場

合、速やかな実施に

努め、国内での家畜

防疫のための措置等

の適切な実施を支援

する。 
〈以下略〉 

 
 

（３）家畜伝染性疾病の発生

等に伴う緊急検索への対応 
国内における口蹄疫等の家

畜伝染性疾病の発生時等にお

いて、農林水産省からの緊急

検索等の依頼を受けてから、

牛個体識別台帳に記録・保存

された膨大なデータから必要

な情報を抽出し、速やかに農

林水産省へ提供するため、検

索要員の確保や机上演習を行

うことで緊急検索体制を維持

し、国内での家畜防疫のため

の措置等の適切な実施を支援

する。 

（３）家畜伝染性疾病の発生

等に伴う緊急検索への対応 
国内における口蹄疫等の家

畜伝染性疾病の発生時等にお

いて、農林水産省からの緊急

検索依頼に対し速やかに必要

な情報の抽出、提供を行うた

め、検索要員の確保や机上演

習を行い緊急検索体制を維持

する。 
 
 

 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
国内における口蹄疫等の家

畜伝染性疾病の発生時等にお

いて、農林水産省からの緊急

検索の依頼に速やかに対応す

るため、ＢＳＥ緊急検索プロ

グラム操作の演習や口蹄疫発

生に係る机上演習を実施する

ことにより、緊急検索体制を

維持した。 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 農林水産省からの緊急検索依頼に速やかに

対応するため、ＢＳＥ緊急検索プログラム操作の

演習や口蹄疫発生に係る緊急検索の机上演習を

実施することにより、緊急検索体制を維持した。

（平成３０年４月２４日、１２月２６日） 
② 鹿児島県口永良部島の噴火に伴い、農林水産

省からの検索依頼を受け、島内における牛の管理

者数及び飼養頭数を報告した。（平成３０年１２

月２０日） 
③ ＢＳＥスクリーニング検査の陽性牛につい

て、農林水産省からの緊急検索依頼があり、当該

牛に係る飼養農家及び疫学関連牛の情報を報告

した。その後の精密検査で、当該牛はＢＳＥ陰性

と確認された。（平成３０年７月２３日） 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理

由＞ 
 計画どおり取組

が実施され、自己評

価書の「B」との評

価結果が妥当であ

ると確認できたた

め「B」評定とした。 

ぷ 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-７-（４） 第 1 業務の質の向上 ７ 牛トレーサビリティ法に基づく事務等 （４）牛個体識別に関するデータの活用推進 

 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条、同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 237,603 238,408 289,419   

 決算額（千円） 237,782 210,272 269,889   

 経常費用（千円） 239,891 223,427 234,887   

 経常利益（千円） 180,643 177,422 212,749   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 216,213 199,054 206,174   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－７にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）牛個体識別に

関するデータの活用

推進 
 家畜個体識別事業

を推進するととも

に、各種制度や行政

施策の適正な執行、

畜産経営の高度化、

畜産物の適正な流通

等に資するため、牛

個体識別台帳に蓄積

されたデータの一層

の有効活用に向けた

取組を行う。 
〈以下略〉 
 
 

（４）牛個体識別

に関するデータの

活用推進 
家畜個体識別事

業を推進するとと

もに、牛個体識別

台帳に蓄積された

データの一層の有

効活用を推進する

ため、国、生産者団

体、流通業者等を

交えた検討会を毎

年度、開催する。 

（４）牛個体識別

に関するデータの

活用推進 
牛個体識別台帳

に蓄積されたデー

タについて、利用

者の要望に応じた

データ提供を行う

とともに、データ

の一層の有効活用

に向けた検討会を

開催する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
家畜個体識別事業を推進

するとともに、牛個体識別

台帳に蓄積されたデータの

有効活用を図るため、牛個

体識別全国データベースの

利活用について研修会等で

利用者に周知を図り、利用

者の要望に応じたデータ提

供を５８３件行った。また、

データの一層の有効活用を

図るため、全国版畜産クラ

ウドシステムの構築及び利

用推進に係る検討会を開催

した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
① 牛個体識別台帳に蓄積されたデータの有効活

用を図るため、牛個体識別全国データベースの利

活用について、研修会等で説明するなど利用者に

周知を図った結果、農家からの請求申請が増加し、

平成３０年度における利用者の要望に応じた情報

の提供件数（利用請求件数）は対前年度比１４５％

となる５８３件であった。 
② 牛個体識別台帳データの一層の有効活用を推

進するため、畜産クラウド事業において、事業実

施主体（（一社）家畜改良事業団）及び農林水産省

と畜産クラウド全国推進協議会を開催し、全国版

畜産クラウドシステムの構築及び利用推進に係る

検討を行った。 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
 情報提供件数は対前年比 145％の

583（前年度 402 件）であったもの

の、センターからは要望されたデー

タ提供の成果の例示が困難であると

の理由であったことから、計画を上

回る成果が得られたものと評定する

ことについて有識者の意見を求め

た。 
有識者からは、「相手があることな

ので情報提供の成果まで求めること

はシビアすぎる。」との意見があり、

また、センター側から提供先の要望

に応じて品種、性別、月齢、飼養地域、

飼養者等を抽出したきめ細やかな情

報提供を行ったことが確認ができた

ため「Ａ」評定とした。 
 
４．その他参考情報 
＜有識者からの＞意見 
要望されたデータ提供の成果の例示がないと「A」評価に行き着かないとした場合、データ提供先から「まだ成果をだせない」ということもあるので、シビアすぎではないか。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８ 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116 115   

 決算額（千円） 6,668 374 318   

 経常費用（千円） 6,668 385 318   

 経常利益（千円） 174 127 26   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374 318   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－８にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ８ その他センターの人材・資源を活用した外

部支援 

 国内における食料の安定供給の確保等を図

るためには、畜産の振興とそのための生産基盤

の強化が重要である。このため、国内の関係機

関等が連携し、全国的な視点等からの家畜改

良、飼養管理の改善等を通じて畜産の振興及び

生産基盤の強化に取り組むことが必要である。

特に、国内において家畜伝染性疾病や自然災害

が発生した場合、被害のあった地域等の畜産の

復旧・復興に取り組むことが重要である。この

ため、センターは、これら災害が発生した場

合等において、農林水産省、都道府県等から

の要請等に応じて、保有する技術・人材等を

活用し、通常業務に支障が生じない範囲で積

極的に支援・協力を行うものとする。 

８ その他センターの人材・

資源を活用した外部支援 
国内において家畜伝染性疾

病や自然災害が発生した場

合、被害のあった地域等の畜

産の復旧・復興に取り組むこ

とが重要であることから、こ

れら災害が発生した場合等に

おいて、農林水産省、都道府

県等からの要請等に応じて、

保有する技術・人材等を活用

し、通常業務に支障が生じな

い範囲で積極的に支援・協力

を行う。 
 このため、次の取組を行う。 

８ その他

センターの

人材・資源を

活用した外

部支援 
 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇緊急時における支援    

2/2(B) 
◇災害時からの復興の支援  

2/2(B) 
◇作業の受託等       

2/2(B) 
 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（小項目３

×２Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目

である小項目の合計点がＢ評

定の判定基準内(満点×８/１０

≦合計点＜満点×１２/１０)であ

ったため。 

満点：6点（小項目 3×2点） 

合計点：7点=(3点×1点＋2

点×2) 

7点／6点= 1.167 

 

◇緊急時における支援    3 点(A) 
◇災害時からの復興の支援 2 点(B) 
◇作業の委託等      2 点(B)         

 
４．その他参考情報 
本事業の決算額が予算額の１０％以上上回るが、年度計画の策定時には見込んでいなかった家畜伝染性疾病（豚コレラ）や自然災害に伴う人員派遣要請等が生じたため。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８-（１） 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 （１）緊急時における支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116 115   

 決算額（千円） 6,668 374 318   

 経常費用（千円） 6,668 385 318   

 経常利益（千円） 174 127 26   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374 318   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－８にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）緊急時に

おける支援 
 国 内 に お い

て、高病原性鳥

インフルエンザ

等家畜伝染性疾

病や自然災害が

発生し、農林水

産省又は都道府

県から防疫対応

作業等への人員

派遣要請があっ

た場合には積極

的 に 支 援 を 行

う。 
〈以下略〉 
 
 
 

（１）緊急時

における支援 
国内におい

て、高病原性

鳥インフルエ

ンザ等家畜伝

染性疾病や自

然災害が発生

し、農林水産

省又は都道府

県から防疫対

応作業等への

人員派遣要請

があった場合

には、積極的

に 支 援 を 行

う。 

（１）緊急時に

おける支援 
国 内 に お い

て、高病原性鳥

インフルエンザ

等家畜伝染性疾

病や自然災害が

発生し、農林水

産省又は都道府

県から防疫対応

作業等への人員

派遣要請があっ

た場合には、通

常業務に支障が

生じない範囲で

積極的に支援を

行う。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施

されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施

されず当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
平成３０年７月豪雨及び北海道

胆振東部地震発生の際、農林水産

省からの緊急要請を受け、畜産農

家の被害状況を把握するため、現

地調査員を延べ９名派遣した。 

また、岐阜県及び愛知県におけ

る豚コレラ発生の際、農林水産省

からの防疫対応作業への緊急要請

を受け、重機の取扱いに熟練した

者を含む延べ４８名を派遣した。 

さらに、これらの支援に備え、各

牧場等から速やかな職員の派遣が

可能となるよう連絡体制を整備し

ておくとともに、各牧場等連絡担

当者の個人携帯電話へのメール送

受信を行い緊急連絡体制の確認を

行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 平成３０年７月に発生した平成３０年７月豪雨では、農林水

産省からの現地被害状況調査への緊急要請に対応し、家畜の飼養

管理に熟練した者延べ６名を現地に派遣し対応を行った。 
② 平成３０年９月に発生した北海道胆振東部地震では、農林水

産省からの現地被害状況調査への緊急要請に対応し、家畜の飼養

管理に熟練した者延べ３名を現地に派遣し対応を行った。 
③ 平成３０年９月以降、岐阜県及び愛知県で発生している豚コ

レラに対する農林水産省からの防疫対応作業への緊急要請に対

応し、速やかに体制を整備し、重機の取扱いに熟練した者を含む

延べ４８名を現地に派遣し対応を行った。 
④ また、農林水産省又は都道府県からの緊急的な防疫対応作業

への要請に速やかに対応するため、各牧場等から職員の派遣が可

能となる連絡体制を整備するとともに、各牧場等連絡担当者の個

人携帯電話へのメール送受信を行い緊急連絡体制の確認を行い、

速やかな職員の派遣が可能であることを確認した。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
災害時の畜産農家の現地調査員として延べ 9

名、豚コレラ発生時の防疫対応作業員として延

べ 48 名を派遣し、特に現場から求められるフォ

ークリフトの資格を持った職員を派遣できたこ

と。 
また、上記に加え、休日や勤務時間外は管理職

員持ち回り当番制で緊急時の連絡体制をとると

ともに疾病発生時後の緊急対応のための訓練

（無通告によるもの）を年度内に２度実施し、長

期休暇時期においては、緊急支援要請に備えあ

らかじめ要員を確保するなど迅速な対応が可能

となるよう準備を十分行っており、計画を上回

る成果が得られたものとして「Ａ」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８-（２） 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 （２）災害等からの復興の支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116 115   

 決算額（千円） 6,668 374 318   

 経常費用（千円） 6,668 385 318   

 経常利益（千円） 174 127 26   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374 318   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－８にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）災害等からの

復興の支援 
 自然災害や家畜伝

染性疾病により影響

を受けた地域におけ

る畜産業の復興を支

援するため、農林水

産省、都道府県等か

ら、種畜や粗飼料等

の供給に関する支援

について要請を受け

た場合、積極的に対

応する。 
〈以下略〉 
 
 
 
 

（２）災害等から

の復興の支援 
 自然災害や家畜

伝染性疾病により

影響を受けた地域

における畜産業の

復興を支援するた

め、農林水産省、都

道府県等から、種

畜や粗飼料等の供

給に関する支援に

ついて要請を受け

た場合には、積極

的に対応する。 

（２）災害等から

の復興の支援 
自然災害や家畜

伝染性疾病により

影響を受けた地域

における畜産業の

復興を支援するた

め、農林水産省、都

道府県等から、種

畜や粗飼料等の供

給に関する支援に

ついて要請を受け

た場合には、通常

業務に支障が生じ

ない範囲で積極的

に対応する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
北海道胆振東部地

震及び豚コレラ発生

の際、農林水産省から

の指示を受け、畜産経

営支援協議会が整備

し本所及び各場にて

備蓄している家畜疾

病・自然災害緊急対策

用の資材を道県に提

供するなど積極的に

対応した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
① 平成３０年９月の北海道胆振東部地震発生の際、農林水産省

からの指示を受け、畜産経営支援協議会が整備しセンターで備蓄

していた防疫資材（発電機、水タンク）を提供した。 
② 平成３０年９月以降、岐阜県及び愛知県における豚コレラ発

生の際、農林水産省からの指示を受け、畜産経営支援協議会が整

備しセンターで備蓄していた防疫資材（発電機、消石灰等）を提

供した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施され、

自己評価書の「B」との評価結

果が妥当であると確認できた

ため「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-８-（３） 第 1 業務の質の向上 ８ その他センターの人材・資源を活用した外部支援 （３）作業の受託等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（注） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 
          予算額（千円） 117 116 115   

 決算額（千円） 6,668 374 318   

 経常費用（千円） 6,668 385 318   

 経常利益（千円） 174 127 26   

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 6,668 374 318   

従事人員数 954 961 976   

 （うち常勤職員） 737 737 757   
（注）財務情報は、第１－８にかかる情報を、人員に関する情報は、法人全体の情報を記載しています。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）作業の受託等 

都道府県、大学、民間等か

ら、種畜の管理に係る作業や

育種資源の保存、調査、検査等

について、その計画的な実施

について協力依頼があり、全

国的な視点等からの家畜改

良、飼養管理の改善等に資す

る場合には、センターにおけ

る防疫措置等を考慮した上

で、積極的に協力することと

する。 
〈以下略〉 

 
 
 
 

 

（３）作業の受託等 
都道府県、大学、民間等から、

種畜の管理に係る作業や育種資

源の保存、調査、検査等について、

その計画的な実施について協力

依頼があり、全国的な視点等から

の家畜改良、飼養管理の改善等に

資する場合には、センターにおけ

る防疫措置等を考慮した上で、積

極的に協力する。 

（３）作業の受託等 
都道府県、大学、民間等から、種

畜の管理に係る作業や育種資源の

保存、調査、検査等について、その

計画的な実施について協力依頼が

あり、全国的な視点等からの家畜

改良、飼養管理の改善等に資する

場合には、センターにおける防疫

措置等を考慮した上で積極的に協

力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
都道府県、関係団

体、大学及び民間機関

等から協力依頼のあ

った全国的な視点等

からの家畜改良、飼養

管理の改善等に資す

る育種改良に関する

材料提供、調査の計画

的な実施等について、

センターにおける防

疫措置等を考慮した

上で５８件に積極的

に協力した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
都道府県、関係団体、大学及び民

間機関等から、全国的な視点等から

の家畜改良、飼養管理の改善に資す

る育種改良に関する材料提供、調査

の計画的な実施に係る協力依頼を

受け、 
① 試験研究材料としてセンター

保有家畜の乳や牧草等を３９件、家

畜や飼料種苗などのデータを４件、

試験のための牧草地等を８件提供

するなど、積極的に協力した。 
② 農用馬の能力調査等、家畜の育

種改良に関する調査など７件に協

力した。 

評定 B 
＜評定に至った理由

＞ 
 計画どおり取組が

実施され、自己評価

書の「B」との評価結

果が妥当であると確

認できたため「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２ 第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置（以下「業務運営の効率化」と略記する。） 
項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
行政事業レビューシート事業番号：０１３９  

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第４ 業務運営の効

率化に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３ 業務運営の

効率化に関する目

標を達成するため

とるべき措置 
 

第２ 業務運営の

効率化 
 

指標＝「中項目の項目数×２」（満

点）に対する「各中項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各中項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  
 

＜主要な業務実績＞ 
○一般管理費等の削減    2/2(B) 
○調達の合理化       2/2(B) 
○業務運営の改善      2/2(B) 
         

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（中項目３×２

Ｐ） 
合計：６Ｐ 
６Ｐ／６Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である中項目

の合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：6 点（中項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
 
○一般管理費等の削減             2 点(B) 
○調達の合理化                2 点(B) 
○業務運営の改善               2 点(B) 

 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１ 第２ 業務運営の効率化 １ 一般管理費等の削減 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標（※） 達成目標 基準値 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 （参考情報） 
 
 
 

一般管理費（予算額） 毎年度 
対前年比３％抑制 

１８２ １６２ 
▲１０．７％ 

    １５７ 
▲３．０％ 

１５３ 
▲３．０％ 

  単位：百万円 
下段は抑制率（対前年度） 

業務経費（予算額） 毎年度 
対前年比１％抑制 

１，０４４ １，００１ 
▲４．２％ 

    ８７４ 
▲１２．７％ 

８４６ 
▲３．２％ 

  単位：百万円 
下段は抑制率（対前年度） 

※：運営費交付金で行う事業に限る（人件費を除く）。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ 業務の効率化と経費の

節減 
（１）一般管理費等の削減 
運営費交付金で行う事業

について、業務の見直し及び

効率化を進め、一般管理費

（人件費を除く。）について

は毎年度平均で少なくとも

対前年度比３％の抑制、業務

経費については毎年度、平均

で少なくとも対前年度比

１％抑制することを目標と

する。 
〈以下略〉 
 
 
 
 
 

１ 一般管理費等の削減 
 運営費交付金で行う事

業について、業務の見直

し及び効率化を進め、消

費税率引き上げに伴う増

加分を除き、一般管理費

（人件費を除く。）につい

ては、毎年度平均で対前

年度比３％以上の抑制、

業務経費については、毎

年度平均で対前年度比

１％以上の抑制を図る。 

１ 一般管理費等の削減 
運営費交付金で行う事業に

ついて、業務の見直し及び効

率化を進め、一般管理費（人

件費を除く。）については、毎

年度平均で対前年度比３％以

上の抑制、業務経費について

は、毎年度平均で対前年度比

１％以上の抑制を図る。   

Ａ：難易度が高い計画であったが順調

に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的な改

善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
運営費交付金で行う業

務のうち一般管理費（人

件費を除く。）について

は、対前年度比３．０％

以上抑制するとともに、

業務経費についても対前

年度比１．０％以上抑制

するなど、計画どおり実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり一般管理費等の抑制

を達成していることから「B」評定

とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２ 第２ 業務運営の効率化 ２ 調達の合理化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣に

よる評価 業務実績 自己評価 
 （２）調達の合理化 

 「独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成２７年５月２

５日総務大臣決定）等を踏ま

え、公正かつ透明な調達手続

による、適切で迅速かつ効果

的な調達を実現する観点か

ら、毎年度、策定する「調達

等合理化計画」の中で、定量

的な目標や具体的な指標を

設定し、取組を着実に実施す

る。 
 また、随意契約については

「独立行政法人の随意契約

に係る事務について」（平成

２６年１０月１日付け総管

査第２８４号総務省行政管

理局長通知）に基づき明確化

した、随意契約によることが

できる事由により、公正性・

透明性を確保しつつ合理的

な調達を実施する。 
〈以下略〉 
 
 
 

２ 調達の合理化 
 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推

進について」（平成２７年５月２５日総務大臣決定）

等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続きによる、適切

で迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、毎年

度策定する「調達等合理化計画」の中で、定量的な目

標や具体的な指標を設定し、取組を着実に実施する

とともに、同計画において定めた重点的に取り組む

分野、調達に関するガバナンスの徹底等について、着

実に実施する。併せて、監事及び外部有識者によって

構成する契約監視委員会において、競争性のない随

意契約の検証又は一般競争等について真に競争性が

確保されているかの点検・見直しを行い、その結果を

公表するとともに、「調達等合理化計画」に反映させ、

更なる合理化を推進する。 
 また、随意契約については「独立行政法人の随意契

約に係る事務について」（平成２６年１０月１日付け

総管査第２８４号総務省行政管理局長通知）に基づ

き明確化した、随意契約によることができる事由に

より、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実

施することとし、競争性のない随意契約を行う場合

は、契約審査委員会を開催し、随意契約によることが

できる事由により真に随意契約であるかどうかの判

断を行い、公正性・透明性を確保しつつ、合理的な調

達を推進する。  

２ 調達の合理化 
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成２７年５月２５日総務大臣決定）等を踏ま

え、公正かつ透明な調達手続きによる、適切で迅速かつ効

果的な調達を実現する観点から、毎年度策定する「調達等

合理化計画」の中で、定量的な目標や具体的な指標を設定

し、取組を着実に実施するとともに、同計画において定め

た重点的に取り組む分野、調達に関するガバナンスの徹

底等について、着実に実施する。併せて、監事及び外部有

識者によって構成する契約監視委員会において、競争性

のない随意契約の検証を行うとともに一般競争等につい

て真に競争性が確保されているかの点検・見直しを行い、

その結果を公表するとともに、「調達等合理化計画」に反

映させ、更なる合理化を推進する。 
 また、随意契約については「独立行政法人の随意契約に

係る事務について」（平成２６年１０月１日付け総管査第

２８４号総務省行政管理局長通知）に基づき明確化した、

随意契約によることができる事由により、公正性・透明性

を確保しつつ合理的な調達を実施することとし、少額随

意契約及びセンターの行為を秘密にする必要がある契約

以外の事由により随意契約を行う場合は、契約審査委員

会を開催し、随意契約によることができる事由に該当す

るか否かの判断を行い、公正性・透明性を確保しつつ、合

理的な調達を推進する。 

Ａ：難易度が高

い計画であっ

たが順調に実

施した。 
Ｂ：計画どおり

順調に実施さ

れた。 
Ｃ：計画どおり

実施されず改

善を要する。 
Ｄ：計画どおり

実施されず抜

本的な改善が

必要と認めら

れる。 

＜主要な業務実績＞ 
調達等合理化計画を策定・

公表し、同計画において定め

た重点的に取り組む分野、調

達に関するガバナンスの徹底

等について、着実に実施した。

また、年２回開催する契約監

視委員会において、競争性の

ない随意契約の検証又は一般

競争等について真に競争性が

確保されているかの点検・見

直しを行い、その結果を公表

した。 

さらに、競争性のない随意

契約を行う場合は、契約審査

委員会を開催し、随意契約に

よることができる事由に該当

するか否かの判断を行い、公

正性・透明性を確保しつつ、

合理的な調達を行うなど、計

画どおり実施した。 

＜評定と根拠

＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり

実施した。 
  

評定 B 
＜評定に至

った理由＞ 
 計画どお

りの取組を

行ったこと

から「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３ 第２ 業務運営の効率化 ３ 業務運営の改善 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）業務運営の改

善 
 業務運営の改善を

推進するため、「国の

行政の業務改革に関

する取組方針～行政

のＩＣＴ化・オープ

ン化、行政改革の徹

底に向けて～」（平成

２６年７月２５日総

務大臣決定）等を踏

まえ、情報システム

導入・更新時におけ

る業務改革及び職員

間のコミュニケーシ

ョンの活発化等オフ

ィス改革による労働

生産性の向上に取り

組む。 
〈以下略〉 
 
 
 
 
 

３ 業務運営の改善 
業務運営の改善を推進

するため、「国の行政の業

務改革に関する取組方針

～行政のＩＣＴ化・オープ

ン化、行政改革の徹底に向

けて～」（平成２６年７月

２５日総務大臣決定）等を

踏まえ、情報システム導

入・更新時における業務改

革及び職員間のコミュニ

ケーションの活発化等オ

フィス改革による労働生

産性の向上を図ることと

し、次の取組を行う。 

３ 業務運営の改善  
業務運営の改善を推進

するため、オフィス改革

による労働生産性の向上

や畜産における農業生産

工程管理（ＧＡＰ：Ｇｏ

ｏｄ Ａｇｒｉｃｕｌｔ

ｕｒａｌ Ｐｒａｃｔｉ

ｃｅ）手法等の活用を図

ることとし、次の取組を

行う。 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
 

◇情報システム導入・更新時にお 
ける業務の見直し        2/2(B) 

◇ネット会議システムの活用によ 
る業務の効率化         2/2(B) 

◇ＧＡＰ手法等の活用による業務 
運営の高度化           3/2(A) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：６Ｐ（小項目３

×２Ｐ） 
合計：７Ｐ 
７Ｐ／６Ｐ＝１.１６ 
（１１．６／１０） 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項

目である小項目の合計点が B 評

定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったた

め。 
満点：6 点（小項目 3×2 点） 
合計点：7 点=(3 点×1 点＋2 点

×2) 
7 点／6 点= 1.16 
 
◇情報システム導入・更新時における

業務の見直し        2 点(B) 
◇ネット会議システムの活用による

業務の効率化           2 点(B) 
◇GAP 手法等の活用による業務運 
営の高度化       3 点(A) 

 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（１） 第２ 業務運営の効率化 ３ 業務運営の改善 （１）情報システム導入・更新時における業務の見直し 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）情報システム導入・更

新時における業務の見直し 
 新たに情報システムを導入

する場合及びセンターが所有

する情報システムの更新を行

う場合は、業務と情報システ

ムの関係を整理し、整備を計

画的に行うとともに、手続き

の簡素化、業務処理の迅速化

など業務の見直しを行う。 

（１）情報システム導入・更

新時における業務の見直し 
平成３１年度に予定して

いるネットワークシステム

及び会計システムの更新に

向けて、業務と情報システ

ムの関係を整理し、更新後

において手続きの簡素化、

業務処理の迅速化等が可能

となるよう、システムの設

計を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
センターが保有する情報システムに

ついて、それぞれの情報の管理等の観点

を踏まえて、引き続き各担当部署におい

て管理することとし、手続きの簡素化、

業務処理の迅速化を踏まえた計画的な

情報システムの導入、更新について検討

し、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実

施した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、取組を行ったことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

 
 
 
  



161 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（２） 第２ 業務運営の効率化 ３ 業務運営の改善 （２）ネット会議システムの活用による業務の効率化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）ネット会議システム

の活用による業務の効率化 
ネット会議システム等を

活用し、定期的に及び案件

があるごとに、センター本

所、牧場及び支場間のネッ

ト会議等を実施することに

より、業務の効率化を図る。 

（２）ネット会議

システムの活用に

よる業務の効率化 
ネット会議シス

テム等を活用し、

定期的に及び案件

があるごとに、セ

ンター本所、牧場

及び支場間のネッ

ト会議等を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
定期的な部長会議、本所と各牧（支）場との業務打合

せの開催に当たり、センター全体としての双方向の情報

共有、迅速な会議設定や出張の節減など、センター業務

の効率化に有効であるテレビ会議システムの活用につ

いて広く呼びかけ、その結果、職員の採用面接、説明会、

勉強会等を含め一年間で１０２回利用し、計画どおり実

施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施し

た。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、テレビ会議シス

テムが活用されたことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（２） 第２ 業務運営の効率化 ３ 業務運営の改善 （３）GAP 手法等の活用による業務運営の高度化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （３）ＧＡＰ手法等

の活用による業務運

営の高度化 
業務運営の高度化

を図るためのＧＡＰ

手法等の活用に向

け、ＧＡＰに関する

情報収集を行うとと

もに、検討を行う。 
なお、可能な牧場

等にあっては、ＧＡ

Ｐ手法等の活用の取

組を進める。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
業務運営の高度化を図るた

めのＧＡＰ手法等の活用に向

け、組織的な取組としてＧＡ

Ｐへの取組に係るインセンテ

ィブ予算を設定して各場の取

組を推進し、ＧＡＰに関する

情報収集、各場間での情報共

有を行った。また、あわせて

ＧＡＰの取組について検討

し、奥羽牧場において、さら

なる農場運営の改善及びＪＧ

ＡＰ認証取得に取り組んだ結

果、平成３１年３月に認証を

受けた。さらに、岩手牧場に

おいて、生産者等を対象とし

たＪＧＡＰに係る研修会を開

催し、我が国の畜産における

ＧＡＰ手法の普及に貢献し、

計画以上の成果をあげた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ａ」 

 
 ＧＡＰ手法等の活用を組織的に取り組むため、インセンティブ

予算を設定し、各部局における情報収集及び業務運営の高度化等

への取組を推進した。 
 具体的には、 
① 各種セミナー・シンポジウムへの参加、ＧＡＰに係る指導員

研修の受講等によりＧＡＰに関する情報を収集するとともに、イ

ントラネット等を活用してセンター内で情報共有した。このほ

か、関連する農場ＨＡＣＣＰやアニマルウェルフェアに関する情

報収集も行った。 
② ＧＡＰ手法に沿った作業方法について検討し、作業マニュア

ルの見直しを行った。 
③ 奥羽牧場において、平成３０年１２月にＪＧＡＰ認証取得の

ための申請を行い、農場ＨＡＣＣＰ認証を受けていない農場であ

るため、差分によらない現地審査を受審した上で平成３１年３月

１４日に認証を受けた。 
④ ＪＧＡＰ認証を受けた岩手牧場において、平成３０年１０月

に農林水産省生産局畜産部・東北農政局主催の「畜産ＧＡＰに係

る東北管内担当者会議」が開催され、東北農政局及び東北各県の

農林水産部畜産主務課担当者１３名に対して、岩手牧場のＪＧＡ

Ｐ認証取得の際の取組を説明した。また、平成３０年１２月に平

成３０年度乳用牛における農場管理技術研修会「農場ＨＡＣＣＰ

及びＪＧＡＰによる農場管理」を開催し、生産者、関係行政機関

等３９名の参加があった。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
計画を着実に実施し、農場

HACCP 認証ではない奥羽牧場

で、JGAP 認証を取得したこと、

また、岩手牧場において、生産者

等を対象とした JGAP に係る研

修会を開催し、我が国の畜産に

おけるGAP手法の普及に貢献し

たことは評価でき、計画を上回

る成果が得られたものとして

「A」評定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３ 第３ 予算、収支計画及び資金計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第５ 財務内容の改

善に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３ 予算、収支

計画及び資金計画 
 

第３ 予算、収支

計画及び資金計画 
 

指標＝「中項目の項目数×２」（満点）

に対する「中項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
各中項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点、 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

○予算          
○収支計画         2/2(B) 
○資金計画        
○収支の均衡        2/2(B) 
○業務運営の効率化を反映 
した予算の策定と遵守  2/2(B) 

○自己収入の確保      2/2(B) 
○保有資産の処分      2/2(B) 
   

  
  

    
    

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１０Ｐ（中項目５

×２） 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ＝１．

０ 
（１０／１０） 
  
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である中項目

の合計点がB評定の判定基準内(満点×8/10≦合

計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：10 点（中項目 5×2 点） 
合計点：10 点=(2 点×5) 
10 点／10 点= 1.0 
 
○予算          
○収支計画       2 点(B) 
○資金計画        
○収支の均衡      2 点(B) 
○業務運営の効率化を反映した 

予算の策定と遵守   2 点(B) 
○自己収入の確保    2 点(B) 
○保有資産の処分    2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－１～３  第３ 予算、収支計画及び資金計画  １ 予算  ２ 収支計画  ３ 資金計画  
当該項目の重要度、難易度  

 
関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ                                                                     （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 備  考 

運営費交付金（予算額）  ７，３９４ ７，３３８ ７，１０９    
業務経費  （予算額）  ２，１１４ ２，０９３ ２，１２０    
一般管理費 （予算額）  ３１４ ３０４ ３０４    
人件費   （予算額）  ６，２１３ ６，３０７ ６，７５６    

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ 収支の均衡 

適切で効率的な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。 
 
２ 業務の効率化  

「第４ 業務の効率化に関する事項」及び１に定める事項を踏まえた

中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。独立行政法人会

計基準の改訂（平成１２年２月１６日独立行政法人会計基準研究会策

定、平成２７年１月２７日改訂）等により、運営費交付金の会計処理と

して、業務達成基準による収益化が原則とされたことを踏まえ、収益化

単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築する。  

一定の事業等のまとまりごとに適切にセグメントを設定し、セグメン

ト情報を開示する。 

〈以下略〉  

１ 予算 
 
２ 収支計画 
 
３ 資金計画 
 
〈各表省略〉 

１ 予算 
 
２ 収支計画 
 
３ 資金計画 
 
〈各表省略〉 

Ａ：難易度が高い計画で

あったが順調に実施し

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず抜本的な改善が必要

と認められる。  

＜主要な業務実績＞ 
一定の事業等のまとま

りを単位とした予算、収支

計画及び資金計画を作成

することにより、事務事業

と予算の見積もりとの対

応関係を明確にするとと

もに、業務の効率化及び経

費の節減を図りつつ、業務

が効率的に運営できるよ

う資金の適切な配分に努

め、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

  
  
  
  

評

定 
B 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、予算、収

支計画及び資金計画を

作成し事務事業を実施

したことから「B」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
目的積立金等の状況                                        （単位：百万円） 

   
平成２８年度 
（初年度） 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 
（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 ４０ ３１  ２２     
目的積立金 － －  －     
積立金  － １４４  ２４４     
  うち経営努力認定相当額           
その他の積立金等 － －  －     
運営費交付金債務 ３５８ ７０４  ６８５     
当期の運営費交付金交付額（ａ） ７，３９４ ７，３３８  ７，１０９     
  うち年度末残高（ｂ） ３５８ ７０４  ６８５     
当期運営費交付金残存率（ｂ÷ａ） ４．８％ ９．６％  ９．６％     
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－４  第３ 予算、収支計画及び資金計画  ４ 収支の均衡 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ                                                                       (単位：百万円) 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 収支の均衡 
適切で効率的な業務運

営を行い、業務の進捗と

予算の執行状況を勘案し

つつ業務運営予算の割当

に反映させる、収入の太

宗を占める運営費交付金

については着実に収益化

する、市場価格の影響を

強く受け著しい変動が見

込まれる自己収入につい

てはこれを優先的に活用

して収入予算の欠損リス

クの防止に努めるなどに

より収支の均衡を図る。 

４ 収支の均衡 
適切で効率的な業

務運営を行い、業務

の進捗と予算の執行

状況を勘案しつつ業

務運営予算を適切な

割当に反映させる、

運営費交付金の収益

化に加え自己収入を

積極的に活用して必

要な経費に充当する

などにより収支の均

衡を図る。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
自己収入や予算執行の状況を定期的に把握し、自

己収入見積額と実績額との乖離から生じる欠損を防

止した。また、自己収入の状況を反映した予算の配分

や執行を実施することにより、収支の均衡を確保し

た。なお、運営費交付金の収益化を適切な金額とする

ため、退職時期の変更等から翌年度以降に執行が見

込まれる運営費交付金債務を繰り越す決定を第３四

半期末等に実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 
 
  
  
  
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、収支の均衡が図られたことか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－５  第３予算、収支計画及び資金計画 ５ 業務運営の効率化を反映した予算の策定と遵守 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 
          

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 業務運営の効率化を反映した予

算の策定と遵守 
 「第３ 業務運営の効率化に関する

目標を達成するためとるべき措置」及

び４に定める事項を踏まえ、運営費交

付金で行う事業の効率化と収支の均

衡を勘案した中期計画の予算を作成

し、当該予算による運営を行う。 
 独立行政法人会計基準の改訂（平成

１２年２月１６日独立行政法人会計

基準研究会策定、平成２７年１月２７

日改訂）等により、運営費交付金の会

計処理として、業務達成基準による収

益化が原則とされたことを踏まえ、業

務達成基準における収益化単位の業

務を適切に設定するとともに、これら

の業務ごとに予算と実績を管理する

体制を構築する。 
 一定の事業等のまとまりごとに適

切にセグメントを設定し、セグメント

情報を開示する。 

５ 業務運営の効率化を反映した

予算の策定と遵守 
平成２８年度に導入した業務達

成基準を適用する収益化単位の業

務ごとに予算を策定するとともに、

その予算と実績を適切に管理する。 
一定の事業等のまとまりとして

適切に設定した８のセグメントに

ついて、セグメント情報を開示す

る。 
 

Ａ：難易度が高い計画であったが

順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
業務達成基準による収益化

が原則とされたことを踏まえ、

一定の事業等のまとまりを畜

種や事業内容により細分化し

た１９の単位により予算と実

績を管理する体制とした。ま

た、平成２９年度の決算結果を

分析し、改善が必要な事項を明

らかにするとともに、その改善

を図るために、財源を有効に活

用する方法及び自己収入の管

理方法の充実に積極的に取り

組んだ。当期総利益の１８４百

万円については、独立行政法人

通則法第４４条第１項の積立

金として整理することとした。 

なお、一定の事業等のまとま

りとして適切に設定した８の

セグメント情報については、７

月１３日付けでセンターのホ

ームページを用いて開示した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 
   
   
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、セグメント

情報を開示したことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－６ 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ６ 自己収入の確保 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
 ３ 自己収入の確保 

事務及び事業の実施に伴い発生する畜

産物等の販売、受託研究等の外部研究資金

の獲得、受益者負担の適正化等により自己

収入の確保に努める。特に、「独立行政法人

改革等に関する基本的な方針」において、

「法人の増収意欲を増加させるため、自己

収入の増加が見込まれる場合には、運営費

交付金の要求時に、自己収入の増加見込み

額を充てて行う新規業務の経費を見込ん

で要求できるものとし、これにより、当該

経費に充てる額を運営費交付金の要求額

の算定に当たり減額しないこととする。」

とされていることを踏まえ、本中期目標の

方向に則して、適切な対応を行う。 
 また、家畜の改良増殖に係る精液、受精

卵等の配布価格及び飼料作物種子の配布

価格については、畜産経営等に及ぼす影響

に留意しつつ、民間市場価格や生産コスト

を考慮した適切な価格とする。その際、生

産コストについては、費目別に把握するよ

う努めるとともに、飼料生産等業務の外部

化の推進、当該生産コストと実際の配布価

格の差異分析等を通じて更なるコスト縮

減に努めるものとする。 
〈以下略〉 
 

６自己収入の確保 
事務及び事業の実施に伴い発生する畜産物等

の販売、受託研究等の外部研究資金の獲得、受益

者負担の適正化等により自己収入の確保に努め

る。特に、「独立行政法人改革等に関する基本的

な方針」（平成２５年１２月２５日閣議決定）に

おいて、「法人の増収意欲を増加させるため、自

己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交

付金の要求時に、自己収入の増加見込み額を充

てて行う新規業務の経費を見込んで要求できる

ものとし、これにより、当該経費に充てる額を運

営費交付金の要求額の算定に当たり減額しない

こととする。」とされていることを踏まえ、中期

目標の方向に則して、中期目標に定められた事

業を確実に実施するとともに、情報セキュリテ

ィの強化、優秀な人材の確保等、センターの体質

強化につながるよう適切な対応を行う。 
また、家畜の改良増殖に係る精液、受精卵等の

配布価格及び飼料作物種子の配布価格について

は、畜産経営等に及ぼす影響に留意しつつ、民間

市場価格や生産コストを考慮した適切な価格と

する。その際、生産コストについては、人件費、

資材費、消耗品費等の費目別に把握するよう努

めるとともに、「業務の外部化実施計画」におけ

る飼料生産等業務の外部化の一層の推進、当該

生産コストと実際の配布価格の差異分析等を通

じて更なるコスト縮減に努める。 

６  自己収

入の確保 
 

指標＝「小項目の項目数×

２」（満点）に対する「各小

項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
各小項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満 
点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満 
点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１

０ 

＜主要な業務実績＞ 
□自己収入の確保     2/2(B) 
□適切な配布価格の設定  2/2(B)      

  
  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（小項目２

×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 
  
   
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 
以下のとおり、下

位の評価項目であ

る小項目の合計点

が B 評定の判定基

準内(満点×8/10≦
合 計 点 ＜ 満 点 ×

12/10)であったた

め。 
満点：4 点（小項目

2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点

×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□自己収入の確保 

2 点(B) 
□適切な配布価格の

設定   2 点(B) 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－６－（１） 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ６ 自己収入の確保 （１）自己収入の確保 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ                                                                       （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 （参考情報） 

受託収入（決算額）       ３４５ ２６６ ２９３    
諸 収 入（決算額）   １，８２３ １，６８５ １，５９３    

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （１）自己収入の確保 
事務及び事業の実施に伴い発生する畜産

物等の販売、受託研究等の外部研究資金の獲

得、受益者負担の適正化等により自己収入の

確保に努める。 
また、自己収入の増加が見込まれる場合に

は、中期目標に定められた事業を確実に実施

するとともに、情報セキュリティの強化、優

秀な人材の確保等、センターの体質強化につ

ながるよう、適切な対応を行う。 
 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された。 
Ｃ：計画どおり実施されず

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず

当該業務の廃止を含め

た抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
自己収入については、事

務及び事業の実施に伴い発

生する畜産物等の販売、受

託研究等の外部研究資金の

獲得、受益者負担の適正化

等により、予算との比較で

は３１９百万円の増となっ

たが、畜産物価格等が下降

傾向となったことなどか

ら、対前年比では６５百万

円の減となった。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 
   
   
  

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、自己収入の

確保をしたことから「B」評

定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－６－（２）  第３予算、収支計画及び資金計画  ６ 自己収入の確保 （２）適切な配布価格の設定 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （２）適切な配布価格の設定 
家畜の改良増殖に係る精液、受精卵等の

配布価格及び飼料作物種子の配布価格につ

いては、畜産経営等に及ぼす影響に留意し

つつ、民間市場価格や生産コストを考慮し

た適切な価格とする。その際、生産コストに

ついては、人件費、資材費、消耗品費等の費

目別に把握するよう努めるとともに、資材

費、消耗品費の抑制等によりコスト縮減に

努めるものとする。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
精液、受精卵及び飼料作物種子の配布

価格については、畜産経営等に及ぼす影

響に留意し、民間市場価格や生産コスト

を考慮した価格に設定した。また、生産

コストを人件費、資材費、消耗品費等の

費目別に把握し、当該生産コストと実際

の配布価格の差異分析を行うとともに、

飼料作物種子の単収・発芽率向上に取り

組むなど、生産コストの縮減に努めた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施

した。 
 
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、コスト縮減

に向けた差異分析を行うと

ともにコストの縮減に努め

たことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

 
 



170 
 

  

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－７ 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ７ 保有資産の処分 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 保有資産の処分 

 保有資産については、

「独立行政法人の保有資

産の不要認定に係る基本

的視点について」（平成２

６年９月２日付け総管査

第２６３号総務省行政管

理局長通知）に基づき、

保有の必要性を不断に見

直し、保有の必要性が認

められないものについて

は、不要財産として国庫

納付等を行うこととす

る。 
〈以下略〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 保有資産の処分 
 保有資産については、「独立

行政法人の保有資産の不要認

定に係る基本的視点について」

（平成２６年９月２日付け総

管査第２６３号総務省行政管

理局長通知）に基づき、土地・

建物等の保有資産を最大限活

用するため、毎年度、保有資産

利用状況を調査して保有の必

要性を不断に見直し、利用度の

著しく低いものについては、有

効利用の可能性、経済合理性等

の観点に沿って将来の利用見

込み、保有の必要性等について

検討を行い、保有の必要性が認

められないものについては、不

要財産として国庫納付や除去

処分等を行う。 

７ 保有資産の処分 
保有資産については、「独立行政

法人の保有資産の不要認定に係る

基本的視点について」（平成２６年

９月２日付け総管査第２６３号総

務省行政管理局長通知）に基づき、

土地・建物等の保有資産を最大限

活用するため、保有資産利用状況

を調査して、保有の必要性を不断

に見直し、利用度の著しく低いも

のについては、有効利用の可能性、

経済合理性等の観点に沿って将来

の利用見込み、保有の必要性等に

ついて検討を行い、保有の必要性

が認められないものについては、

不要財産として国庫納付や除去処

分等を行う。 

Ａ：難易度が高い計画であったが

順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
保有資産の有効活用を図るため、各部

局から保有資産の利用状況の報告によ

り確認し、不要財産と判断したものは除

去処分するなど必要な措置を講じた。 

また、家畜改良センター全体の償却資

産利用状況調査を実施し、経済合理性等

の観点に沿って将来の利用見込み、保有

の必要性等について検討した。 

なお、保有資産の適正な管理及び有効

活用を図るため、写真による「固定資産

の見える化」の更新を行った。 

。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施

した。 
 
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、保有資産の

適正な管理及び有効利用を

図るための必要な措置を講

じたことから「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第４ 第４ 短期借入金の限度額 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  第５ 短期借入金

の限度額 
１０億円 

（想定される理

由） 
運営費交付金の

受け入れの遅滞。 

第４ 短期借入金

の限度額 
１０億円 

（想定される理

由） 
運営費交付金の

受け入れの遅滞。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
短期借入金の借入はな

かった。  

＜評定と根拠＞ 
  「－」 
 
・短期借入金の借入はなか

ったため評価は行わない。 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 短期借入金の借入を行わなかったことから評価は行わない。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

 
  



172 
 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第５ 第５ 不要財産等の処分に関する計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  第６ 不要財産等

の処分に関する計

画 
なし 

第５ 不要財産等

の処分に関する計

画 
なし 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
なし 

＜評定と根拠＞ 
  「－」 
 
・年度計画がないため評価

は行わない。 
 
 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 不要財産等の処分に関する年度計画がないため評価は行わない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第６ 第６ 重要な財産の譲渡等の計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  第７ 重要な財産

の譲渡等の計画 
なし 

第６ 重要な財産

の譲渡等の計画 
なし 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
なし 

＜評定と根拠＞ 
  「－」 
 
・年度計画がないため評価

は行わない。 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 重要な財産の譲渡等に関する年度計画がないため評価は行わな

い。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７ 第７ 剰余金の使途 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  第８ 剰余金の使途 

剰余金の使途は、育種素材

の導入、機械及び車両の更新・

修理、施設の整備・改修、草地

の整備・更新、情報セキュリ

ティ関連システムの整備・改

修、事務処理ソフトの導入等

センター基盤の維持、強化を

図るために必要な経費とす

る。 

第７ 剰余金の使途 
剰余金の使途は、育種素材の

導入、機械及び車両の更新・修

理、施設の整備・改修、草地の整

備・更新、情報セキュリティ関連

システムの整備・改修、事務処理

ソフトの導入等センター基盤の

維持、強化を図るために必要な

経費とする。 

Ａ：難易度が高い計画であったが

順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
平成３０年度は剰余金の使

途に充てる積立金はなかった。 

＜評定と根拠＞ 
  「－」 
 
・剰余金の使途に充てる積

立金はなかったため評価は

行わない。 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 剰余金の使途に充てる積立

金はなかったため評価は行わ

ない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８ 第８ その他業務運営に関する事項 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第６ その他業務運

営に関する重要事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第９ その他業務

運営に関する事項 
第８ その他業務

運営に関する事項 
 

指標＝「中項目の項目数×２」（満

点）に対する「各中項目の点数の

合計値」（合計点）の比率  
各中項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○ガバナンスの強化        2/2(B) 
○人材の確保・育成         2/2(B) 
○情報公開等の推進        2/2(B) 
○情報セキリュティ対策の強化   2/2(B) 
○環境対策・安全管理の推進    2/2(B)  
○施設・設備の整備に関する計画  2/2(B) 
○積立金の処分に関する事項     2/2(B) 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１４Ｐ（中項目７

×２Ｐ） 
合計：１４Ｐ  
１４Ｐ／１４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である

中項目の合計点が B 評定の判定基準内(満
点×8/10≦合計点＜満点×12/10)であっ

たため。 
満点：14 点（中項目 7×2 点） 
合計点：14 点=(2 点×7) 
14 点／14 点= 1.0 
○ガバナンスの強化       2 点(B) 
○人材の確保・育成        2 点(B) 
○情報公開等の推進       2 点(B) 
○情報セキリュティ対策の強化  2 点(B) 
○環境対策・安全管理の推進   2 点(B)  
○施設・設備の整備に関する計画 2 点(B) 
○積立金の処分に関する事項    2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ ガバナンスの強

化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ ガバナンスの

強化 
 

１ ガバナンスの

強化 
 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□内部統制システムの充実・強化 2/2(B) 
□コンプライアンスの推進    2/2(B)      

  
  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（小項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
(１０／１０)  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目であ

る小項目の合計点が B 評定の判定基準

内(満点×8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□内部統制システムの充実・強化  2 点(B)       
□コンプライアンスの推進        2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）内部統制システムの充実・強化 

 「独立行政法人の業務の適正を確

保するための体制等の整備」につい

て（平成２６年１１月２８日付け総

管査第３２２号総務省行政管理局長

通知）に基づき業務方法書に定めた

事項を適正に実行するなど、内部統

制システムの更なる充実・強化を図

る。 
 特に、第３中期目標期間内に生じ

た調査研究業務における不適正な経

理処理 事案等の事態を重く受け止

め、物品の適正な調達、その他のリス

ク管理等の対策を徹底し、不適正事

案の根絶に向け、内部統制の仕組み

を強化する。 
 具体的には、理事長のリーダーシ

ップの下で効率的・効果的な業務運

営を推進するため、以下の取組等を

通じ内部統制システムの充実・強化

を図るとともに、十分な情報共有の

下、各役員の担当業務、権限及び責任

を明確にし、役員による迅速かつ的

確な意志決定を行う。 
 
 

（１）内部統制システムの

充実・強化 
 理事長のリーダーシップ

の下で効率的・効果的な業

務運営を推進し、内部統制

システムの更なる充実・強

化を図るため、次の取組を

行う。 

（１）内部統制システムの

充実・強化 
 理事長のリーダーシッ

プの下で効率的・効果的な

業務運営を推進し、内部統

制システムの更なる充実・

強化を図るため、次の取組

を行う。 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「細項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３

点、Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１

点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満 
点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満 
点×８/１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 
  

□監事監査体制の強化       2/2(B) 
□役員会の開催等         2/2(B) 
□法令遵守に係る職員教育等の強化 2/2(B) 
□業務の進行管理         2/2(B) 
□リスク管理と迅速な対応     2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：１０Ｐ（細項

目５×２Ｐ） 
合計：１０Ｐ 
１０Ｐ／１０Ｐ＝

１.０ 
（１０／１０） 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位

の評価項目である細項

目の合計点が B 評定の

判定基準内(満点×8/10
≦ 合 計 点 ＜ 満 点 ×

12/10)であったため。 
満点：10 点（細項目 5
×2 点） 
合計点：10 点=(2 点×

5) 
10 点／10 点= 1.0 
□監事監査体制の強化 

2 点(B) 
□役員会の開催等 2 点(B)
□法令遵守に係る職員教    
育等の強化   2 点(B) 

□業務の進行管理 2 点(B) 
□リスク管理と迅速な対

応       2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１-（１）-ア 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 ア 監事監査体制の強化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 
X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ア 監事監査体制の強化 

監事監査の実効性を担保

するため、「監事監査指針」

（平成２６年１２月１９日

独立行政法人、特殊法人等

監事連絡会）を踏まえ、役

員からの独立性を担保した

形での監事の補助職員（以

下「補助職員」という。）を

設置する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ア 監事監査体制の強化 
 監事監査の実効性を高め、監事監査業務

を円滑に遂行するため、「監事監査指針」

（平成２６年１２月１９日独立行政法人、

特殊法人等監事連絡会）を踏まえ、役員か

らの独立性を担保した形での監事の補助

職員（以下「補助職員」という。）を平成

２８年度末までに２名設置する。 

ア 監事監査体制の強化 
監事の補助職員を２名配置した

体制を継続する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著

な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務

の廃止を含めた抜本的な改善が

必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
監事監査の実効性を

高め、監事監査業務を

円滑に遂行するため、

監事の補助職員を２名

配置した体制を継続

し、計画どおり実施し

た。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施し

た。 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実

施されたことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８－１-（１）-イ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 イ 役員会の開催等 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 
X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 イ 役員会の開催等 

業務運営に関する

重要事項について定

期的に役員会におい

て審議・報告するな

どにより、適切なガ

バナンスを確保す

る。また、ネット会議

システム等の効率的

な活用を図ること等

により牧場・支場と

のコミュニケーショ

ンの改善を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 役員会の開催

等 
業務運営に関す

る重要事項につい

て定期的に役員会

を開催して審議・

報告するととも

に、必要に応じて

場長会議、業務検

討会等を開催する

などにより、適切

なガバナンスを確

保する。また、ネッ

ト会議システム等

を効率的に活用す

るなどにより、セ

ンター本所、牧場

及び支場間のコミ

ュニケーションの

改善に取り組む。 
 

 

イ 役員会の開催

等 
指標＝「微項目の項目

数×２」（満点）に対す

る「各微項目の点数の

合計値」（合計点）の比

率 
 各微項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１

２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/
１０ 

Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 

△定期的な役員会等の開催    2/2(B) 
△ネット会議システムの活用等  2/2(B) 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微項

目の合計点がB評定の判定基準内(満点×8/10
≦合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：6 点（微項目 3×2 点） 
合計点：6 点=(2 点×3) 
6 点／6 点= 1.0 
△定期的な役員会の開催        2 点(B) 
△場長会議、業務検討会等の開催    2 点(B) 
△ネット会議システムの活用等     2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-イ-（ア） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 イ 定期的な役員会等の開催  

（ア）役員会の開催等 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 
X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）定期的な役

員会等の開催 
理事長のリーダ

ーシップの下、適

切なガバナンスを

確保するため、業

務運営に関する重

要事項について定

期的に役員会を開

催して審議・報告

するとともに、必

要に応じて場長会

議、業務検討会等

を開催する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善が必要と認

められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
適切なガバナンスを確

保しつつ効率的・効果的

な業務の推進を図るた

め、場長会議を開催し、

業務の進捗状況や懸案事

項への対応等について確

認を行った。また、中期

計画等の達成に向け、業

務検討会を開催し、外部

有識者を交え業務に係る

課題について検討を行っ

た。業務検討会後、出さ

れた指摘・意見への具体

的な対応策等を整理し、

改善に取り組んだ。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が実施されたことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-イ-（ウ） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 イ 役員会の開催等  

（イ）ネット会議システムの活用等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）ネット会議システム

の活用等 
センター本所、牧場及び

支場間のコミュニケーショ

ンの改善を図るため、ネッ

ト会議システム等を活用

し、ネット会議等を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果 
が得られた。 

Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃 
 止を含めた抜本的な改善が必要

と認め 
 られる。 

＜主要な業務実績＞ 

定期的な部長会議、本所と各牧（支）場と

の業務打合せの開催に当たり、センター全体

としてのコミュニケーションの改善を図る

ため、テレビ会議システムの活用について広

く呼びかけ、その結果、説明会、勉強会等を

含め一年間で９４回利用し、計画どおり実施

した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

・計画どおり実施した。 

 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、テレビ会議システム

の活用が行われたことから「B」評

定とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-ウ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 ウ 法令遵守に係る職員教育等の強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ウ 法令遵守に係る

職員教育等の強化 
法令遵守に係る職

員教育等を強化する

ため、e ラーニングシ

ステムを導入するこ

とにより、効果的な

研修を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ウ 法令遵守に係る職員教育等の

強化 
 法令遵守に係る職員教育等を強

化するため、平成２８年度末までに

ｅラーニングシステムを導入し、導

入後は法令遵守に係る職員教育を

毎年度、１回以上実施することによ

り、効率的・効果的な研修機会の拡

充や、時宜を得た必要な学習が可能

な体制とするなど、効果的な研修を

実施する。 

ウ 法令遵守に係る職員

教育等の強化 
ｅラーニングシステム

を活用した法令遵守に係

る職員教育を実施する。併

せて、職員研修の機会を活

用して、コンプライアンス

についての研修を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著 
な成果が得られた。 

Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要 
する。 

Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的

な改善が必要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
法令遵守に係る職員教育を強化する

ため、自作教材とイントラネットを活

用したｅラーニングシステムによる研

修を２回行い、計画どおり実施した。

また、職員を対象とした各種研修にお

いて、コンプライアンスについての研

修を、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施し

た。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われたこと

から「B」評定とした。 
 

 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-エ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 エ 業務の進行管理 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 エ 業務の進行管

理 
行動規範、中期計

画・年度計画事業の

着実な実施に係る

方針や内部統制推

進規程等について、

内部統制に係る活

動の体系的な実施

の観点から、必要に

応じ見直しを行う。 
〈以下略〉 

エ 業務の進行管

理 
 行動規範、中期

計画・年度計画事

業の着実な実施に

係る方針や内部統

制推進規程等につ

いて、内部統制に

係る活動の体系的

な実施の観点か

ら、必要に応じ見

直しを行う。 
 また、四半期毎

に業務の進捗状況

を取りまとめ、役

員等によるモニタ

リングを実施し、

必要に応じて措置

を講じるなど、業

務の進行管理を行

う。 
 
 
 
 
 

エ 業務の進行管

理 
 

指標＝「微項目の項

目数×２」（満点）に

対する「各微項目の

点数の合計値」（合計

点）の比率 
 各微項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１

２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/
１０ 

Ｄ：合計点≦満点×

５／１０ 

△内部統制に関する規程等の見直し    2/2(B) 
△業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ 
等業務の進行管理           2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×

２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微項目の

合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦合計

点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
△内部統制に関する規程等の見直し      2 点(B) 
△業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ等業務の進行管 
理                    2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-エ-（ア） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 エ 業務の進行管理 

（ア）内部統制に関する規程等の見直し 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）内部統制に関する規程

等の見直し 
行動規範、中期計画・年度計

画事業の着実な実施に係る方

針や内部統制推進規程等につ

いて、内部統制に係る活動の

体系的な実施の観点から、必

要に応じ見直しを行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成

果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃

止を含めた抜本的な改善が必要と認

められる。 

＜主要な業務実績＞ 
内部統制に係る活動の体系的な実施

の観点から、家畜改良増殖法施行規則等

の法令改正に伴う業務方法書の変更に

ついて、農林水産省に認可を申請し認可

を受けた。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり内部統制推進

規程の改正等の見直しが行

われたことから「B」評定と

した。 

 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-エ-（イ） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 エ 業務の進行管理 

（イ）業務進捗状況の四半期毎の取りまとめ等業務の進行管理 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）業務進捗状況の四半期

毎の取りまとめ等業務の進行

管理 
業務の進捗状況について四

半期毎に取りまとめ、役員等

によるモニタリングを実施

し、必要に応じて措置を講じ

るなど、的確な業務の進行管

理を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
業務の進捗状況について四半期毎に取

りまとめ、役員等によるモニタリングを

実施し、懸案事項への対応に係る指示を

行い措置を講じるなど、的確な進行管理

を行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われたこと

から「B」評定とした。 
 

 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-オ 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 オ リスク管理と迅速な対応 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オ リスク管理と

迅速な対応 
 センターの業務

の円滑な実施を阻

害するリスクを把

握・分析・評価し、

リスク対応に関す

る計画を策定する

とともに、危機発

生時に迅速かつ的

確な対応を図り、

業務を円滑に行う

ための体制の構築

を図る。 

オ リスク管理と

迅速な対応 
 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

△リスク対応に関する計画の策定等   2/2(B) 
△緊急時における連絡網等の体制維持  2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（微項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である微項目

の合計点が B 評定の判定基準内(満点×8/10≦
合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（微項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
△リスク対応に関する計画の策定等     2 点(B) 
△緊急時における連絡網等の体制維持    2 点(B) 
 

 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-オ-（ア） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 オ リスク管理と迅速な対応 

（ア）リスク対応に関する計画の策定等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （ア）リスク対応に関する計画の策

定等 
センターの業務の円滑な実施を

阻害する危機が発生した際に迅速

かつ的確な対応を図ることができ

るよう、リスク管理に係る規程に基

づき策定したセンター全体のリス

ク管理対応計画等に沿って、リスク

の管理を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
本所各部署や各牧（支）場からのリス

ク管理の実施状況の報告を踏まえ、リス

ク管理委員会を開催し、リスク管理対応

規程に基づき、業務の円滑な実施を阻害

するリスクを把握・分析・評価し、リス

ク対応に関する計画について、平成３０

年６月に一部見直しを行った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 
   
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行わ

れたことから「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（１）-オ-（イ） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （１）内部統制システムの充実・強化 オ リスク管理と迅速な対応 

（イ）緊急時における連絡網等の体制維持 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）緊急時にお

ける連絡網棟の体

制整備 
危機発生時に迅

速かつ的確な対応

を図り、業務を円

滑に行うために整

備した緊急時にお

ける連絡網等の体

制を維持する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善が必要と認

められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
危機発生時に迅速かつ

的確な対応を図り、業務

を円滑に行うため、緊急

時における連絡網を整備

し、更新を行うなど、計

画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
   
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、取組が行われたことから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-１-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 １ ガバナンスの強化 （２）コンプライアンスの推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）コンプライアンスの推進  

センターに対する国民の信頼を確

保する観点から法令遵守や倫理保持

に対する役職員の意識向上を図る。  

第３中期目標期間に生じた調査研

究業務における不適正な経理処理事

案等を重く受け止め、政府が示した

ガイドライン等を踏まえた対策を推

進するとともに、コンプライアンス

確保のためにＰＤＣＡサイクルの取

組を徹底するなどにより必要な取組

が十分に機能するよう、外部有識者

による内部統制監視委員会を定期的

に開催し、同委員会での審議結果を

踏まえた指示及び情報の周知徹底を

行う。 

また、業務運営（総務事務を含む。）

の横断的な点検を行うため、監事又

は補助職員による内部監査を定期的

に行う。 

〈以下略〉 

（２）コンプライアンスの推進 
センターに対する国民の信頼を確

保する観点から法令遵守や倫理保持

に対する役職員の意識向上を図る。 
第３期中期目標期間に生じた調査

研究業務における不適正な経理処理

事案等を重く受け止め、政府が示した

ガイドライン等を踏まえた再発防止

対策を、必要に応じて見直しを行いつ

つ着実に推進するとともに、コンプラ

イアンス確保のためにＰＤＣＡサイ

クルの取組を徹底するなどにより必

要な取組が十分に機能するよう、外部

有識者による内部統制監視委員会を

毎年度、２回以上開催し、同委員会で

の審議結果を踏まえた指示及び情報

の周知徹底や、同委員会で策定したコ

ンプライアンス推進計画を着実に実

行する。 
また、業務運営（総務事務を含む。）

の横断的な点検を行うため、監事又は

補助職員による内部監査を各場、２年

に１回以上行う。 

（２）コンプライアンスの推進 
センターに対する国民の信頼

を確保する観点から、法令遵守

や倫理保持に対する役職員の意

識向上を図る。 
政府が示したガイドライン等

を踏まえた不適正な経理処理事

案等の再発防止対策を、必要に

応じて見直しを行いつつ着実に

推進する。  
コンプライアンスの推進のた

め、内部統制監視委員会を半期

に１回開催し、コンプライアン

ス推進計画を策定し着実に実行

するとともに、審議結果を踏ま

えた指示及び情報等の周知徹底

を行う。また、意識向上のための

職員調査を実施し、同委員会に

報告する。 
業務運営の横断的な点検を行

うため、監事又は監事の補助職

員による内部監査を２年で一巡

出来るよう概ね６カ所実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく

上回り、かつ顕

著な成果が得ら

れた。 
Ａ：計画を上回る

成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順

調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実

施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実

施されず当該業

務の廃止を含め

た抜本的な改善

が必要と認めら

れる。 
 

＜主要な業務実績＞ 

国民の信頼を確保する観点からｅラ

ーニングシステム及び各種研修を活用

した職員教育、コンプライアンス推進

強化月間及びハラスメント防止週間に

おける啓発ポスター掲示等を実施し、

法令遵守や倫理保持に対する役職員の

意識向上を図った。 

調査研究業務における不適正な経理

処理事案の再発防止のために不正防止

計画を着実に実施するとともに、コン

プライアンスの推進のため、センター

のイントラネットを活用したｅラーニ

ングシステムによる職員教育を行っ

た。また、内部統制監視委員会を半期に

１回開催し、その審議結果を踏まえて、

取組の指示及び必要な情報等の周知徹

底を行うとともに、職員調査を実施し、

集計分析結果から必要な対策を実施す

るよう本所各部及び各牧（支）場に伝達

した。さらに、業務運営の横断的な点検

のため、監事と監事の補助職員による

監事監査を６か所実施した。 

＜評定と根拠＞ 

「Ｂ」 

 

・計画どおり実施

した。 

  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、取組が行わ

れたことから「B」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-２ 第８ その他業務運営に関する事項 ２ 人材の確保・育成 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 人材の確保・育

成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 人材の確保・

育成 
２ 人材の確保・

育成 
 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）に対する

「各小項目の点数の合計値」（合計点）の比率 
各小項目の評価点数の区分は以下のとおり

とする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２点、

Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇人材の確保・育成   2/2(B) 
◇役職員の給与水準等  2/2(B)      

 
 
  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（小項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０）  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目で

ある小項目の合計点が B 評定の判定

基準内(満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10)であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
◇人材の確保・育成      2 点(B) 
◇役職員の給与水準等     2 点(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-２-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ２ 人材の確保・育成 （１）人材の確保・育成 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 
 （１）人材の確保  

人事評価を通じて職員

個々の能力や実績等を的確

に把握し適材適所の人事配

置や人材育成を推進するこ

とにより、職員の意欲向上を

図るとともに、能力を最大限

発揮できる環境を整備する。  

また、業務の円滑な運営を

図るため、農林水産省や他の

独立行政法人等との人事交

流や研修等を行うことによ

り必要な人材の確保・育成を

図るととともに、「独立行政

法人等における女性の登用

推進について」（平成２６年

３月２８日付け閣総第１７

５号及び府共第２１１号内

閣官房内閣総務官、内閣府男

女共同参画局長通知）を踏ま

え、女性登用に向けた取組を

推進する。 

〈以下略〉 

（１）人材の確保・育成 
 人事評価が適切に実施されるよ

う評価者研修を含めて実施体制を

整備するとともに、人事評価を通

じて職員個々の能力や実績等を的

確に把握し、適材適所の人事配置

や人材育成を推進することによ

り、職員の意欲向上を図るととも

に、能力を最大限発揮できる環境

を整備する。 
 また、業務の円滑な運営を図る

ため、農林水産省や他の独立行政

法人等との人事交流や、業務に必

要な能力、技術水準を向上させる

ための研修、内部資格制度の活用

等を行うことにより必要な人材の

確保・育成を図るととともに、「独

立行政法人等における女性の登用

推進について」（平成２６年３月２

８日付け閣総第１７５号及び府共

第２１１号内閣官房内閣総務官、

内閣府男女共同参画局長通知）を

踏まえ、女性の採用や登用に向け

た取組を推進する。 
 
 

（１）人材の確保・育成 
人事評価が適切に実施されるよう評価

者研修を含めた実施体制を整備するとと

もに、人事評価を通じて職員個々の能力

や実績等を的確に把握し、適材適所の人

事配置や人材育成を実施することによ

り、職員の意識向上を図るとともに、職務

能力を最大限発揮できる環境整備を実施

する。また、必要に応じて人事評価制度の

有効性を検証し、見直しを行う。 
組織の活性化や業務の円滑な運営を図

るため、また業務の高度化・専門化に対応

するため、積極的に農林水産省や他の独

立行政法人等との人事交流、業務に必要

な能力、技術水準の維持・向上や資格を取

得するための管理・事務関係研修、技術向

上研修、安全衛生・施設管理関係研修等の

計画的な実施、内部資格制度の活用等を

行うことにより必要な人材の確保・育成

を図るとともに、「独立行政法人等におけ

る女性の登用推進について」(平成２６年

３月２８日付け閣総第１７５号及び府共

第２１１号内閣官房内閣総務官、内閣府

男女共同参画局長通知）を踏まえ、女性の

採用や登用に向けた取組を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
人事評価が適切に実施される

よう評価者研修を含めた実施体

制を整備し、人事評価を通じて

職員個々の能力や実績等を的確

に把握し、適材適所の人事配置

や人材育成を実施した。 

また、農林水産省や他の独立

行政法人等との人事交流、業務

に必要な能力・技術水準を向上

させるための研修、内部資格制

度の活用等を行うとともに、女

性の採用や登用に向けた取組を

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 

・計画どおり実施した。 

 
 

評定 B 
＜評定に至った

理由＞ 
 計画どおり取

組が実施された

ことから「B」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-２-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ２ 人材の確保・育成 （２）役職員の給与水準等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
 （２）役職員の給与

水準等  
中期目標管理法人

であることから、役

職員の給与について

は、役員の業績や職

員の勤務成績を考慮

するとともに、国家

公務員の給与、民間

企業の役員の報酬、

民間企業の従業員の

給与等及び法人の業

務の実績並びに職員

の職務の特性及び雇

用形態その他の事情

を考慮した支給基準

を定め、透明性の向

上や説明責任の一層

の確保のため、給与

支給に当たっての基

準、給与水準（ラスパ

イレス指数等）等を

公表する。 
〈以下略〉 
 
 

（２）役職員の給与水準等 
中期目標管理法人であることか

ら、役職員の給与については、役員

の業績や職員の勤務成績を考慮す

るとともに、国家公務員の給与、民

間企業の役員の報酬、民間企業の従

業員の給与等及び法人の業務の実

績並びに職員の職務の特性及び雇

用形態その他の事情を考慮した支

給基準を定め、透明性の向上や説明

責任の一層の確保のため、給与支給

に当たっての基準、給与水準（ラス

パイレス指数等）等を公表する。 

（２）役職員の給与水準等 
中期目標管理法人であることか

ら、役職員の給与については、役員

の業績や職員の勤務成績を考慮す

るとともに、国家公務員の給与、民

間企業の役員の報酬、民間企業の従

業員の給与等及び法人の業務の実

績並びに職員の職務の特性及び雇

用形態その他の事情を考慮した支

給基準を定め、透明性の向上や説明

責任の一層の確保のため、給与支給

に当たっての基準、給与水準（ラス

パイレス指数等）等を公表する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を

要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業

務の廃止を含めた抜本的な改

善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
役職員の給与については、役員の業績

や職員の勤務成績を考慮するとともに、

国家公務員・民間企業の役員・従業員の

報酬・給与等を考慮し給与支給基準を定

めた。また、給与支給基準及び給与水準

（ラスパイレス指数等）等を公表した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
  
 

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 
 計画どおり取組

を行うとともに、

給与水準も国家公

務員と同等の水準

としたことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-３ 第８ その他業務運営に関する事項 ３ 情報公開等の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３ 情報公開の推進 

公正な法人運営を

実施し、法人に対す

る国民の信頼を確保

する観点から、独立

行政法人等の保有す

る情報の公開に関す

る法律（平成１３年

法律第１４０号）等

に基づき、適切に情

報公開を行う。 
〈以下略〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 情報公開の推

進 
 公正な法人運営

を実施し、法人に

対する国民の信頼

を確保する観点か

ら、独立行政法人

等の保有する情報

の公開に関する法

律（平成１３年法

律第１４０号）等

に基づき、適切に

情報公開を行う。

また、独立行政法

人等の保有する個

人情報の保護に関

する法律（平成１

５年法律第５９

号）や関係規程に

基づき、個人情報

を適正に取り扱

う。 

３ 情報公開の推

進 
 

指標＝「小項目の項目

数×２」（満点）に対す

る「各小項目の点数の

合計値」（合計点）の比

率  
各小項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇情報公開の実施    2/2(B) 
◇個人情報の取扱い   2/2(B)       

   

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（小項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０）  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である小項

目の合計点がB評定の判定基準内(満点×8/10
≦合計点＜満点×12/10)であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
◇情報公開の実施           2 点(B) 
◇個人情報の取扱い           2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-３-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ３ 情報公開等の推進 （１）情報公開の実施 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （１）情報公開の実施 
独立行政法人等の保有

する情報の公開に関する

法律（平成１３年法律第

１４０号）等に基づき、

適切に情報公開を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成

果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃

止を含めた抜本的な改善が必要と認

められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
法令等により公開が義務づけら

れている情報について、ホームペー

ジを通じて適切に情報公開を行っ

た。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
  
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施されたことから

「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

 
  



195 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-３-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ３ 情報公開等の推進 （２）個人情報の取扱い 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （２）個人情報の取扱

い 
独立行政法人等の

保有する個人情報の

保護に関する法律（平

成１５年法律第５９

号）や関係規程に基づ

き、個人情報を適正に

取り扱う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が

得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
個人情報の取扱いについて、新規採用

者等への研修、外部の研修会に担当職員

を参加させるなどの取組を実施するこ

とにより、職員の個人情報に係る意識の

向上を図り、法令等に基づき、適切に個

人情報を取り扱った。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施し

た。 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり取組が実施されたことか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-４ 第８ その他業務運営に関する事項 ４ 情報セキュリティ対策の強化 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 情報セキュリテ

ィ対策の強化 
政府機関の情報セ

キュリティ対策のた

めの統一基準群を踏

まえ、情報セキュリ

ティ・ポリシーを適

時適切に見直すとと

もに、これに基づき

情報セキュリティ対

策を講じ、情報シス

テムに対するサイバ

ー攻撃への防御力、

攻撃に対する組織的

対応能力の強化に取

り組む。また、対策の

実施状況を毎年度把

握し、ＰＤＣＡサイ

クルにより情報セキ

ュリティ対策の改善

を図るとともに、個

人情報の保護を推進

する。 
〈以下略〉 

４ 情報セキュリティ

対策の強化 
 政府機関の情報セキ

ュリティ対策のための

統一基準群を踏まえ、関

係規程を整備するとと

もに、情報セキュリテ

ィ・ポリシーを適時適切

に見直し、これに基づき

適切に情報セキュリテ

ィ対策を講じ、情報シス

テムに対するサイバー

攻撃への防御力、攻撃に

対する組織的対応能力

の強化に取り組む。ま

た、対策の実施状況を毎

年度、把握し、外部専門

家の指摘を踏まえつつ、

ＰＤＣＡサイクルによ

り情報セキュリティ対

策の改善を図る。 
 
 
 
 
 

４ 情報セキュリティ対

策の強化 
 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 

８/１０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇情報セキュリティ対策        2/2(B) 
◇情報セキュリティに関する教育・訓練 2/2(B)      

    

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（小項目

２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０） 
  
   
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点が

B 評定の判定基準内(満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10)
であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
 
◇情報セキュリティ対策 2 点 

(B) 
◇情報セキュリティに関する教

育・訓練       2 点

(B) 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-４-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ４ 情報セキュリティ対策の強化 （１）情報セキュリティ対策 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （１）情報セキュ

リティ対策 
情報セキュリテ

ィ対策について、

対策の実施状況及

び外部専門家の指

摘を踏まえつつ、

ＰＤＣＡサイクル

により必要に応じ

て対処体制、手順

書等の見直しを行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善が必要と認

められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
情報セキュリティに係

る対応については、外部

専門家の指摘を踏まえ

て、必要な対応や手順を

見直すなど、計画どおり

実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群の改正を踏

まえ、計画どおり、情報セキュリティの確保に必要な取組を行ったこ

とから「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-４-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ４ 情報セキュリティ対策の強化 （２）情報セキュリティに関する教育・訓練 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （２）情報セキュリティに関

する教育・訓練 
情報システムに対するサイ

バー攻撃への防御力、攻撃に

対する組織的対応能力の強化

を図るため、新規採用時、研

修会、情報セキュリティ監査

等において、情報セキュリテ

ィに関する関係規程等の周知

や教育、また、標的型攻撃メ

ールに対する訓練を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
情報システムに対するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に対する組織的対応

能力の強化を図るため、新規採用時や

各種研修等に情報セキュリティに関す

る研修を行うとともに、全役職員を対

象とした標的型攻撃メールに対する訓

練を行うなど、計画どおり実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 各種研修等を通じた情報セキュリティ

規定等の周知等の取組が行われたことか

ら「B」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５ 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ５ 環境対策・安全

管理の推進 

化学物質、生物材

料等の適正管理等に

より業務活動に伴う

環境への影響に十分

な配慮を行うととも

に、環境負荷低減の

ためのエネルギーの

有効利用及びリサイ

クルの促進等に積極

的に取り組む。  

安全衛生面に関わ

る事故等を未然に防

止するための管理体

制を構築するととも

に、災害等による緊

急時の対策を整備す

る。 

〈以下略〉 
 
 
 
 
 

５ 環境対策・安全管理の

推進 
 

５ 環境対策・安全管理の

推進 
 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）に

対する「各小項目の点数の合計値」（合計

点）の比率 
各小項目の評価点数の区分は以下のと

おりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５／１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇環境対策の推進    2/2(B) 
◇安全管理の推進    2/2(B)      

 
 
  

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（小項目２×２

Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１．０ 
（１０／１０）  
    
   
   
    
   
   
   
   
   
   

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価

項目である小項目の合計点

が B 評定の判定基準内(満点

× 8/10≦合計点＜満点×

12/10)であったため。 
満点：4 点（小項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
◇環境対策の推進   2 点(B) 
◇安全管理の推進   2 点(B) 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （１）環境対策の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）環境対策の推

進 
 労働安全衛生法

（昭和４７年法律

第５７号）等に基づ

く化学物質、生物材

料等の適正管理や

必要な作業環境測

定を実施するなど

により、業務活動に

伴う環境への影響

に十分な配慮を行

うとともに、環境負

荷低減のためのグ

リーン購入の推進

や各事業所が作成

する業務効率化実

施計画に基づいた

実態に即した省エ

ネ対策等を実施す

るなど、エネルギー

の有効利用及びリ

サイクルの促進等

に積極的に取り組

む。 

（１）環境対策の

推進 
 
 

指標＝「細項目の項目

数×２」（満点）に対す

る「細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、 
Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 
  

□良好な作業環境の維持   2/2(B) 
□環境負荷低減の取組    2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（細項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であった

ため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□安全衛生施策の実施        2 点(B) 
□緊急時の体制等          2 点(B) 
 
 

 
４．その他参考情報 
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２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア 良好な作業環境の維持 
労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７

号）等に基づく化学物質、生物材料等の適

正管理や必要な作業環境測定を実施する

などにより、良好な作業環境を維持する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
法令に基づいた特定化学物質等の環境

測定の実施又は定期的な職場巡視による

作業環境の点検を実施するなど、良好な作

業環境への影響に十分な配慮をした。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施し

た。 
 

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 
計画どおり取組

が行われたことか

ら「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

 
 
  

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （１）環境対策の推進 ア 良好な作業環境の維持 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
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２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 環境負荷低減の取組 
エネルギーの使用の合理化等に関する

法律（昭和５４年法律第４９号）に基づく

特定事業者として、環境負荷低減のための

グリーン購入の推進や各事業場が作成す

る業務効率化実施計画に基づいた実態に

即した省エネ対策等を実施するなど、エネ

ルギーの有効利用及びリサイクルの促進

等に積極的に取り組む。 
また、環境情報の提供の促進等による特

定事業者等の環境に配慮した事業活動の

促進に関する法律（平成１６年法律第７７

号）に基づき、環境報告書を作成し公表す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善

を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善が必要と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
法令に基づいた特定化学物質等の環境

測定の実施又は定期的な職場巡視による

作業環境の点検を実施するなど、業務活動

に伴う環境への影響に十分な配慮をした。 

また、グリーン購入の推進の方針を策

定・公表し、適合商品の積極的な購入、電

気使用量等の推移に係る職員への周知、裏

紙使用、リサイクル専用棚の設置等、エネ

ルギーの有効利用、リサイクルの促進等に

積極的に取り組んだ。さらに、環境報告書

を作成し公表した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施し

た。 
 

評定 B 
＜評定に至った理

由＞ 
計画どおり取組

が行われたことか

ら「B」評定とし

た。 
 

 
４．その他参考情報 
 
 
 

 
 
 
  

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（１） 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （１）環境対策の推進 イ 環境負荷低減の取組 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（２） 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （２）安全管理の推進 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）安全管理の

推進 
安全衛生面に関

わる事故等を未然

に防止するための

管理体制を構築す

るとともに、災害

等による緊急時の

体制や対策の整備

を進める。 

（２）安全管理の

推進 
 

指標＝「細項目の項目

数×２」（満点）に対す

る「細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点

数の区分は以下のと

おりとする。 
  Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０

≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦

合計点＜満点×１２/
１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦

合計点＜満点×８/１
０ 
Ｄ：合計点≦満点×５

／１０ 
  

□安全衛生施策の実施   2/2(B) 
□緊急時の体制等     2/2(B) 

 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
満点：４Ｐ（細項目２×２Ｐ） 
合計：４Ｐ 
４Ｐ／４Ｐ＝１.０ 
（１０／１０） 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内(満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10)であった

ため。 
満点：4 点（細項目 2×2 点） 
合計点：4 点=(2 点×2) 
4 点／4 点= 1.0 
□安全衛生施策の実施        2 点(B) 
□緊急時の体制等          2 点(B) 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（２）-ア 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （２）安全管理の推進 ア 安全衛生施策の実施 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ア 安全衛生施策の実

施 
安全衛生面に関わる

事故等を未然に防止す

るため、年度当初に安

全衛生施策を推進する

ための年間計画を策定

し、計画に沿って安全

衛生施策を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な

成果が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要す

る。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の

廃止を含めた抜本的な改善が必要

と認められる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
平成３０年４月に安全対策推進本部において、事

業場の長が実施すべき具体的施策の安全衛生年間

計画書の策定、安全衛生管理体制の整備、安全衛生

教育計画及び職場の安全衛生と作業環境の確保に

ついて定め、また、毎月、安全衛生委員会を開催す

るなど、安全衛生面に関わる事故等を未然に防止す

る施策を実施した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実

施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われたことから

「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-５-（２）-イ 第８ その他業務運営に関する事項 ５ 環境対策・安全管理の推進 （２）安全管理の推進 イ 緊急時の体制等 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 イ 緊急時の体制

等 
災害等による緊

急時の連絡体制を

整備するととも

に、職員に周知す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果

が得られた。 
Ａ：計画を上回る成果が得られた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施された。 
Ｃ：計画どおり実施されず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず当該業務の廃止

を含めた抜本的な改善が必要と認めら

れる。 
 

＜主要な業務実績＞ 
災害等による緊急時の連絡網について人事異動等

に伴う修正を適宜行い、職員に周知した。また、自然

災害発生により職員等の安否確認、建物被害状況把握

等が必要な場合は、被害状況を取りまとめ役員に報告

するなど、適切に対応した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり取組が行われ

たことから「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-６ 第８ その他業務運営に関する事項 ６ 施設・設備の整備に関する計画 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ６ 施設及び設備に

関する事項  

本中期目標の達成

及び安全かつ効率的

な業務実施を確保す

るために必要な施設

及び設備を計画的に

整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 施設・設備の

整備に関する計画 
 第４期中期目標

の達成及び安全か

つ効率的な業務実

施を確保するた

め、業務実施上の

必要性及び既存施

設・設備の老朽化

等を勘案して、施

設･設備を計画的

に整備･改修する。 
〈表省略〉 

６ 施設・設備の

整備に関する計画 
第４期中期計画

の達成及び安全か

つ効率的な業務実

施を確保するた

め、業務実施上の

必要性及び既存施

設・設備の老朽化

等を勘案して、施

設･設備を計画的

に整備･改修する。 
〈表省略〉 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜 
 本的な改善が必要

と認めら 
れる。 

＜主要な業務実績＞ 
鳥取牧場において分娩

牛舎等の新設工事を行っ

た。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
計画どおり計画的な施設・設備の整備・改修が行われたことから

「B」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第８-７ 第８ その他業務運営に関する事項 ７ 積立金の処分に関する事項 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー 行政事業レビューシート事業番号：０１３４ 

 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ７ 積立金の処分

に関する事項 
前期中期目標期

間繰越積立金は、

前期中期目標期間

中に自己収入財源

で取得し、当期中

期目標期間へ繰り

越した有形固定資

産の減価償却に要

する費用等に充当

する。 
 

７ 積立金の処分

に関する事項 
前期中期目標期

間繰越積立金は、

前期中期目標期間

中に自己収入財源

で取得し、当期中

期目標期間へ繰り

越した有形固定資

産の減価償却に要

する費用等に充当

する。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に

実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
前中期目標期間繰越積

立金は、平成３０年度に

費用化されたものに充当

した。 

＜評定と根拠＞ 
「Ｂ」 

 
・計画どおり実施した。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
 計画どおり、前中期目標期間繰越積立金を当期中期目標へ繰り越

した有形固定資産の減価償却に要する費用に充当したことから「B」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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